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１　企業・事業所行動調査について

２　調査の方法

・

・

（注）

３　用語の説明

「行動率」

　設問全体の行動率は、「その他」の項目を除く全項目の平均値を示します。

（例）
取組状況 ｎ（有効回収数）＝551

ｑ（その他を除く項目数）＝４（項目）の場合
346 …Ａ 　設問全体の行動率

(62.8) 　　＝（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）／（ｎ×ｑ）×100
326 …Ｂ 　　＝（346+326+375+315）／（551×４）×100

　　＝61.8％

375 …Ｃ

315 …Ｄ
(57.2)
12

(2.2)

４　その他

https://www3.pref.iwate.jp/~stat

　本調査結果は、調査統計課ホームページ「いわての統計情報～イーハトーブ・データ館～」
からダウンロードできます。

④職場環境の把握と改善

⑤その他

取組の内容

③メンタルヘルスケアに関す
る窓口の設置

(59.2)

(68.1)

　使用した母集団情報が令和４年のものであり、その後の事業所の変動が把握できないこ
とから、実際の回答には９人以下の事業所も含まれます。

　この報告書において「行動率」とは、各設問に「既に実施中」、「増やしている」、「規
定あり」または「現在雇用している」などと回答した事業所の割合を示します。

既に実施
中

①メンタルヘルスケアの実務
を行う担当者の選任

②メンタルヘルスケアに関す
る教育研修、情報提供

　調査対象数1,000事業所を、県内に所在する事業所の産業（大分類）別構成比によって比
例配分すると、調査対象の少ない産業（大分類）が出てくることから、産業（大分類）別構
成比が低い産業においても一定の精度を確保するため、調査対象数1,000事業所の２％にあ
たる20事業所を必ず抽出しています。

はじめに～本書をお読みいただくにあたって～

　岩手県では、「いわて県民計画（2019～2028）」を策定し、お互いに幸福を守り育てる希望
郷いわての実現に向けて、計画を推進しています。

　県では、この「希望郷いわて」の実現に向けた施策の企画・立案に反映していくことを目的
として、企業・事業所がどの程度行動あるいは実践しているかなどを把握するため、平成14年
度から「企業・事業所行動調査」を実施しており、今回（令和６年度調査）が12回目の調査と
なります。

　本調査における調査対象事業所の抽出は、属性別の調査結果の利用を考慮し、以下の方法で
行っています。

　事業所母集団データベースから、従業者規模10人以上の事業所（注）を対象とし、従業者
規模100人以上の事業所は全て、100人未満の事業所は無作為抽出しています。

http://www2.pref.iwate.jp/~stat


調 査 の 概 要

設 問 の 構 成

調査結果の概要

【利用上の注意】
　結果数値（％）は表章単位未満を四捨五入していることから、内訳の計が100.0％にな
らない場合があります（以下、同様）。
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１　調査の目的

２　調査の概要
(1) 調 査 対 象
(2) 調査対象事業所数

ア 従業者規模100人以上事業所 悉皆
イ 従業者規模10人以上100人未満事業所　無作為抽出

(3) 調 査 方 法 ア 郵送による調査票の配布

(4) 調 査 時 期 令和６年７～８月
(5) 調 査 項 目 「いわて県民計画（2019～2028）」に対応した26の設問
(6) 調 査 内 容 ア 行動・参加等の有無

イ 行動・参加等の内容
ウ 今後における行動・参加等に対する課題

(7) 回 収 結 果 有効回収率 55.1 ％ （ 551 事業所／1,000事業所）
(8) 回答事業所の属性 （単位：事業所、(　)内は％）

【産業別】 【本社所在地別】
農業、林業 21 (3.8) 事業所が本社 292 (53.0)
漁業 12 (2.2) 本社は、別途、岩手県内 111 (20.1)
計 33 (6.0) 本社は、岩手県外 141 (25.6)
鉱業、採石業、砂利採取業 8 (1.5) 不明 7 (1.3)
建設業 36 (6.5)
製造業 110 (20.0) 【従業者規模別・事業所】
計 154 (28.0) １～９人 37 (6.7)
電気・ガス・熱供給・水道業 13 (2.4) 10～49人 159 (28.9)
情報通信業 11 (2.0) 50～99人 134 (24.3)
運輸業、郵便業 35 (6.4) 100～299人 180 (32.7)
卸売業、小売業 62 (11.3) 300～999人 31 (5.6)
金融業、保険業 19 (3.4) 1,000～2,999人 6 (1.1)
不動産業、物品賃貸業 3 (0.5) 3,000人以上 0 (0.0)
学術研究、専門・技術サービス業 9 (1.6) 不明 4 (0.7)
宿泊業、飲食サービス業 17 (3.1)
生活関連サービス業、娯楽業 5 (0.9) 【従業者規模別・会社全体】
教育、学習支援業 24 (4.4) １～９人（※） 20 (3.6)
医療、福祉 81 (14.7) 10～49人 83 (15.1)
複合サービス業 18 (3.3) 50～99人 86 (15.6)
サービス業(他に分類されないもの) 56 (10.2) 100～299人 124 (22.5)
計 353 (64.1) 300～999人 101 (18.3)

不明 11 (2.0) 1,000～2,999人 42 (7.6)
3,000人以上 92 (16.7)

【事業形態別】 不明 3 (0.5)
工場・作業所・工業所 141 (25.6)
事務所・営業所 209 (37.9)
店舗・飲食店 64 (11.6)
輸送ｾﾝﾀｰ・配送ｾﾝﾀｰ・これらの車庫 13 (2.4)
その他 115 (20.9)
不明 9 (1.6)
※

イ 郵送回答とオンライン回答の併用

県内に所在する従業者規模10人以上の民営事業所
1,000事業所
事業所母集団データベースの母集団情報（令和４年次フレーム）
から抽出

令和６年度企業・事業所行動調査結果

　県民、企業・事業所、各種団体、行政の適切な役割分担という観点から、「いわて県民計画
（2019～2028）」に掲げる企業・事業所の役割に関して、企業・事業所がどの程度行動あるいは
実践しているかなどを把握し、その割合を一層高めていくための施策の企画・立案や施策評価等
に活用する。

（※）回答結果により１〜９人の事業所であ
ると判明したものであり、調査時には10人以
上の事業所等を調査対象としていたもので
す。

　結果数値（％）は表章単位未満を四捨五入していることから、内訳の計が100.0％にならない場合があ
ります（以下、同様）。

３
次

１
次

２
次
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■設問の構成■

　企業・事業所内における喫煙対策について
１ 　受動喫煙防止対策を実施していますか。

①受動喫煙防止対策
　企業・事業所におけるメンタルヘルス対策について

２
①メンタルヘルスケアの実務を行う担当者の選任
②メンタルヘルスケアに関する教育研修、情報提供
③メンタルヘルスケアに関する窓口の設置
④職場環境の把握と改善
⑤その他

　ひとにやさしいまちづくりへの取組について
３

①施設などのバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化
・多機能トイレの設置
・オストメイトに対応した設備の設置
・スロープの設置
・自動ドアなどの設置
・車いす利用者用駐車場の設置
・わかりやすい施設案内表示の整備
・いわてユニバーサルデザイン電子マップによる情報発信
・その他

②全ての人が利用しやすい製品の開発・研究

③全ての人への適切な対応

④合理的配慮の実施に向けた取組

⑤その他
　従業者の子育て支援に関する取組について

４ 　従業者の子育て支援のため、どのような取組を行っていますか。
①短時間勤務制度
②所定外労働の免除
③育児に利用できるフレックスタイム制度
④始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ（時差出勤）
⑤事業所内保育施設
⑥育児に要する経費の援助措置

⑦その他
　地域で行う子育て支援サービスに関する取組について

５ 　子育て支援サービスへの協力や協賛などを行っていますか。
①子育て支援サービス活動への従業者の派遣
②子育て支援サービスへの活動資金や自社商品の寄付
③子育て支援団体への事業所施設（会議室、体育館など）の開放
④子育て支援団体からの事業所見学の受入
⑤その他

　育児・介護休業等に関する取組について
６

６‐１　 ①育児休業制度
６‐２　 ①子の看護休暇制度
６‐３　 ①介護休業制度
６‐４　 ①介護休暇制度
６‐６　 ①不妊治療について、どのような取組を行っていますか。

・知識の普及啓発
・不妊治療と仕事の両立に係る相談体制の整備
・不妊治療時の休暇制度
・その他

メンタルヘルスケアについて、どのような取組を行っていますか。

　「ひとにやさしいまちづくり」を推進するため、どのような取組を行っていますか。

　育児休業制度や子の看護休暇制度、介護休業・休暇制度、不妊治療に係る休暇制度の規定
がありますか。
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　福利厚生や休暇制度・賃金の取扱いについて
７　育児休業制度や子の看護休暇制度、介護休業・休暇制度の規定がありますか。福利厚生や休暇制度について、どのような取組を行っていますか。

７‐１　 ①福利厚生事業
・寮・社宅、賃貸物件入居補助
・持家補助
・介護支援
・育児関連支援
・財産形成
・通勤費用補助
・自己啓発への支援
・その他

７‐２　 ①休暇制度
・人間ドック休暇
・リフレッシュ休暇
・ボランティア休暇
・教育訓練（自己啓発）休暇
・慶弔（冠婚葬祭）休暇
・記念日（アニバーサリー）休暇
・妻が出産した場合の夫（男性）の休暇
・ドナー休暇

　若年者のキャリア形成の支援について
８

①学生・生徒の職場体験の受入
②学生・生徒の職場・工場見学の受入
③従業者などを講師として学校に派遣
④各種イベントに参加し、若年者に自社の事業内容を紹介
⑤その他

　留学生の雇用について
９　留学生を雇用していますか。また、今後、雇用する計画はありますか。

①留学生の雇用

　グローバル人材の確保、育成について
10

①グローバル人材の必要性

11

①勤務時間の短縮・休暇などの就業的配慮
②活動場所・施設の提供
③活動費用又は物資の提供
④企業内クラブの設置
⑤発表会の開催やイベントの主催・後援
⑥その他

　従業者が行うスポーツ活動について
12

①大会の開催やイベントの主催・後援
②勤務時間の短縮・休暇などの就業的配慮
③活動場所・施設、活動費用又は物資の提供
④企業内クラブの設置
⑤スポーツ選手の雇用
⑥その他

　従業者が行うスポーツ活動（地域のスポーツ活動を含む）について、どのような取組を
行っていますか。

・その他

　中・高・大学生など若年者のキャリア形成（勤労観、職業観を育んでいくこと）につい
て、どのような支援をしていますか。

　最近のインバウンドの増加や市場のグローバル化などを踏まえ、グローバル人材の確
保、育成について、どのようにお考えですか。

　従業者が行う文化芸術活動への支援について
　従業者が行う文化芸術活動（地域の伝統芸能活動への参加も含む）への支援について、
どのような取組を行っていますか。
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　地域ぐるみでの防災対応力の向上について
13

①火災・災害対応マニュアルの整備
②緊急連絡系統図などの整備
③社内独自での定期的な防災訓練の実施
④地域で行われる防災訓練などへの参加
⑤地元消防団や自主防災組織との連携・協力
⑥防災に関する従業者研修の実施

⑧所有する建物の地震時における安全対策（耐震診断・改修）の実施
⑨従業者を対象とした食料等の備蓄
⑩災害時の帰宅困難従業者を想定した対策の実施
⑪事業継続計画（ＢＣＰ）の策定
⑫燃料の備蓄や非常用電源の整備
⑬その他

　犯罪被害防止や犯罪防止に関する取組について
14 　犯罪被害防止や地域の犯罪防止のために、どのような取組を行っていますか。

①警備会社・事業者や個人が設置する防犯カメラなどの防犯システムを活用
②防犯管理者などの緊急時における連絡体制を整備

⑤従業員に対する犯罪被害に遭わないための研修などを実施
⑥地域が行っている防犯活動などへの参加
⑦「子供１１０番の家（車）」の設置
⑧その他

　交通安全対策の推進に関する取組について
15 　交通安全対策の推進のために、どのような取組を行っていますか。

①無事故無違反運動
②安全運動期間中の事故防止運動
③ライトの早め点灯運動
④無事故運転者表彰制度
⑤安全運転講習会の実施
⑥従業者に対する日常的な交通安全指導の実施
⑦その他

　正社員の雇用について
16

①正社員の採用
　障がい者の雇用促進への取組について

17 　障がい者を雇用していますか。また、今後、雇用する予定はありますか。
①障がい者の雇用

　障がい者就労支援事業所に対する物品・サービスの発注について
18 　障がい者就労支援事業所に物品・サービスの発注を行っていますか。

①障がい者就労支援事業所に対する物品・サービスの発注

③夜間や休業時間帯は、現金・貴重品を銀行や夜間金庫などに預ける、又は自宅に持ち帰る
ことを徹底

　正社員の採用を増やしたり、非正社員から正社員への転換を行うなどして、正社員の雇用
割合を増やしていますか。

　地域の安全を地域で守ることができるよう、火災や災害に備えてどのような取組を行って
いますか。

⑦防災マップ（地震防災マップ、浸水想定ハザードマップ、津波防災マップなど）による被
害想定の確認

④従業員に対し車両や更衣ロッカーなどの鍵かけを徹底
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　経営課題への取組について
19 　取り組まなければならない経営上の課題について、どのような取組を行っていますか。

①既存の営業力・販売力の維持強化
②国内の新規顧客・販路の開拓
③海外の新規顧客・販路の開拓
④既存の商品・サービスの高付加価値化（ブランド化）
⑤新商品・新サービスの開発
⑥技術力の維持・強化

⑦新規技術開発、他企業・大学・公設試験研究機関との共同研究
⑧設備・店舗等の増強・更新・廃止
⑨人材の確保・育成
⑩後継者の育成・決定、事業承継
⑪他社との連携、他業種との異業種交流
⑫コストの削減
⑬円滑な資金調達
⑭仕入価格・賃金・燃料費の上昇に伴う価格転嫁
⑮その他

　地域における観光の誘客への取組について
20

①地域での誘客のためのイベントやサービスの企画・実施
②地域で行われる誘客のためのイベントやサービスへの経済的支援

③地域で行われる誘客のためのイベントやサービスへの参加
④産業観光の実施
⑤地元に対する理解を深めるための取組
⑥その他

　廃棄物の減量化、適正処理に関する取組について
21

①廃棄物の発生抑制やリサイクルに努め、廃棄物の発生量を抑制
②再生品や再生紙を利用（グリーン購入）
③リサイクル製品の製造やリサイクルしやすい材料を使用
④電子マニフェスト（産業廃棄物管理票）制度を活用
⑤産業廃棄物処理業者の格付け制度に基づく優良な処理業者を選定
⑥その他

　省エネや大気・水質などの汚染防止に関する取組について
22

①不必要な照明器具の消灯、省エネ型機器の導入などによる省エネルギー
②廃水処理施設、防音・防振設備の設置などによる公害防止
③化学物質などによる環境汚染の防止

⑤木質バイオマスなどのバイオマスエネルギーの利用
⑥次世代自動車の導入
⑦エコドライブの実施
⑧排水の再利用などによる節水

⑪その他

　地域で実施されている誘客イベントへの協力や観光客の受入、観光人材の育成に取り組ん
でいますか。

⑩所有する業務用冷凍空調機器の定期点検などによる冷媒フロン類の漏洩防止

　一般廃棄物（ごみ）・産業廃棄物の減量化や適正処理のため、どのような取組を行ってい
ますか。

　省エネや大気・水質などの汚染防止など環境保全のため、どのような取組を行っています
か。

④太陽光、風力、太陽熱、未利用エネルギーなど（廃熱、地中熱、雪氷冷熱など）やコー
ジェネレーション（熱電併給）などの新エネルギーの利用

⑨自社製品・サービスの環境への影響、環境負荷の少ない製品使用方法や廃棄方法などの情
報提供
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　企業・事業所内における環境保全への取組について
23

①従業者に対する環境教育の実施
②環境ガイドライン（独自の社内基準）の策定、地域との公害防止協定の締結
③ＩＳＯ１４００１など環境マネジメントシステムの導入
④環境報告書の策定
⑤環境報告書の公表・地域住民への説明会の開催など環境への取組についての情報提供
⑥地域の環境保全活動への参加、地域との連携
⑦クールビズの実施
⑧ウォームビズの実施
⑨公共交通の利用促進や自動車利用の抑制
⑩その他

　職場における女性の登用などについて
24

①女性の登用に関する担当部署や担当者の設置
②女性の登用に関する計画などの作成
③意欲や能力のある女性の積極的な採用・登用
④性別による差別的評価をなくす人事考課基準の明確化
⑤仕事と家庭の両立のための制度の整備
⑥幹部職員に対する女性登用の重要性の啓発
⑦管理職への女性の積極的な登用
⑧セクシュアル・ハラスメントへの対応
⑨女性の結婚、妊娠、出産、育児による退職後の正社員への再雇用制度の導入
⑩その他

　企業・事業所が自ら行う社会貢献活動について
25 　どのような社会貢献活動を行っていますか。

①助成金や寄付金の支出などの経済的支援
②人の派遣などの人的支援
③ＮＰＯ・ボランティア団体、地縁組織への活動場所の提供
④地域の祭りやイベントなど地域行事への参加
⑤企業・事業所周辺の美化活動
⑥企業・事業所施設内外の緑化
⑦その他

　従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動への支援について
26

①ボランティア休暇・休業制度の整備
②社内表彰
③ＮＰＯ・ボランティアに関する情報などの提供
④ＮＰＯ・ボランティア体験機会や場所の提供
⑤その他

　従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動などへの支援について、どのような取組を行ってい
ますか。

　男女共同参画の促進に向け、職場における女性の登用などについて、どのような取組を行っ
ていますか。

　地球環境問題への対応や地域の環境保全に向け、内部でどのような取組を行っていますか。
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設問別結果一覧（行動している割合（行動率）の高い順）

　【家族・子育て】

　【教育】

　【居住環境・コミュニティ】

　【安全】

　【仕事・収入】

　【自然環境】

　【参画】

　【健康・余暇】

（ ）内は前回調査とのポイント差

（ ）内は前回調査とのポイント差

（ ）内は前回調査とのポイント差

（ ）内は前回調査とのポイント差

（ ）内は前回調査とのポイント差

（ ）内は前回調査とのポイント差

（ ）内は前回調査とのポイント差

（ ）内は前回調査とのポイント差
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１　企業・事業所内における喫煙対策について

問

２　企業・事業所におけるメンタルヘルス対策について

問

0

３　ひとにやさしいまちづくりへの取組について

問

　受動喫煙防止対策を実施していますか。

　従業者のメンタルヘルスケアについて、ど
のような取組を行っていますか。

　「ひとにやさしいまちづくり」を推進する
ため、どのような取組を行っていますか。

○ 受動喫煙防止対策を実施している企業・事業所
は９割台前半となっており、前回調査時と比べ0.3
ポイント増と、ほとんど変化していない。

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定な
し」の2.7％

○ 従業者のメンタルヘルスケアに取り組んでいる
企業・事業所は約６割となっており、前回調査時と
比べ5.5ポイント増加している。

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定な
し」の14.7％。

○ ひとにやさしいまちづくりの推進に取り組んでい
る企業・事業所は３割台前半となっており、前回調
査時と比べ4.9ポイント増加している。

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定なし」
の31.3％。

(%)

(%)

(%)
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４　従業者の子育て支援に関する取組について

問　従業者の子育てに対する支援に関して、どのような取組を行っていますか。

５　地域で行う子育て支援サービスに関する取組について

問

○ 従業者の子育て支援に関して制度を有している企業・事業所は約４割となっており、前回調査時と
比べ2.8ポイント増加している。

○ 最も回答数が多かったのは、「制度なし」の57.1％。

　子育て支援サービスへの協力や協賛などを
行っていますか。

○ 地域で行う子育て支援サービスへの協力を行っ
ている企業・事業所は6.0％となっており、前回調
査時と比べ0.2ポイント増と、ほとんど変化してい
ない。

○ 最も回答数が多かったのは、「実施予定なし」の
73.8％。

制度あり（35.7％）

制度あり（40.5％）

(%)

(%)
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６　育児・介護休業等に関する取組について

問　育児休業制度や子の看護休暇制度、介護休業・休暇制度、不妊治療時に係る休暇に関して制
　度化（規定化）していますか。

○ 育児休業制度を規定している企業・事業所は約９割となっており、前回調査時と比べ2.4ポイント増
加している。

○ 子の看護休暇制度を規定している企業・事業所は８割台前半となっており、前回調査時と比べ5.8ポ
イント増加している。

○ 介護休業制度を規定している企業・事業所は８割台後半となっており、前回調査時と比べ3.2ポイン
ト増加している。

○ 介護休暇制度を規定している企業・事業所は約８割となっており、前回調査時と比べ3.1ポイント増
加している。

○ 不妊治療時の休暇制度を規定している企業・事業所は約１割となっており、前回調査時と比べ4.0
ポイント増加している。

(%) (%)

(%) (%)

(%)
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７　福利厚生や休暇制度・賃金の取扱いについて

問　福利厚生や休暇制度について、どのような取組を行っていますか。

８　若年者のキャリア形成の支援について

問

９　留学生の雇用について

問

○ 若年者のキャリア形成の支援をしている企業・
事業所は５割台後半となっており、前回調査時と
比べ3.3ポイント増加している。

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定な
し」の29.1％。

　留学生を雇用していますか。また、今後、
雇用する計画はありますか。

○ 留学生を雇用している企業・事業所は１割未満
となっており、前回調査時と比べ1.1ポイント増加し

ている。

○ 最も回答数が多かったのは、「雇用する予定な
し」の57.5％。

注：子の看護休暇、介護休暇、不妊治療に関する休暇制度を除く

　中・高・大学生など若年者のキャリア形成
（勤労観、職業観を育んでいくこと）につい
て、どのような支援をしていますか。

○ 休暇制度（注）を規定している企業・事業所は約３割となっており、前回調査時に比べ、0.7ポイント
減と、ほとんど変化していない。

○ 福利厚生事業を実施している企業・事業所は約５割となっており、前回調査時に比べ、0.8ポイント増
と、ほとんど変化していない。

既に実施中（31.6%）

(%) (%)

(%)

(%)

既に実施中（32.3%）

既に実施中（32.7%）
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10　グローバル人材の確保、育成について

問

11　従業者が行う文化芸術活動への支援について

問

12　従業者が行うスポーツ活動について

問

○ 従業者が行うスポーツ活動に取り組んでいる企
業・事業所は約２割となっており、前回調査時と比
べ2.1ポイント増加している。

　最近のインバウンドの増加や市場のグロー
バル化などを踏まえ、グローバル人材の確
保、育成について、どのようにお考えです
か。

○ 最も回答数が多かったのは、「実施予定なし」
の63.8％。

○ グローバル人材の確保、育成に関して必要だと
考えている企業・事業所は１割台前半となってお
り、前回調査時と比べ1.6ポイント増加している。

○ 一方、「必要だと思わない」と回答した企業・事
業所は２割台後半となっており、前回調査時と比
べ1.2ポイント減少している。

○ 文化芸術活動への支援に取り組んでいる企
業・事業所は１割台前半となっており、前回調査
時と比べ変化していない。

○ 最も回答数が多かったのは、「実施予定なし」
の65.2％。

　従業者が行うスポーツ活動（地域のスポー
ツ活動を含む）について、どのような取組を
行っていますか。

　従業者が行う文化芸術活動（地域の伝統芸
能活動への参加も含む）への支援について、
どのような取組を行っていますか。

(%)

(%)

(%)
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13　地域ぐるみでの防災対応力の向上について

問

14　犯罪被害防止や犯罪防止に関する取組について

問

15　交通安全対策の推進に関する取組について

問

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定な
し」の31.2％。

○ 交通安全対策の推進に取り組んでいる企業・
事業所は４割台後半となっており、前回調査時と
比べ1.0ポイント減少している。

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定な
し」の33.0％。

　交通安全対策の推進のために、どのような
取組を行っていますか。

　犯罪被害防止や地域の犯罪防止のために、
どのような取組を行っていますか。

○ 防災対応力の向上に取り組んでいる企業・事
業所は５割台前半となっており、前回調査時と比
べ3.5ポイント増加している。

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定なし」
の20.1％。

○ 犯罪被害防止や犯罪防止に取り組んでいる企
業・事業所は４割台後半となっており、前回調査
時と比べ0.5ポイント減と、ほとんど変化していな
い。

　地域の安全を地域で守ることができるよ
う、火災や災害に備えてどのような取組を
行っていますか。

(%)

(%)

(%)
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16　正社員の雇用について

問

17　障がい者の雇用促進への取組について

問

18　障がい者就労支援事業所に対する物品・サービスの発注について

問　障がい者就労支援事業所に物品・サービス
の発注を行っていますか。

　障がい者を雇用していますか。また、今
後、雇用する予定はありますか。

○ 正社員の雇用割合を増やしている企業・事業所
は５割台前半となっており、前回調査時と比べ2.9
ポイント増加している。

○ 一方、「減らしている」と回答した企業・事業所
は6.7％であり、前回調査時と比べ0.6ポイント減
と、ほとんど変化していない。

○ 障がい者の雇用促進に取り組んでいる企業・事
業所は約６割となっており、前回調査時と比べ2.2
ポイント増加している。

○ 次いで回答数が多かったのは、「雇用する予定
なし」の17.8％。

○ 障がい者就労支援事業所に物品・サービスの
発注を行っている企業・事業所は約２割となって
おり、前回調査時と比べ2.3ポイント増加している。

○ 最も回答数が多かったのは、「実施予定なし」
の41.0％。

　正社員の採用を増やしたり、非正社員から
正社員への転換を行うなどして、正社員の雇
用割合を増やしていますか。

(%)

(%)

(%)
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19　経営課題への取組について

問

20　地域における観光の誘客への取組について

問

21　廃棄物の減量化、適正処理に関する取組について

問

　取り組まなければならない経営上の課題に
ついて、どのような取組を行っていますか。

○ 最も回答数が多かったのは、「実施予定なし」
の48.3％。

○ 経営課題上の課題に取り組んでいる企業・事
業所は８割台後半となっており、前回調査時と比
べ0.4ポイント減と、ほとんど変化していない。

※ 企業・事業所によって経営課題は異なっている
ため、取り組んでいる割合の平均値である行動率
を算出することは適当でないことから、設問内の
一項目以上に取り組んでいる企業・事業所の割合
を表示。

○ 地域における観光の誘客に取り組んでいる企
業・事業所は約３割となっており、前回調査時と比
べ2.4ポイント増加している。

○ 廃棄物の減量化、適正処理に取り組んでいる
企業・事業所は５割台後半となっており、前回調
査時と比べ4.1ポイント増加している。

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定な
し」の15.6％。

　地域で実施されている誘客イベントへの協
力や観光客の受入、観光人材の育成に取り組
んでいますか。

　一般廃棄物（ごみ）・産業廃棄物の減量化
や適正処理のため、どのような取組を行って
いますか。

(%)

(%)

(%)
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22　省エネや大気・水質などの汚染防止に関する取組について

問

23　企業・事業所内における環境保全への取組について

問

24　職場における女性の登用などについて

問

○ 省エネや大気・水質などの汚染防止に関して取
り組んでいる企業・事業所は３割台前半となって
おり、前回調査時と比べ1.3ポイント増加している。

　省エネや大気・水質などの汚染防止など環
境保全のため、どのような取組を行っていま
すか。

　地球環境問題への対応や地域の環境保全に向
け、内部でどのような取組を行っていますか。

○ 最も回答数が多かったのは、「実施予定なし」
の35.9％。

○ 内部で環境保全に取り組んでいる企業・事業所
は３割台前半となっており、前回調査時と比べ1.6
ポイント増加している。

○ 最も回答数が多かったのは、「実施予定なし」
の39.3％。

○ 職場における女性の登用などに取り組んでいる
企業・事業所は４割台後半となっており、前回調
査時と比べ5.7ポイント増加している。

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定な
し」の22.7％。

　男女共同参画の促進に向け、職場における
女性の登用などについて、どのような取組を
行っていますか。

(%)

(%)

(%)
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25　企業・事業所が自ら行う社会貢献活動について

問

26　従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動への支援について

問

○ 次いで回答数が多かったのは、「実施予定な
し」の28.9％。

○ ＮＰＯ・ボランティア活動への支援に取り組んで
いる企業・事業所は約１割となっており、前回調査
時と比べ1.0ポイント増加している。

○ 最も回答数が多かったのは、「実施予定なし」
の59.8％。

○ 社会貢献活動を行っている企業・事業所は４割
台前半となっており、前回調査時と比べ0.2ポイン
ト増と、ほとんど変化していない。

　従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動な
どへの支援について、どのような取組を行っ
ていますか。

　どのような社会貢献活動を行っています
か。

(%)

(%)
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設問における項目別回答結果

１　企業・事業所内における喫煙対策について

２　企業・事業所におけるメンタルヘルス対策について

３　ひとにやさしいまちづくりへの取組について

0

４　従業者の子育て支援に関する取組について

93.6 0.5
1.8

2.7
0.9
0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受動喫煙防止対策

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

62.8

59.2

68.1

57.2

2.4

6.0

4.0

6.2

12.0

14.2

9.1

16.5

16.5

14.3

14.2

13.8

5.6

5.6

4.2

5.3

0.7

0.7

0.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

メンタルヘルスケアの実務を行う担当者の選任

メンタルヘルスケアに関する教育研修、情報提供

メンタルヘルスケアに関する窓口の設置

職場環境の把握と改善

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

78.8

73.1

20.5

50.6

5.8

13.4

18.9

23.7

76.8

46.3

92.2

84.6

2.4

3.1

2.7

3.1

2.0

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短時間勤務制度

所定外労働の免除

育児に利用できるフレックスタイム制度

始業・終業時間の繰上げ・繰下げ

事業所内保育施設

育児に関する経費の援助措置

制度あり 制度なし 不明

35.4

15.4

41.9

36.8

2.7

3.3

4.7

5.4

9.1

7.4

10.7

11.6

39.6

44.8

20.3

20.3

11.6

26.1

20.5

23.8

1.6

2.9

1.8

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設などのバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化

全ての人が利用しやすい製品の開発・研究

全ての人への適切な対応

合理的配慮の実施に向けた取組

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

設問は複数項目の取組内容に関する問いで構成されています。ここでは、設問ごとに

全ての項目の回答結果を掲載しています。
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５　地域で行う子育て支援サービスに関する取組について

６　育児・介護休業等に関する取組について

７　福利厚生や休暇制度・賃金の取扱いについて

91.8

82.6

86.4

80.8

6.4

15.4

9.4

14.7

1.8

2

4.2

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業制度

子の看護休暇制度

介護休業制度

介護休暇制度

制度あり 制度なし 不明

4

7.3

5.4

7.3

0

0

0

0.5

2.5

5.6

3.3

3.1

77.9

71.1

76.2

69.9

13.6

14

13.2

17.4

2

2

1.8

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て支援サービス活動への従業者の派遣

子育て支援サービスへの活動資金や自社商品の寄付

子育て支援団体への事業所施設（会議室など）の開放

子育て支援団体からの事業所見学の受入

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

67.5

22.3

31.2

41.9

42.6

84

54.3

0.7

0.4

0.4

0.5

0.4

0

1.8

1.5

1.1

5.4

6.2

2.9

1.3
6.2

25.2

66.6

45.2

34.5

38.7

10

23.8

3.4

7.4

15.2

14.2

12.9

3.4

11.8

1.6

2.2

2.5

2.7

2.5

1.3

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

寮・社宅、賃貸物件入居補助

持家援助

介護支援

育児関連支援

財産形成

通勤費用補助

自己啓発への支援

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明
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８　若年者のキャリア形成の支援について

９　留学生の雇用について

10　グローバル人材の確保、育成について

11　従業者が行う文化芸術活動への支援について

3.4 0.5
8.9 57.5 27.9 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

留学生の雇用

現在雇用している 今後雇用を予定 現在検討中 雇用する予定なし わからない 不明

14.0 23.4 26.5 34.8 1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グローバル人材の必要性

必要 将来的に必要 必要だと思わない わからない 不明

70.4

67.0

43.4

50.6

0.5

1.1

0.9

1.6

3.6

3.1

3.3

5.6

19.6

22.3

41.0

33.6

3.6

4.4

8.9

6.4

2.2

2.2

2.5

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学生・生徒の職場体験の受入

学生・生徒の職場・工場見学の受入

従業者などを講師として学校に派遣

各種イベントに参加し、若年者に自社の事業内容を紹介

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

21.8

10.9

11.4

6.5

12.3

0.2

0.5

0.2

0.2
0.9

3.3

4.0

3.8

3.3

3.4

58.8

65.9

67.0

71.5

62.8

14.3

16.7

15.8

16.7

18.1

1.6

2.0

1.8

1.8

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤務時間の短縮・休暇などの就業的配慮

活動場所・施設の提供

活動費用又は物資の提供

企業内クラブの設置

発表会の開催やイベントの主催・後援

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

20.3

27.6

15.6

11.1

85.5

10.5

58.8

6.4

1.3

1.3

2.2

1.5

5.1

0.7

4.4
0.4

0.4

0.4

0.4

0.2 0.2

0.7

1.1

0.4

3.8

3.8

3.6

5.6

0.2
4.7

3.3

3.1

63.3

53.2

63.9

63.9

5.3

66.1

21.8

66.6

8.0

10.3

11.4

14.0

1.6
12.9

7.1

19.4

2.9

3.4

2.9

3.8

2.2

4.4

3.6

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人間ドック休暇

リフレッシュ休暇

ボランティア休暇

教育訓練（自己啓発）休暇

慶弔（冠婚葬祭）休暇

記念日（アニバーサリー）休暇

妻が出産した場合の夫（男性）の休暇

ドナー休暇

既に実施中（有給） 既に実施中（無給） 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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12　従業者が行うスポーツ活動について

13　地域ぐるみでの防災対応力の向上について

14　犯罪被害防止や犯罪防止に関する取組について

77.5

84.6

75.3

20.0

35.8

51.7

64.6

53.4

41.0

33.6

45.9

54.6

3.6

2.0

3.1

2.7

2.2

3.4

2.9

4.0

3.1

4.7

8.2

5.6

5.6

4.4

6.4

15.1

10.9

12.7

11.4

11.6

17.2

17.4

13.6

12.3

7.1

4.7

9.8

48.1

33.6

21.6

10.3

15.2

27.9

30.5

16.5

16.2

4.9

3.3

4.5

12.5

16.5

9.3

9.4

14.2

9.1

12.3

14.2

9.8

1.3

1.1

0.9

1.6

1.1

1.3

1.3

1.6

1.6

1.5

1.5

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

火災・災害対応マニュアルの整備

緊急連絡系統図などの整備

社内独自での定期的な防災訓練の実施

地域で行われる防災訓練などへの参加

地元消防団や自主防災組織との連携・協力

防災に関する従業者研修の実施

防災マップによる被害想定の確認

所有する建物の地震時における安全対策の実施

従業者を対象とした食料等の備蓄

災害時の帰宅困難従業者を想定した対策の実施

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

燃料の備蓄や非常用電源の整備

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

81.9

74.4

57.9

75.0

16.7

14.0

11.1
…

2.0

1.6

1.3

1.8

3.1

1.6

1.1

4.4

6.7

4.0

4.9

16.9

11.1

8.5

8.7

9.3

28.3

12.7

47.2

54.3

57.7

2

6.2

6.9

4.5

14.7

17.6

20.0

1.1

1.8

1.6

1.1

1.5

1.5

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

警備会社・事業者や個人が設置する防犯カメラなどの防犯

システムを活用

防犯管理者などの緊急時における連絡体制を整備

夜間や休業時間帯は現金・貴重品を銀行などに預ける、又

は自宅に持ち帰る

従業者に対し車両や更衣ロッカーなどの鍵かけを徹底

従業者に対する犯罪被害に遭わないための研修などを実

施

地域が行っている防犯活動などへの参加

｢子供１１０番の家(車)｣の設置

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

25.2

24.3

19.8

16.9

4.5

0.7

0.5

1.1

0.2

0.4

3.4

3.8

3.4

1.6

3.4

58.4

58.3

62.3

67.5

72.6

10.9

11.8

12.2

12.5

17.2

1.3

1.3

1.3

1.3

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大会の開催やイベントの主催・後援

勤務時間の短縮・休暇などの就業的配慮

活動場所・施設、活動費用又は物資の提供

企業内クラブの設置

スポーツ選手の雇用

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

警備会社・事業者や個人が設置する防犯カメラ

などの防犯システムを活用

夜間や休業時間帯は現金・貴重品を銀行などに

預ける、又は自宅に持ち帰ることを徹底

従業者に対し車両や更衣ロッカーなどの

鍵かけを徹底
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15　交通安全対策の推進に関する取組について

16　正社員の雇用について

17　障がい者の雇用促進への取組について

18　障がい者就労支援事業所に対する物品・サービスの発注について

19　経営課題への取組について

53.0

59.3

55.0

17.6

36.5

60.6

2.7

2.0

2.7

1.8

2.9

2.4

7.1

6.7

6.5

10.0

11.1

8.7

28.9

24.3

27.4

58.4

39.9

18.9

7.1

6.0

7.3

10.5

8.3

7.6

1.3

1.6

1.1

1.6

1.3

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無事故無違反運動

安全運動期間中の事故防止運動

ライトの早め点灯運動

無事故運転者表彰制度

安全運転講習会の実施

従業者に対する日常的な

交通安全指導の実施

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

53.4 6.7 34.7 4.2 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員の採用

増やしている 減らしている 増減なし わからない 不明

59.5 2.4 8.7 17.8 10.5 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障がい者の雇用

現在雇用している 今後雇用を予定 現在検討中 雇用する予定なし わからない 不明

21.8 0.5 7.4 41.0 27.8 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品・サービスの発注

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

62.1

53.9

13.2

38.8

34.1

57.0

16.9

43.7

73.3

44.8

41.6

74.8

49.2

49.9

5.6

3.8

1.8

4.7

4.4

6.5

2.2

7.4

7.6

9.6

3.3

5.1

3.8

6.4

10.7

10.9

5.8

12.0

14.7

11.3

8.7

14.9

11.3

16.0

11.8

9.3

9.3

13.6

9.4

16.2

59.2

23.4

25.2

8.9

46.5

17.4

2.4
13.8

23.8

3.6

17.4

11.6

8.0

11.6

15.8

17.1

17.4

12.0

21.2

12.2

3.4

12.0

15.8

4.7

16.2

14.9

4.2

3.6

4.2

4.0

4.2

4.4

4.5

4.4

2.0

3.8

3.8

2.5

4.2

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存の営業力・販売力の維持強化

国内の新規顧客・販路の開拓

海外の新規顧客・販路の開拓

既存の商品・サービスの高付加価値化（ブランド化）

新商品・新サービスの開発

技術力の維持・強化

設備・店舗等の増強・更新・廃止

人材の確保・育成

後継者の育成・決定、事業承継

他社との連携、他業種との異業種交流

コストの削減

円滑な資金調達

仕入価格・賃金・燃料費の上昇に伴う価格転嫁

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

新規技術開発、他企業・大学・公設試験研究

機関との共同研究
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20　地域における観光の誘客への取組について

21　廃棄物の減量化、適正処理に関する取組について

22　省エネや大気・水質などの汚染防止に関する取組について

0.0
23.4

42.5

33.4

31.4

17.2

1.1

0.5

1.5

0.7

2

4.0

4.2

6.5

4.2

7.6

56.6

39.7

45.2

46.8

53.2

12.5

10.7

10.9

13.8

16.7

2.4

2.4

2.5

3.1

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域での誘客のためのイベントやサービスの企画・実施

地域で行われる誘客のためのイベントやサービスへの経

済的支援

地域で行われる誘客のためのイベントやサービスへの参

加

産業観光の実施

地元に対する理解を深めるための取組

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

76.8

63.5

46.6

41.0

55.4

1.8

1.5

2.5

2.9

1.6

6.0

9.6

9.3

12.5

5.8

6.5

12.5

20.5

24.1

14.5

7.8

11.3

18.7

17.6

20.5

1.1

1.6

2.4

1.8

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

廃棄物の発生抑制やリサイクルに努め、廃棄物の発生量

を抑制

再生品や再生紙を利用（グリーン購入）

リサイクル製品の製造やリサイクルしやすい材料を使用

電子マニフェスト（産業廃棄物管理票）制度を活用

産業廃棄物処理業者の格付け制度に基づく優良な処理業

者を選定

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

84.9

39.6

38.1

20.9

8.2

20.0

51.0

8.9

20.3

49.2

1.5

1.1

0.7

2.4

0.4
2.7

3.1

1.5
1.6

1.3

4.4

5.4

4.7

14.3

7.1

13.8

7.4

6.5

9.1

6.4

4.2

31.4

30.3

42.1

60.8

45.6

21.6

60.6

39.6

22.9

4.0
20.1

22.3

17.8

21.1

16.0

14.5

20.0

26.7

17.4

1.1

2.4

3.8

2.5

2.5

2.0

2.4

2.5

2.7

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不必要な照明器具の消灯、省エネ型機器の導入などによ

る省エネルギー

廃水処理施設、防音・防振設備の設置などによる公害防止

化学物質などによる環境汚染の防止

太陽光、風力、太陽熱などやコージェネレーションなどの新

エネルギーの利用

木質バイオマスなどのバイオマスエネルギーの利用

次世代自動車の導入

エコドライブの実施

排水の再利用などによる節水

自社製品・サービスの環境への影響、環境負荷の少ない

製品使用方法などの情報提供

冷媒フロン類の漏洩防止

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

地域で行われる誘客のためのイベントや

サービスへの経済的支援

廃棄物の発生抑制やリサイクルに努め、

廃棄物の発生量を抑制

産業廃棄物処理業者の格付け制度に基づく

優良な処理業者を選定

不必要な照明器具の消灯、省エネ型機器の

導入などによる省エネルギー

太陽光、風力、太陽熱などやコージェネレーションなど

の新エネルギーの利用

自社製品・サービスの環境への影響、環境負荷の

少ない製品使用方法などの情報提供
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23　企業・事業所内における環境保全への取組について

24　職場における女性の登用などについて

25　企業・事業所が自ら行う社会貢献活動について

35.0

24.7

22.7

15.2

11.1

27.2

76.6

63.3

12.5

1.8

1.5

0.5

0.9

0.9
1.1

0.9

1.3

0.9

12.0

9.3

7.1

8.3

7.8

10.2

2.2

5.3

6.7

32.8

39.6

47.4

48.1

53.0

39.0

12.7

18.5

62.6

16.2

22.1

19.8

24.7

24.5

19.6

5.8

8.9

14.7

2.2

2.9

2.5

2.7

2.7

2.9

1.8

2.7

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業者に対する環境教育の実施

環境ガイドライン(独自の社内基準)の策定、地域との公害

防止協定の締結

ＩＳＯ１４００１など環境マネジメントシステムの導入

環境報告書の策定

環境報告書の公表など環境への取組についての情報提供

地域の環境保全活動への参加、地域との連携

クールビズの実施

ウォームビズの実施

公共交通の利用促進や自動車利用の抑制

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

25.8

27.9

66.1

47.5

45.9

34.1

51.7

80.0

38.7

1.1

1.6

3.8

4.0

3.6

5.3

6.4

1.5

3.3

7.6

10.5

8.3

10.9

14.3

14.9

12.3

4.4

13.6

48.6

41.2

10.5

18.3

20.0

24.1

13.2

6.2

22.3

14.3

16.0

9.8

16.3

13.2

19.2

14.5

6.0

19.4

2.5

2.7

1.5

2.9

2.9

2.4

1.8

2.0

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性の登用に関する担当部署や担当者の設置

女性の登用に関する計画などの作成

意欲や能力のある女性の積極的な採用・登用

性別による差別的評価をなくす人事考課基準の明確化

仕事と家庭の両立のための制度の整備

幹部職員に対する女性登用の重要性の啓発

管理職への女性の積極的な登用

セクシュアル・ハラスメントへの対応

女性の結婚、妊娠などによる退職後の正社員への再雇用

制度の導入

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

54.5

38.7

16.5

45.2

61.0

45.4

1.1

0.9

0.5

1.3

1.6

1.5

2.2

2.9

6.0

6.7

7.3

5.4

23.6

31.0

47.7

27.2

15.4

28.7

10.3

11.6

17.8

10.0

6.2

9.6

8.3

14.9

11.4

9.6

8.5

9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

助成金や寄付金の支出などの経済的支援

人の派遣などの人的支援

ＮＰＯ・ボランティア団体、地縁組織への活動場所の提供

地域の祭りやイベントなど地域行事への参加

企業・事業所周辺の美化活動

企業・事業所施設内外の緑化

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

環境ガイドライン(独自の社内基準)の策定、

地域との公害防止協定の締結

女性の結婚、妊娠などによる退職後の正社員への

再雇用制度の導入
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26　従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動への支援について

16.0

11.4

8.2

6.7

0.4

0.7

1.5

1.1

6.2

5.8

5.3

6.2

58.6

58.3

60.6

61.5

15.8

20.1

21.1

21.1

3.1

3.6

3.4

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ボランティア休暇・休業制度の整備

社内表彰

ＮＰＯ・ボランティアに関する情報などの提供

ＮＰＯ・ボランティア体験機会や場所の提供

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明
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設問別調査結果

【利用上の注意】
この報告書において「行動率」とは、各設問に「既に実施中」、「増やしている」、「規
定あり」または「現在雇用している」などと回答した事業所の割合を示します。設問全体
の行動率は、「その他」の項目を除く全項目の平均値を示します。
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１ 　企業・事業所内における喫煙対策について

　受動喫煙防止対策を実施していますか。

　受動喫煙防止対策を実施している企業・事業所は９割台前半

○

○

○

〈参考〉経年比較　｛データラベルは「既に実施中」「実施予定なし」のもの（次ページ以降も原則同様）｝

　令和６年度の受動喫煙防止対策に関する行動率（以下「行動率」という。）は、各
調査項目の平均で93.6％となっており、前回調査時に比べ0.3ポイント増と、ほとんど
変化していない。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、2.7％となっており、前回調査時に比べ
1.3ポイント増加している。
　経年比較をみると、調査開始時の平成16年度と比べた令和６年度の行動率は、25.5
ポイント増加している一方、「実施予定なし」との回答は、16.5ポイント減少してい
る。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
93.6

0.5 1.8

2.7
0.9

0.4

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

68.1
71.2

77.5 78.7
84.7 87.0 85.9

88.7
93.5 93.3 93.6

19.2
15.1

10.0 11.2
7.4 7.7 5.9 5.2 2.9 1.4 2.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 実施予定なし

＊令和６年度に設問項目の一部を変更しているため

単純比較はできません。
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　禁煙・分煙の状況（「既に実施中」と回答した企業・事業所のみ）

○

　受動喫煙防止対策を取り組むとした場合の課題

○

-

６

４

５

２

現段階では取り組む必要性がない３

　「既に実施中」と回答した企業・事業所の禁煙・分煙の状況は、「屋内は全面禁煙と
し、屋外は喫煙可としている」が最も多く40.1％、次いで「屋内、屋外ともに禁煙してい
る」が26.7％などとなっている。

　受動喫煙防止対策を取り組むとした場合の課題は、「費用がかかる」が最も多く
28.7％、次いで「従業者の理解・協力が得られない」が14.2％などとなっている。

費用がかかる

屋内、屋外ともに禁煙している

屋内の一部に喫煙室を設置し、それ以外の屋
内の場所は禁煙としている

特に制限は設けていない

その他

不明

屋内は全面禁煙とし、屋外は喫煙可としている１

１

２

３

従業者の理解・協力が得られない

不明

どのように取り組めばよいのかわからない４

その他５

40.1

26.7

21.1

11.8

0.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80%
現在の状況

％

28.7

14.2

11.3

6.9

6.4

32.7

0% 40% 80%

受動喫煙防止対策の課題

％
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　｛データラベルは、「不明」を表示していません（次ページ以降も原則同様）｝

第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

事業所が本社

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

会社全体・100人以上

93.6

63.6

93.5

96.9

92.9

95.2

98.4

92.3

89.6

91.1

98.2

96.5

97.7

91.2

98.1

86.2

0.5

3.0

1.3

0.0

2.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.7

0.0

0.7

0.9

0.3

0.3

0.5

1.8

12.1

1.3

1.1

1.4

1.4

0.0

7.7

3.5

2.7

0.0

1.4

0.9

2.4

0.8

3.7

2.7

15.2

3.2

1.1

2.8

2.4

1.6

0.0

3.5

3.8

1.8

0.7

0.0

4.2

0.3

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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２

メンタルヘルスケアについて、どのような取組を行っていますか。

　メンタルヘルスケアに取り組んでいる企業・事業所は約６割

○

○

○

〈参考〉経年比較

企業・事業所におけるメンタルヘルス対策について

　令和６年度のメンタルヘルスケアへの取組に関する行動率（以下「行動率」とい
う。）は、各調査項目の平均で61.8％となっており、前回調査時に比べ5.5ポイント増
加している。

　経年比較をみると、調査開始時の平成26年度と比べた令和６年度の行動率は、19.8
ポイント増加している一方、「実施予定なし」との回答は、9.1ポイント減少してい
る。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、14.7％となっており、前回調査時に比べ
0.2ポイント減と、ほとんど変化していない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
61.8 4.7 13.0 14.7 5.20.8

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

42.0 44.3

54.7 55.7 56.3
61.8

23.8
18.3

15.1 13.5 14.9 14.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

42.0 44.3

54.7 
55.7 56.3

61.8

23.8
18.3

15.1 13.5 14.9 14.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし
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４ 職場環境の把握と改善

５ その他

○

○

４

５

１

２ どのように取り組めばよいのかわからない

その他

〇　個々の項目をみると、「メンタルヘルスケアに関する窓口の設置」が最も高く68.1％、
　次いで「メンタルヘルスケアの実務を行う担当者の選任」が62.8％などとなっている。

特に問題はない

メンタルヘルスケアに関
する窓口の設置

２
メンタルヘルスケアの実務
を行う担当者の選任

メンタルヘルスケアに関
する教育研修、情報提供

　取組を進めるうえでの課題は、「特に問題はない」が最も多く43.9％、次いで「どのよ
うに取り組めばよいのかわからない」が22.1％などとなっている。

　一方、「現段階では取り組む必要性がない」は、6.2％となっている。

１

３

- 不明

３ 費用がかかる

従業者の理解・協力が得られない

６ 現段階では取り組む必要性がない

43.9

22.1

19.4

11.4

11.4

6.2

5.1

0% 20% 40% 60%

取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

(7

68.1

62.8

59.2

57.2

2.2

4.0

2.4

6.0

6.2

0.0

9.1

12.0

14.2

16.5

0.9

14.2

16.5

14.3

13.8

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６

60.5

59.0

52.1

53.7

5.7

4.1

2.7

6.4

7.5

0.2

11.9

12.4

13.8

18.3

0.5

14.2

16.5

18.3

10.6

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
R４（参考）
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

その他

事業所が本社

61.8

19.7

50.6

65.9

64.4

57.3

64.9

48.1

58.9

54.1

62.6

78.9

78.1

51.5

75.0

37.6

4.7

0.8

3.9

4.5

5.5

3.4

2.8

13.5

4.8

6.0

3.6

2.5

4.4

4.6

4.3

5.2

13.0

12.2

9.3

12.5

12.8

12.1

10.6

11.6

13.9

15.5

10.4

9.2

9.0

15.5

8.6

21.0

14.7

57.6

8.0

12.4

12.2

14.3

11.8

19.3

17.4

18.8

16.7

4.5

5.7

20.5

7.7

27.6

5.2

9.9

2.7

4.2

4.5

4.4

10.2

1.9

3.9

5.3

6.8

3.2

2.4

6.8

3.8

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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３ 　ひとにやさしいまちづくりへの取組について

○

○

○

〈参考〉経年比較

　「ひとにやさしいまちづくり」を推進するため、どのような取組を行っていますか。

　ひとにやさしいまちづくりの推進に取り組んでいる企業・事業所は
３割台前半

　令和６年度のひとにやさしいまちづくりへの取組に関する行動率（以下「行動率」
という。）は、各調査項目の平均で32.4％となっており、前回調査時に比べ4.9ポイン
ト増加している。

　経年比較をみると、調査開始時の平成14年度と比べた令和６年度の行動率は、12.0
ポイント増加している一方、「実施予定なし」との回答は、5.4ポイント減少してい
る。

令和６年度「実施予定なし」との回答は、31.3％となっており、前回調査時に比べ
1.0ポイント減少している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
32.4

4.0

9.7 31.3 20.5 2.1

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

20.4
24.7 25.8 25.5 24.5 25.9 25.6 25.6

29.3 29.3
27.5

32.4

36.7
33.1

35.9 34.4
38.0

42.3 41.6
46.0

36.1 34.5
32.3

31.3

0%

20%

40%

60%

80%

Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 H30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

＊令和６年度に設問項目を増やしているため

単純比較はできません。
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２ スロープの設置

４ 多機能トイレの設置

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

２ 特に課題はない

３
４

５

６ 投下資本が回収できない

７ その他
- 不明

どのように取り組めばよいのかわからない

取組を進めるための情報が不足している

取組を進めるための人材がいない

３

１ 費用がかかる

車いす利用者用駐車場の設置

〇　取組を進めるうえでの課題は、「費用がかかる」が最も多く53.4％、次いで「特に課題は
　ない」が21.4％などとなっている。

５

いわてユニバーサルデザイン電子
マップによる情報発信

６ オストメイトに対応した設備の設置

7

わかりやすい施設案内表示の整備

〇　個々の項目をみると、「全ての人への適切な対応」が最も高く41.9％、次いで、「合理的
　配慮の実施に向けた取組」が36.8％「施設などのバリアフリー化・ユニバーサルデザイン
　化」が35.4％などとなっている。

〇　「施設などの整備」の内容は、「自動ドアなどの設置」が最も高く34.8％、次いで「ス
ロープの設置」が33.9％などとなっている。

　「施設などの整備」の内容（「既に実施中」、「今後実施予定」又は「現在検討
中」と回答した企業・事業所のみ）

１ 自動ドアなどの設置

全ての人への適切な対応１

２

３

４

合理的配慮の実施に向けた取組

施設などのバリアフリー化・ユニバー
サルデザイン化

全ての人が利用しやすい製品の開発・研究

73.8

71.9

63.8

62.3

50.8

24.2

6.9

1.5

1.5

4.2

4.2

5.0
4.2

3.8

5.8

8.1

6.2

6.2

11.5

7.7
8.1

12.7

13.1

17.3

19.6

20.8

46.2

46.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取組の内容

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

41.9

36.8

35.4

15.4

4.7

5.4

2.7

3.3

10.7

11.6

9.1

7.4

20.3

20.3

39.6

44.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６

53.4

21.4

20.3

15.6

11.6

5.8

5.8

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％
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第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

その他

本社は別途県内

本社は県外

会社全体・100人以上

会社全体・100人未満

事業所・100人以上

事業所・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

事業所が本社

第２次産業

32.4

6.1

21.0

40.3

19.9

28.7

62.9

11.6

40.0

27.9

40.5

35.7

40.8

27.0

37.9

22.0

4.0

0.0

5.4

3.8

5.1

3.4

5.5

5.8

2.6

4.3

4.1

3.4

4.7

3.6

4.5

3.3

9.7

6.1

10.9

9.5

10.8

7.8

9.8

9.6

12.2

9.7

10.4

9.4

10.3

9.4

9.5

10.2

31.3

55.3

37.3

26.4

39.6

37.2

13.3

51.9

18.9

38.3

23.2

23.6

24.1

36.1

25.6

42.1

20.5

28.8

23.7

18.2

22.7

20.9

6.3

21.2

24.1

18.6

20.7

24.1

18.4

21.6

20.6

20.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中
実施予定なし わからない 不明
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４ 　従業者の子育て支援に関する取組について

　従業者の子育てに対する支援のため、どのような取組を行っていますか。

　従業者の子育て支援に関して取り組んでいる企業・事業所は約４割

○

○

○

〈参考〉経年比較

　子育て支援に関しての制度がない企業・事業所は、各調査項目の平均で57.1％と
なっており、前回調査時に比べ1.4ポイント減少している。
　行動率を項目ごとに、法定（短時間勤務制度、所定外労働の免除）、法定外（フ
レックスタイム制度、時差出勤、事業所内保育施設、育児経費の援助措置）でみる
と、法定の項目の平均は76.0％であり、前回調査時に比べ1.4ポイント増加している。
法定外の項目の平均は22.6％であり、前回調査時に比べ3.4ポイント増加している。

　従業者の子育てに対する支援への取組に関する行動率（以下「行動率」という。）
は、各調査項目の平均で40.5％となっており、前回調査時に比べ2.8ポイント増加して
いる。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
16.6

3.8

6.4

3.5 2.7

7.5 57.1 2.6

３歳に達するまで 小学校入学前の一定年齢まで
小学校就学の始期に達する（又は６歳）まで 小学３年生（又は９歳）まで
小学校卒業（又は12歳）まで 小学校卒業以降も利用可能
制度なし 不明

31.9 33.4 34.7
35.7 37.7

40.5

62.3 62.2 60.7

60.5 58.5 57.1
62.6 65.2

68.8 71.8

74.6 76.0

16.5 17.6 17.6 17.7 19.2
22.6

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

制度あり（全体） 制度なし（全体） 制度あり（法定）

制度なし（法定） 制度あり（法定外） 制度なし（法定外）

制度あり 40.5％
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令和６年度

〇　個々の項目をみると、「短時間勤務制度」が最も高く78.8％、次いで「所定外労働の免
　除」が73.1％、「始業・終業時間の繰上げ・繰下げ（時差出勤）」が50.6％などとなってい
　る。

７

１

５

育児に利用できるフレッ
クスタイム制度

２

短時間勤務制度

所定外労働の免除

始業・終業時間の繰上
げ・繰下げ（時差出勤）

育児に関する経費の援助
措置

その他

事業所内保育施設６

４

３

38.5

36.1

5.6

7.6

12.0

15.1

11.1

4.4

4.7

3.6

6.9

6.4

18.9

23.7

46.3

76.8

84.6

92.2

16.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６

78.8

5.8

13.4

20.5

50.6

73.1

2.7

３歳に達
するまで

小学校入
学前の一
定年齢ま
で

小学校就
学の始期
に達する
（又は６
歳）まで

小学３年
生（又は
９歳）ま
で

小学校卒
業（又は
12歳）ま
で

小学校卒
業以降も
利用可能

551 212 31 66 61 26 38 434 104 13

100.0 38.5 5.6 12.0 11.1 4.7 6.9 78.8 18.9 2.4

551 199 42 83 24 20 35 403 131 17

100.0 36.1 7.6 15.1 4.4 3.6 6.4 73.1 23.7 3.1

551 34 12 12 6 14 35 113 423 15

100.0 6.2 2.2 2.2 1.1 2.5 6.4 20.5 76.8 2.7

551 87 22 39 21 18 92 279 255 17

100.0 15.8 4.0 7.1 3.8 3.3 16.7 50.6 46.3 3.1

551 11 7 8 0 1 5 32 508 11

100.0 2.0 1.3 1.5 0.0 0.2 0.9 5.8 92.2 2.0

551 5 10 3 4 10 42 74 466 11

100.0 0.9 1.8 0.5 0.7 1.8 7.6 13.4 84.6 2.0

551 3 2 3 0 3 4 15 91 445

100.0 0.5 0.4 0.5 0.0 0.5 0.7 2.7 16.5 80.8

⑦その他

②所定外労働の免除

③育児に利用できるフ
レックスタイム制度

④始業・終業時間の繰
上げ・繰下げ（時差出
勤）⑤事業所内保育施設

⑥育児に関する経費の
援助措置

制度あり
合計

制度なし 不明

①短時間勤務制度

区分 全体 制度あり
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（注）上段は実数、下段は割合（小数点第１位までを％表示）



第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

会社全体・100人未満

事業所・100人以上

事業所・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

事業所が本社

その他

本社は県外

16.6

7.1

14.9

18.5

13.0

18.1

12.8

9.0

21.1

19.0

19.4

9.9

17.1

16.4

17.0

16.0

3.8

2.0

2.7

4.3

4.3

3.5

4.5

5.1

2.7

3.0

3.0

5.6

3.8

3.7

3.8

3.7

6.4

6.1

6.4

6.4

6.6

6.6

2.4

7.7

7.8

6.6

5.3

6.7

8.1

5.3

7.4

4.5

3.5

1.5

3.6

3.6

3.8

3.0

7.6

9.0

1.0

1.1

2.4

9.1

5.4

2.2

5.0

0.4

2.7

2.0

3.2

2.5

3.6

2.3

6.5

0.0

0.3

1.9

1.4

5.2

4.6

1.4

3.4

1.2

7.5

6.6

5.8

8.3

6.3

6.8

19.0

6.4

4.5

4.9

10.8

10.5

6.8

8.0

7.7

7.1

57.1

74.2

59.5

54.4

58.2

58.6

45.3

62.8

59.0

60.9

55.4

50.8

52.5

59.9

53.9

62.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３歳に達するまで 小学校就学前の一定年齢まで

小学校就学の始期に達する（又は６歳）まで 小学３年生(又は９歳)まで

小学校卒業(又は12歳)まで 小学校卒業以降も利用可能

制度なし 不明
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５ 　地域で行う子育て支援サービスに関する取組について

　子育て支援サービスへの協力や協賛などを行っていますか。

○

○

○

〈参考〉経年比較

　地域で行う子育て支援サービスへの協力を行っている企業・事業所は
１割未満

　経年比較をみると、調査開始時の平成20年度と比べた令和６年度の行動率は、2.2ポ
イント増加している一方、「実施予定なし」との回答も、6.5ポイント増加している。

　令和６年度の子育て支援サービスへの協力や協賛に関する行動率（以下「行動率」
という。）は、各調査項目の平均で6.0％となっており、前回調査時に比べ0.2ポイン
ト増と、ほとんど変化していない。

令和６年度「実施予定なし」との回答は、73.8％となっており、前回調査時に比べ
2.9ポイント増加している。

(78.7)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
6.0

0.1

3.6

73.8 14.6 1.9

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

3.8 3.5 3.9 3.6 3.1 4.0 3.7 5.8 6.0

67.3

72.6 73.9 74.3 74.6
69.4

76.1
70.9 73.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし
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５ その他

子育て支援団体への事業
所施設（会議室、体育館
など）の開放

子育て支援団体からの事
業所見学の受入

〇　個々の項目をみると、「子育て支援サービスへの活動資金や自社商品の寄付」と「子
　育て支援団体からの事業所見学の受入」が最も高く、共に7.3％となっている。

子育て支援サービス活動
への従業者の派遣

３

子育て支援サービスへの
活動資金や自社商品の寄
付

４

１

２

7.3

7.3

5.4

4.0

1.8

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

5.6

3.1

3.3

2.5

0.5

71.1

69.9

76.2

77.9

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６

5.5

7.8

5.9

4.1

0.9

0.5

0.5

0.4

0.2

0.0

5.9

3.0

2.0

2.0

0.0

68.3

67.4

73.1

74.8

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ４（参考）
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第２次産業

第３次産業

輸送センター等

その他

本社は別途県内

本社は県外

会社全体・100人以上

会社全体・100人未満

事業所・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

事業所が本社

事業所・100人以上

店舗・飲食店

6.0

3.8

2.9

7.7

2.9

5.5

7.1

19.3

9.2

7.7

8.6

0.7

5.4

6.4

6.2

5.7

0.1

0.0

0.2

0.2

0.4

0.1

0.0

0.0

0.2

0.0

0.2

0.1

0.2

0.1

0.3

3.6

0.0

3.4

3.8

1.6

3.0

10.2

3.5

3.4

5.4

2.3

3.8

3.6

3.6

3.8

73.8

80.3

77.8

72.0

76.6

75.5

64.9

73.1

72.9

75.5

74.1

70.7

78.6

70.6

74.0

73.1

14.6

12.9

14.5

14.7

17.2

14.9

16.4

7.7

10.2

11.2

11.0

24.6

11.6

16.5

15.0

13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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６‐１　育児休業への取組について

　育児休業に関して制度化（規定化）していますか。

　育児休業に関して制度化している企業・事業所は約９割

○

〈参考〉経年比較

（１）制度化している具体的内容（「規定あり」と回答した企業・事業所のみ）

２

３

５

６ ３歳以上も対象

- 不明 - 不明

その他
４ その他

１歳未満
２ ２回以上

１歳６か月以上～３歳未満

　令和６年度の育児休業の制度化（規定化）に関する行動率は、91.8％となっており、前
回調査時に比べ2.4ポイント増加している。

４ 無条件に１歳６か月未満 ３ 制限なし

「取得可能対象年齢」は、「原則１歳未満であるが、一定の場合は、１歳６か月未満又
は２歳未満」が最も多く58.5％、次いで「１歳未満」が14.8％などとなっている。

　「取得可能回数（※同じ子について）」は、「１回まで」が最も多く41.9％、次いで
「２回以上」が28.5％などとなっている。

原則１歳未満であるが、一定の
場合は１歳６か月未満又は２歳
未満

１ １回まで

○

○

１

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
91.8 6.4 1.8

行動率 規定あり 規定なし 不明

87.3 87.1 89.3 88.9 89.4 91.8

11.8 12.4 9.3 9.8 8.5 6.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

規定あり 規定なし

58.5

14.8

13.4

5.5

5.1

2.4

0.2

0 50 100
（％）

取得可能対象年齢

41.9

28.5

15.4

13.6

0.6

0 50 100
（％）

取得可能回数
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２ 賞与のみ支給 ２

４

５

（２） 育児休業の取得率

２ 女性

（３） 育児休業の取得期間

○

１　５日未満

２　５日～２週間未満

３　２週間～１か月未満

３ 男女合計

○

○

○ 育児休業の取得期間は男性が２週間～１か月未満が最も多く33.2％、女性が10か月～12か
月未満が最も多く41.6％となっている。

３ その他

１

給与・賞与とも支給する

- 不明

育児休業の取得率（％）　＝
（Ａ）のうち令和６年４月30日までの間に育児休業を取得した人数（休業の申出者を含む）

　育児休業の取得率は男性が43.0％、女性が98.6％となっている。

１ 男性

令和５年４月１日から令和６年３月31日までの出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の人数（Ａ）

―　不明

４　１か月～３か月未満

５　３か月～６か月未満

６　６か月～８か月未満

７　８か月～10か月未満

８　10か月～12か月未満

10　18か月～24か月未満

11　24か月以上

９　12か月～18か月未満

- 不明

　「休業中の賃金の取扱い」は、「給与・賞与とも支給しない」が最も多く70.9％、次いで
「賞与のみ支給」が10.9％などとなっている。

１

４ その他

本人の希望を考慮し会
社が決定

会社の人事管理上の
都合により決定

　「復帰後の職場・職種の取扱い」は、「原則として原職復帰」が最も多く80.4％、次いで
「本人の希望を考慮し会社が決定」が15.8％などとなっている。

給与・賞与とも支給しない 原則として原職復帰

３
給与のみ支給

80.4
15.8

1.4

0.4

2.0

0 50 100
（％）

復帰後の職場・職種の取扱い

70.9

10.9

6.7

5.3

4.2

2.0

0 50 100
（％）

休業中の賃金の取扱い

43.0

98.6

73.1

0 20 40 60 80 100

Ｒ６

％※Ｒ４は、Ｒ４.４.30までの休業取得者／R３.４.１～Ｒ４.３.31の出産者

6.1

12.7

33.2

26.2

9.2

1.3

0.9

0.9

5.2

0.0

0.0

4.4

0 20 40 60
（％）男性職員

0.0

0.0

0.5

2.3

4.3

3.7

9.5

41.6

18.8

1.8

2.1

15.4

0 20 40 60
（％）女性職員

19.9

83.5

56.7

0 20 40 60 80 100

Ｒ４（参考）

％

（％） （％）
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

その他

事業所が本社

91.8

63.6

93.5

94.3

92.9

94.3

92.2

84.6

87.8

89.0

94.6

97.2

98.6

87.6

97.2

82.0

6.4

33.3

3.9

4.5

4.3

4.8

7.8

15.4

8.7

8.9

4.5

1.4

0.9

9.7

1.9

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規定あり 規定なし 不明
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 ６‐２　子の看護休暇への取組について

　子の看護休暇に関して制度化（規定化）していますか。

　子の看護休暇に関して制度化している企業・事業所は８割台前半

〈参考〉経年比較

○ 令和６年度の子の看護休暇の制度化（規定化）に関する行動率は、82.6％となってお
り、前回調査時に比べ5.8ポイント増加している。

○ 令和６年度「規定なし」との回答は、15.4％となっており、前回調査時に比べ4.8ポ
イント減少している。

(31

(50.4)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
82.6 15.4 2.0

行動率 規定あり 規定なし 不明

67.4 65.4

72.4
75.3 76.8

82.6

29.4
32.9

26.6

22.8
20.2

15.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６
規定あり 規定なし
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（１）制度化している具体的内容（「規定あり」と回答した企業・事業所のみ）

１ １ ５日まで

２ ２ ６日以上

３ その他

- 不明

１ 給与を支給しない

２ 給与を支給する

３ その他

- 不明

(２) 看護休暇の利用

１ 男性

○

○

○

○

３

４

５ その他

小学校４年生から小学
校卒業（又は12歳）まで

「取得可能対象年齢」は、「小学校就学の始期に達するまで」が最も多く76.9％、次いで
「小学校卒業以降も対象」6.2％などとなっている。

　「取得可能日数（※子ども１人につき）」は、「５日まで」が最も多く83.3％、次いで、
「６日以上」が8.4％などとなっている。

　「休暇中の賃金の取扱い」は、「給与を支給しない」が最も多く61.1％、次いで「給与を
支給する」が36.3％などとなっている。

小学校就学の始期に達
するまで

４ 制限なし

- 不明

小学校卒業以降も対象

小学校入学から小学校３
年生（又は９歳）まで

女性

３ 男女合計

令和５年４月１日から令和６年３月31日までの間の、子の看護休暇の利用について、「男
性の利用者がいる」と回答した企業・事業所は18.3％、「女性の利用者がいる」と回答した
企業・事業所は25.4％となっている。

２

61.1

36.3

1.5

1.1

0 50 100
（％）

休暇中の賃金の取扱い

18.3

25.4

21.9

54.8

46.8

50.8

15.6

17.4

16.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６

※R4はR３.4.1～R４.3.31の休暇利用

76.9

6.2

5.7

5.7

3.7

1.8

0 50 100
(％）

取得可能対象年齢

83.3

8.4

4.2

3.1

1.1

0 50 100
（％）取得可能日数

12.6

18.6

15.6

58.9

51.2

55.1

14.4

16.5

15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ４（参考）
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

その他

事業所が本社

82.6

42.4

87.7

84.7

83.7

86.1

79.7

76.9

78.3

81.2

80.2

89.4

94.5

75.2

90.5

68.3

15.4

42.4

11.7

14.2

14.9

12.9

20.3

23.1

15.7

16.4

18.0

9.9

5.1

21.8

8.6

27.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規定あり 規定なし 不明
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 ６‐３　介護休業への取組について

　介護休業に関して制度化（規定化）していますか。

　介護休業に関して制度化している企業・事業所は８割台後半

○

○

（１）制度化している具体的内容（「規定あり」と回答した企業・事業所のみ）

１ ３回まで

２ 制限なし

３ ３ その他

- 不明

５ １年以上 - 不明

「取得可能期間」は、「通算して93日まで」が最も多く72.5％、次いで「94日以上～
６か月未満」が8.0％などとなっている。

　「取得可能回数」は、「３回まで」が最も多く71.0％、次いで「制限なし」が18.1％
などとなっている。

１

94日以上～６か月
未満

６か月以上～１年未満

その他

○

○

４

２

　令和６年度「規定なし」との回答は、9.4％となっており、前回調査時と比べ2.0ポイ
ント減少している。

　令和６年度の介護休業の制度化（規定化）に関する行動率は、86.4％となっており、
前回調査時と比べ3.2ポイント増加している。

通算して93日まで

４ ４回以上

( (67.6)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
86.4 9.4 4.2

行動率 規定あり 規定なし 不明

78.4 80.9 82.9 82.9 83.2 86.4

19.2 17.4 15.9 13.0 11.4 9.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６
規定あり 規定なし

72.5

8.0

7.1

7.1

4.2

1.1

0 50 100

（％）
取得可能期間

71.0

18.1

8.2

0.6

2.1

0 50 100
（％）取得可能回数
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○

○

１ 原則として原職復帰

２

３

４

５ ４ その他

(２) 介護休業対象者と取得者

３

介護休業を取得した従業者の状況

２

男女合計

女性の取得者がいる

１

　「休業中の賃金の取扱い」は、「給与・賞与とも支給しない」が最も多く70.2％、次いで
「賞与のみ支給」が12.0％などとなっている。
　「復帰後の職場・職種の取扱い」は、「原則として原職復帰」が最も多く82.1％、次いで
「本人の希望を考慮し会社が決定」が10.9％などとなっている。

- 不明

男性の取得者がいる

○ 令和５年４月１日から令和６年３月31日までの間の、「介護休業制度の対象となる従業
者」について、「対象となる男性従業者がいる」と回答した企業・事業所は7.4％であり、
そのうち実際に「男性の取得者がいる」と回答した企業・事業所は31.7％となっている。ま
た、「対象となる女性従業者がいる」と回答した企業・事業所は9.1％であり、そのうち実
際に「女性の取得者がいる」と回答した企業・事業所は66.0％となっている。

１ 給与・賞与とも支給しない

賞与のみ支給 ２ 本人の希望を考慮し会
社が決定

３ その他
会社の人事管理上の都
合により決定

給与のみ支給

- 不明

給与・賞与とも支給する

70.2

12.0

6.5

4.8

3.8

2.7

0 50 100
（％）

休業中の賃金の取扱い

82.1

10.9

1.3

0.8

4.8

0 50 100
（％）

復職後の職場・職種の取扱い

7.4

9.1

8.3

59.9

59.3

59.6

25.4

24.5

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護休業制度の対象となる従業者について

いる いない わからない 不明

女性

男女合計

男性

31.7

66.0

50.5

0 20 40 60 80 100
（％）介護休業制度の対象となる従業者のうち、実際に取得した従業者

全体 93日まで 94日以上～６か月
未満

６か月以上～１年未
満

１年以上

13 12 0 0 1
100.0 92.3 0.0 0.0 7.7
33 28 2 2 1

100.0 84.8 6.1 6.1 3.0
46 40 2 2 2

100.0 87.0 4.3 4.3 4.3

男性

女性

男女合計
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

その他

事業所が本社

86.4

54.5

88.3

89.0

86.5

88.5

85.9

84.6

83.5

83.9

91.0

89.4

94.0

81.5

92.8

74.6

9.4

36.4

10.4

6.2

11.3

7.7

7.8

15.4

9.6

11.6

6.3

6.4

3.2

13.3

4.2

19.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規定あり 規定なし 不明
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 ６‐４　介護休暇への取組について

　介護休暇に関して制度化（規定化）していますか。

　介護休暇に関して制度化している企業・事業所は約８割

○

○

〈参考〉経年比較

　介護休暇の制度化（規定化）に関する行動率は、80.8％となっており、前回調査
時に比べ3.1ポイント増加している。

　経年変化を見ると、調査開始以降、行動率は右肩上がりで推移し、調査を開始し
た平成26年度と比較して行動率は20.8ポイント増加している。

○

　「規定なし」と回答した企業・事業所は、最も数値が高かった調査開始時の平成
26年度と比較して18.4ポイント減少している。

(50.4)(67.6)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
80.8 14.7 4.5

行動率 規定あり 規定なし 不明

60.0
62.6

68.7
73.2

77.7
80.8

33.1 31.4

25.0 23.9
18.1

14.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

規定あり 規定なし
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（１）制度化している具体的内容（「規定あり」と回答した企業・事業所のみ）

○

１ 給与を支給しない

２ 給与を支給する

３ ３ その他

(２) 介護休暇の利用

その他

２ ６日以上

○

１ ５日まで

　「取得可能日数」は、「５日まで」が最も多く81.6％、次いで「６日以上」が9.2％など
となっている。

　「休暇中の賃金の取扱い」は、「給与を支給しない」が最も多く62.5％、次いで「給与を
支給する」が30.8％などとなっている。

３ 男女合計

１ 男性

２ 女性

〇　令和５年４月１日から令和６年３月31日までの間の、介護休暇の利用について、「男性
　の利用者がいる」と回答した企業・事業所は9.1％、「女性の利用者がいる」と回答した企
　業・事業所は11.8％となっている。

制限なし - 不明

- 不明

４

9.1

11.8

10.4

68.8

65.3

67.1

11.6

12.7

12.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６

※Ｒ４はR３.４.１～Ｒ４.３.31の休暇利用

81.6

9.2

4.9

3.6

0.7

0 50 100
（％）

取得可能日数

62.5

30.8

2.7

4.0

0 50 100
（％）休暇中の賃金の取扱い

7.1

9.6

8.3

62.6

60.1

61.3

15.8

16.1

16.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ４（参考）
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

その他

事業所が本社

80.8

48.5

84.4

82.4

81.6

85.2

78.1

76.9

73.9

77.1

83.8

87.2

90.8

74.2

89.4

64.6

14.7

42.4

13.0

12.7

14.2

11.5

15.6

15.4

20.0

18.2

11.7

9.2

6.9

19.7

7.8

27.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

規定あり 規定なし 不明
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 ６‐５　短時間勤務制度の利用について
　短時間勤務制度（育児を目的としたものに限る）の利用はありましたか。

〇

男性

男女合計

 ６‐６　不妊治療に関する取組について
　不妊治療について、どのような取組を行っていますか。

　不妊治療に関して取り組んでいる企業・事業所は１割未満
○

○

〈参考〉経年比較

　令和６年度の不妊治療に関する行動率は、各調査項目の平均で6.7％となっており、前回
調査時に比べ2.7ポイント増加している。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、54.6％となっており、前回調査時に比べ2.8ポ
イント減少している。

女性

　令和５年４月１日から令和６年３月31日までの間の、短時間勤務制度の利用について、
「男性の利用者がいる」と回答した企業・事業所は1.5％、「女性の利用者がいる」と回答
した企業・事業所は17.1％となっている。

(67.6)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
6.7

0.3

7.5 54.6 26.3 4.5

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

3.8 4.0 6.7

61.2
57.4 54.6

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６
既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

1.5

17.1

9.3

74.0

40.5

57.3

15.8

12.2

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(67.6)
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○

不妊治療時の休暇制度の内容（「既に実施中」と回答した企業・事業所のみ）

○
○
○
○

２ ２

-

２ ２

-

-

不妊治療時の休暇制度の対象となる従業者と利用者

制限なし １ 　制限なし

　不明

１

　「取得可能対象年齢（女性）」は、「制限なし」が最も多く98.4％となっている。
　「取得可能対象年齢（男性）」は、「制限なし」が最も多く93.5％となっている。
　「取得可能日数」は、「その他」が最も多く56.5％となっている。
　「休暇中の賃金の取扱い」は、「給与を支給する」が最も多く62.9％となっている。

　個々の項目をみると、「不妊治療時の休暇制度」が最も高く11.3％、次いで「不妊
治療と仕事の両立に係る相談体制の整備」が5.4％などとなっている。

３ 　その他

３

１ 　給与を支給する

　給与を支給しない

制限あり

不明

その他

不妊治療時の休暇制度

２
不妊治療と仕事の両立に
係る相談体制の整備

知識の普及啓発３

○ 令和５年４月１日から令和６年３月31日までの間の、「不妊治療時の休暇制度の対
象となる従業者」について、「対象となる従業者がいる」と回答した企業・事業所
は、男性・女性共に6.5％となっている。

　不明

４ その他

不明

４ 制限なし

-

３

１

5日まで

６日以上

　男性は取得できない

　制限あり

１

11.3

5.4

3.4

0.5

0.0

0.5

0.4

0.0

7.6

7.3

7.6

1.1

50.3

55.7

57.9

14.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６

98.4
1.6

0.0

0 50 100
％取得可能対象年齢（女性）

93.5

1.6

1.6

3.2

0 50 100
％取得可能対象年齢（男性）

56.5

21.0

17.7

3.2

1.6

0 50 100

％取得可能日数

62.9

25.8

8.1

3.2

0 50 100
％休暇中の賃金の取扱い

6.5

6.5

6.5

53.2

53.2

53.2

40.3

40.3

40.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
対象となる従業者について

対象者がいる 対象者がいない わからない 不明

女性

男女合計

男性

7.3

2.5

2.1

0.2

0.5

0.4

0.4

0

6.4

7.1

7.6

0.5

53.7

58.3

60.1

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ４（参考）
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

その他

事業所が本社

6.7

0.0

5.4

8.1

5.4

7.8

10.4

7.7

4.6

3.4

7.7

13.7

10.8

4.1

9.0

2.5

0.3

0.0

0.0

0.5

0.0

0.5

1.1

0.0

0.0

0.6

0.3

0.0

0.3

0.3

0.2

0.5

7.5

2.0

6.9

7.9

6.6

4.5

5.7

0.0

14.8

8.4

9.6

3.1

10.6

5.6

8.3

6.0

54.6

68.7

53.9

54.2

55.5

56.6

58.3

53.8

49.6

60.1

53.0

45.6

52.5

56.1

51.4

60.5

26.3

20.2

29.9

25.0

29.6

25.4

22.9

38.5

23.2

20.9

25.9

35.5

23.0

28.2

27.1

24.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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７-１　福利厚生事業の実施状況について

　福利厚生について、どのような取組を行っていますか。

○

○

〈参考〉経年比較

　福利厚生事業を実施している企業・事業所は約５割

　令和６年度の福利厚生に関する行動率は、各調査項目の平均で49.1％となってお
り、前回調査時に比べ0.8ポイント増加している。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、34.9％となっており、前回調査時に比べ
1.9ポイント減少している。

50.0 48.3 49.1

34.8
36.8 34.9

0%

20%

40%

60%

80%

100%

R２ R４ R６
既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
49.1

0.6

3.5 34.9 9.8 2.1

行動率
既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明
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○

６

持家援助７

８ その他

介護支援

４ 財産形成

育児関連支援５

　個々の項目をみると、「通勤費用補助」が最も高く84.0％、次いで「寮・社宅、賃貸
物件入居補助」が67.5％などとなっている。

通勤費用補助

２ 寮・社宅、賃貸物件
入居補助

３ 自己啓発への支援

１ 84.0

67.5

54.3

42.6

41.9

31.2

22.3

1.8

0.0

0.7

1.8

0.4

0.5

0.4

0.4

0.0

1.3

1.5

6.2

2.9

6.2

5.4

1.1

0.2

10.0

25.2

23.8

38.7

34.5

45.2

66.6

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６

85.1

65.3

51.6

42.9

39.2

32.1

21.8

2.7

0.2

0.2

2.0

0.5

0.5

0.2

0.2

0.2

2.0

1.8

5.0

3.0

5.7

6.2

1.4

0.2

9.4

27.7

28.0

41.7

38.5

44.9

67.4

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ４（参考）

59



第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

その他

事業所が本社

49.1

12.1

36.5

40.1

35.2

38.1

43.1

31.9

34.3

29.2

38.5

52.8

46.5

31.0

44.9

22.4

0.6

8.2

13.1

12.8

12.7

13.1

13.0

11.0

11.6

12.3

12.0

13.8

13.5

12.1

13.2

11.5

3.5

2.2

4.2

3.3

4.6

2.8

1.3

5.5

4.2

4.5

3.1

1.8

3.2

3.7

2.9

4.7

34.9

61.5

32.8

33.4

33.6

34.6

34.4

31.9

38.2

43.5

32.2

19.5

29.3

38.5

27.8

48.0

9.8

10.4

9.8

9.4

9.9

10.6

7.1

19.8

8.2

8.3

11.8

11.0

6.8

11.6

9.7

10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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７-２　休暇制度の実施状況及び賃金の取扱いについて

　休暇制度について、どのような取組を行っていますか。
　（※　子の看護休暇、介護休暇、不妊治療に関する休暇制度は除く）

○

○

〈参考〉経年比較

　休暇に関して制度化している企業・事業所は約３割

　令和６年度の休暇制度に関する行動率は、各調査項目の平均で31.6％となってお
り、前回調査時に比べて0.7ポイント減少している。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、50.5％となっており、前回調査時に比べ
2.6ポイント増加している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
29.5

2.1 0.5

3.5 50.5 10.6 3.4

行動率 既に実施中（有給） 既に実施中（無給） 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

既に実施中 31.6％ （R4年度：32.3％）

30.2 29.4

29.5

2.5 2.9 2.1

49.5 47.9 50.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%

R2 R4 R6

既に実施中（有給） 既に実施中（無給） 今後実施予定

現在検討中 実施予定なし

（R4年度：47.9％）
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○ 個々の項目をみると、「慶弔（冠婚葬祭）休暇」が最も高く90.6％、次いで「妻が出
産した場合の夫（男性）の休暇」が63.2％などとなっている。

慶弔（冠婚葬祭）休
暇

２
妻が出産した場合の
夫（男性）の休暇

３ リフレッシュ休暇

１

その他

教育訓練（自己啓
発）休暇

ボランティア休暇

４ 人間ドック休暇

５

６

７
記念日（アニバーサ
リー）休暇

８ ドナー休暇

９

85.5

58.8

27.6

20.3

15.6

11.1

10.5

6.4

4.2

5.1

4.4

1.3

1.3

2.2

1.5

0.7

0.4

0.4

0.2

1.1

0.4

0.4

0.4

0.2

0.7

0.4

0.0

0.2

3.3

3.8

3.8

3.6

5.6

4.7

3.1

0.4

5.3

21.8

53.2

63.3

63.9

63.9

66.1

66.6

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６

16.2

90.6

28.9

63.2

21.6

12.6

11.2

6.8

83.9

59.4

25.9

19.5

15.6

13.5

9.8

7.8

1.1

6.2

4.3

4.1

2.0

3.2

2.3

0.4
0.5

0.0

0.2

2.0

1.1

0.5

0.9

1.1

1.1

0.9

0.0

0.5

4.3

4.3

3.7

3.9

3.9

3.9

3.0

0.2

4.3

19.9

50.4

60.3

59.6

60.5

67.0

61.4

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ４（参考）

90.1

63.7

30.0

21.5

18.8

15.8

8.3

10.2
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

その他

事業所が本社

29.5

15.5

30.7

30.2

30.6

31.2

23.8

25.0

27.7

25.7

25.6

40.3

35.7

25.4

33.8

21.2

2.1

4.9

1.8

2.0

2.5

2.0

2.4

1.9

1.7

1.9

1.6

2.9

2.0

2.2

2.0

2.4

0.5

0.8

0.5

0.4

0.6

0.3

0.0

0.0

0.9

0.6

0.1

0.4

0.3

0.6

0.3

0.8

3.5

4.6

3.0

3.6

2.9

3.7

1.6

2.9

4.9

4.5

3.2

1.6

3.3

3.7

2.8

4.9

50.5

60.6

48.9

50.8

48.3

49.4

56.5

56.7

52.6

55.1

56.4

37.6

48.6

51.8

47.1

57.1

10.6

7.2

11.3

10.3

11.3

10.8

10.5

13.5

8.4

8.9

8.3

15.3

8.8

11.6

11.2

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中（有給） 既に実施中（無給） 今後実施予定

現在検討中 実施予定なし わからない

不明
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８ 若年者のキャリア形成の支援について

　若年者のキャリア形成の支援をしている企業・事業所は５割台後半

○

○

○

〈参考〉経年比較

　中・高・大学生など若年者のキャリア形成（勤労観、職業観を育んでいくこと）
について、どのような支援をしていますか。

　令和６年度の若年者のキャリア形成に関する行動率（以下「行動率」という。）
は、各調査項目の平均で57.9％となっており、前回調査時に比べ3.3ポイント増加して
いる。
　令和６年度「実施予定なし」との回答は、29.1％となっており、前回調査時に比べ
0.7ポイント減と、ほとんど変化していない。
　経年比較をみると、調査開始時の平成20年度と比べた令和６年度の行動率は、19.0
ポイント増加している一方、「実施予定なし」との回答は、13.5ポイント減少してい
る。

(24.

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
57.9

1.0

3.9 29.1 5.8 2.3

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

38.9 37.0
38.6

41.6
44.6

50.0
53.2 54.6

57.9

42.6 45.9 43.9

41.4 38.4
33.4

30.4 29.8 29.1

0%

20%

40%

60%

80%

Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし
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４

１

２ 特に課題はない

３ 事故やケガの可能性がある

その他

その他

１

２

３

担当者の負担が大きい

○ 個々の項目をみると、「学生・生徒の職場体験の受入」が最も高く70.4％、次いで「学
生・生徒の職場・工場見学の受入」が67.0％、「各種イベントに参加し、若年者に自社の事
業内容を紹介」が50.6％などとなっている。

- 不明

学生・生徒の職場体験の
受入

学生・生徒の職場・工場
見学の受入

従業者などを講師として
学校に派遣

５

○ 取組を進めるうえでの課題は、「担当者の負担が大きい」が最も多く53.9％、次いで「特
に課題はない」が31.0％などとなっている。

○ 一方、「現段階では取り組む必要性がない」は、8.2％となっている。

４ 現段階では取り組む必要性がない

各種イベントに参加し、
若年者に自社の事業内容
を紹介

５

53.9

31.0

15.2

8.2

5.3

3.4

0% 20% 40% 60%

取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

65.4

64.4

46.8

41.7

1.1

1.1

1.4

1.8

1.4

0.2

4.3

4.3

4.3

3.9

0.0

21.3

21.6

34.0

42.4

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ４（参考）

70.4

67.0

50.6

43.4

0.4

0.5

1.1

1.6

0.9

0.0

3.6

3.1

5.6

3.3

0.9

19.6

22.3

33.6

41.0

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６
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第２次産業

第３次産業

会社全体・100人以上

店舗・飲食店

輸送センター等

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

事業所が本社

本社は別途県内

本社は県外

不明

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

57.9

51.5

61.4

57.0

60.6

57.3

57.8

53.9

55.4

55.9

57.9

62.8

39.3

62.1

55.3

60.2

53.6

1.0

2.3

0.5

1.1

0.7

1.2

0.8

1.3

1.1

1.6

0.5

3.6

1.1

1.1

1.0

1.1

3.9

4.6

2.8

4.4

3.0

4.0

4.3

5.8

4.8

4.3

3.8

3.2

3.6

2.9

4.6

3.9

4.0

29.1

37.1

29.7

28.1

28.9

29.2

27.7

28.9

30.7

30.8

28.8

25.4

39.3

25.5

31.1

27.5

31.9

5.8

4.6

4.4

6.6

5.0

5.8

6.3

11.6

6.5

5.6

6.8

5.7

0.0

6.1

5.7

5.1

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明

0.0
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９ 　留学生の雇用について

○

○

○

〈参考〉経年比較

※ 本設問でいう「留学生の雇用」とは、岩手県内の高等教育機関（大学、短期大学、高等専門学校）に
留学している外国人を、卒業後に雇用することをいいます。

　留学生を雇用していますか。また、今後雇用する計画はありますか。

　留学生を雇用している企業・事業所は１割未満

　経年比較をみると、調査開始時の平成20年度と比べた令和６年度の行動率は、0.3ポイ
ント増加している一方、「実施予定なし」との回答は、7.3ポイント減少している。

　令和６年度「雇用する予定なし」との回答は、57.5％となっており、前回調査時に比べ
2.2ポイント増加している。

　令和６年度の留学生の雇用に関する行動率（以下「行動率」という。）は、3.4％と
なっており、前回調査時に比べ1.1ポイント増加している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
3.4

0.5

8.9 57.5 27.9

1.6

行動率 現在雇用している 今後雇用を予定 現在検討中 雇用する予定なし わからない 不明

3.1
1.6 2.0 2.1 1.0 1.5 2.4 2.3 3.4

64.8

60.5 60.8

62.8

57.0 49.1
54.0 55.3 57.5

0%

20%

40%

60%

80%

Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

現在雇用している 今後、雇用を予定 現在、検討中 雇用する予定なし
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１

- 不明

(留学生の)企業文化、慣習の理解

(留学生に限らず)従業者を雇用する予定がない

８

　留学生を雇用するうえでの、また、今後、雇用するとした場合の課題（「雇用する予
定なし」と回答した企業・事業所のみ）

その他

生活文化、習慣の相違

留学生の雇用を検討するうえでの(留学生に関
する)情報の不足

５
留学生の雇用を検討するうえでの(留学生に関
する)社内理解の不足

４ 査証申請など滞在手続き

○ 雇用するうえでの課題は、「(就職後の)事業所内でのコミュニケーション」が最も
多く47.3％、次いで「生活文化、習慣の相違」が27.1％などとなっている。

○ 一方、「(留学生に限らず)従業者を雇用する予定がない」は、11.7％となっている。

(就職後の)事業所内でのコミュニケーション

２

３

７

６

47.3

27.1

23.7

19.6

14.2

11.7

10.1

8.5

2.8

0% 20% 40% 60%

雇用するうえでの課題（回答は２つ以内）

％
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第２次産業

第３次産業

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

事業所が本社

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

店舗・飲食店

その他

3.4

6.1

3.9

3.1

4.3

2.4

7.8

0.0

2.6

3.1

3.6

4.3

3.7

3.3

2.8

4.8

0.5

0.0

0.6

0.0

1.0

0.0

0.0

0.9

0.7

0.9

0.0

0.5

0.6

0.6

0.5

8.9

3.0

7.1

10.2

7.1

7.2

14.1

7.7

10.4

7.9

9.0

10.6

11.5

7.3

10.6

5.8

57.5

60.6

61.7

55.2

58.9

58.4

57.8

53.8

56.5

59.6

55.9

54.6

54.8

59.4

56.0

60.8

27.9

27.3

26.6

28.6

29.1

29.2

17.2

27.8

26.7

29.7

29.1

28.1

27.6

28.4

26.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在雇用している 今後雇用を予定 現在検討中

雇用する予定なし わからない 不明

0.0
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10 　グローバル人材の確保、育成について

○

○

○

〈参考〉経年比較

　経年比較をみると、調査開始時の平成28年度と比べた令和６年度の行動率は、2.3ポイ
ント減少している一方、「必要だと思わない」との回答は、2.5ポイント増加している。

　最近のインバウンドの増加や市場のグローバル化などを踏まえ、グローバル人材の確
保、育成について、どのようにお考えですか。

　令和６年度「必要だと思わない」との回答は、26.5％となっており、前回調査時に比べ
1.2ポイント減少している。

　グローバル人材の確保、育成が必要だと考えている企業・事業所は１
割台前半

　令和６年度のグローバル人材の確保、育成に関する行動率（以下「行動率」という。）
は、14.0％となっており、前回調査時に比べ1.6ポイント増加している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
14.0 23.4 26.5 34.8 1.3

行動率 必要 将来的に必要 必要だと思わない わからない 不明

16.3 17.1

12.2 12.4
14.0

24.0 22.8 26.3

27.7 26.5

0%

20%

40%

60%

Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

必要 将来的に必要 必要だと思わない わからない
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４

６

- 不明

２

　グローバル人材をどのように確保、育成したいと考えているか（「必要」、「将来
的に必要」と回答した企業・事業所のみ）

１ 日本人従業員の育成（グローバル化）

- 不明

その他

２ 外国人留学生等の採用

○ グローバル人材の確保・育成についての考えは、「日本人従業員の育成（グローバ
ル化）」が最も多く59.2％、次いで「外国人留学生等の採用」が36.9％などとなって
いる。

〇　一方、「特に考えていない」が20.9%となっている。

５ その他

５

３ 特に考えていない

海外赴任経験者等の中途採用

海外展開先での現地採用

従業員の外国語習得や海外研修の機会１

４ 外国人留学生等を採用するためのマッチング機会

グローバル人材を採用した後のグローバル人材の活用事
例・活用情報・ノウハウ

３

○ 確保、育成するうえでの課題は、「従業員の外国語習得や海外研修の機会」が最も多
く61.2％、次いで「外国人留学生等を採用するための人的態勢」が44.7％などとなって
いる。

外国人留学生等を採用するための人的態勢

　グローバル人材を確保、育成するうえでの、また、今後、確保、育成するとした場
合の課題（「必要」、「将来的に必要」と回答した企業・事業所のみ）

59.2

36.9

20.9

18.4

5.8

2.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

確保、育成についての考え（当てはまるもの全て）

％

61.2

44.7

40.8

29.1

3.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

確保、育成するうえでの課題（回答は２つ以内）

％
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

事業所が本社

本社は県外

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

14.0

18.2

13.6

13.9

13.5

13.4

17.2

7.7

13.0

12.3

13.5

17.7

16.6

12.4

15.3

11.6

23.4

15.2

24.0

24.1

22.7

25.8

26.6

15.4

20.0

22.3

24.3

25.5

25.8

21.8

26.5

17.5

26.5

18.2

25.3

27.5

25.5

24.9

34.4

38.5

25.2

27.7

27.9

22.0

26.3

26.4

24.8

29.6

34.8

48.5

36.4

32.9

36.9

34.4

20.3

38.5

40.9

36.6

32.4

33.3

30.4

37.9

32.3

39.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要 将来的に必要 必要だと思わない わからない 不明
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11 　従業者が行う文化芸術活動への支援について

　文化芸術活動への支援に取り組んでいる企業・事業所は１割台前半

○

○

○

〈参考〉経年比較

　従業者が行う文化芸術活動（地域の伝統芸能活動への参加も含む）への支援につい
て、どのような取組を行っていますか。

　経年比較をみると、調査開始時の平成22年度と比べた令和６年度の行動率は、2.6ポ
イント減少している一方、「実施予定なし」との回答は、2.0ポイント増加している。

　令和６年度の従業者が行う文化芸術活動への支援に関する行動率（以下「行動率」
という。）は、各調査項目の平均で12.6％となっており、前回調査時に比べ変化して
いない。
　令和６年度「実施予定なし」との回答は、65.2％となっており、前回調査時に比べ
0.1ポイント減と、ほとんど変化していない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
12.6

0.4

3.6 65.2 16.3 1.9

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

15.2 16.7
13.8 13.5 15.7 13.9 12.6 12.6

63.2 61.6 61.6
64.5

60.6 61.6
65.3 65.2

0%

20%

40%

60%

80%

Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし
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４

※ 本設
問でいう

４

７

○ 個々の項目をみると、「勤務時間の短縮・休暇などの就業的配慮」が最も高く
21.8％、次いで「発表会の開催やイベントの主催・後援」が12.3％、「活動費用
又は物資の提供」が11.4％などとなっている。

-

その他

不明

２

３ 人事管理上問題がある

費用がかかる

どのように取り組めばよいのかわからな
い

２

勤務時間の短縮・休暇などの就業
的配慮

発表会の開催やイベントの主催・
後援

５

６

そのような要望がない

１

３

特に課題はない

１

活動場所・施設の提供

企業内クラブの設置

その他６

従業者が行う文化芸術活動の実態を把握
できない

○ 取組を進めるうえでの課題は、「従業者が行う文化芸術活動の実態を把握できない」
が最も多く29.4％、次いで「費用がかかる」が19.1％などとなっている。

○ 一方、「そのような要望がない」は43.4％となっている。

５

活動費用又は物資の提供

29.4

19.1

16.9

12.5

10.0

3.3

43.4

6.0

0% 20% 40% 60%

取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

19.7

13.1

11.5

11.0

7.6

3.2

0.5

0.2

0.2

1.1

0.4

0.0

3.6

4.6

4.6

2.8

2.3

0.5

59.6

62.8

65.8

66.8

71.3

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ４（参考）

21.8

12.3

11.4

10.9

6.5

0.4

0.2

0.9

0.2

0.5

0.2

0.0

3.3

3.4

3.8

4.0

3.3

0.4

58.8

62.8

67.0

65.9

71.5

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６
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第２次産業

第３次産業

８

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

事業所が本社

本社は県外

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

12.6

10.3

15.1

11.3

15.9

10.8

10.3

13.9

10.9

11.5

11.5

14.3

14.2

11.3

13.2

10.8

0.4

0.0

0.0

0.6

0.0

0.5

0.9

0.0

0.5

0.5

0.5

0.1

0.6

0.3

0.6

0.1

3.6

3.0

3.7

3.6

3.1

2.2

6.0

7.7

4.3

3.4

3.6

4.0

4.0

3.3

4.1

2.6

65.2

64.2

59.9

68.0

58.9

67.0

66.3

60.0

70.9

65.4

66.7

64.1

62.9

66.8

64.8

66.2

16.3

22.4

19.9

14.0

19.9

17.5

13.5

18.5

12.2

17.5

15.8

14.8

17.1

15.9

15.5

18.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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12 　従業者が行うスポーツ活動について

○

○

〇

〈参考〉経年比較

　従業者が行うスポーツ活動（地域のスポーツ活動を含む）について、どのような取
組を行っていますか。

　従業者が行うスポーツ活動に取り組んでいる企業・事業所は約２割

　令和６年度の従業者が行うスポーツ活動（地域のスポーツ活動を含む）に関する行動率
（以下「行動率」という。）は、各調査項目の平均で18.1％となっており、前回調査時に
比べ2.1ポイント増加している。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、63.8％となっており、前回調査時に比べ2.0
ポイント減少している。

　経年比較をみると、調査開始時の平成30年度と比べた令和６年度の行動率は、1.7ポイ
ント減少している一方、「実施予定なし」との回答は、5.4ポイント増加している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
18.1

0.6

3.1 63.8 12.9 1.4

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

19.8
18.4

16.0
18.1

58.4
64.6 65.8

63.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし
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４

※ 本
設問で

３

４

-

○ 個々の項目をみると、「大会の開催やイベントの主催・後援」が最も高く25.2％、次
いで「勤務時間の短縮・休暇などの就業的配慮」が24.3％、「活動場所・施設、活動費
用又は物資の提供」が19.8％などとなっている。

勤務時間の短縮・休暇など
の就業的配慮

活動場所・施設、活動費用
又は物資の提供

５

企業内クラブの設置

大会の開催やイベントの主
催・後援

２

１

３

費用がかかる

人事管理上問題がある

従業者が行うスポーツ活動の実態を把
握できない

スポーツ選手の雇用

６ その他

○ 取組を進めるうえでの課題は、「費用がかかる」が最も多く28.3％、次いで「従業者
が行うスポーツ活動の実態を把握できない」が22.3％などとなっている。

○ 一方、「そのような要望がない」は36.8％となっている。

特に課題はない

２

１

- 不明

５

６ その他

どのように取り組めばよいのかわから
ない

そのような要望がない

28.3

22.3

17.2

16.2

7.3

1.6

36.8

5.3

0% 20% 40%

取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

19.3

21.6

17.4

16.5

5.0

3.0

0.2

0.4

0.4

0.4

0.2

0.0

2.5

3.0

2.8

1.8

1.8

0.4

62.9

59.8

65.1

68.1

73.2

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ４（参考）

25.2

24.3

19.8

16.9

4.5

0.7

0.7

0.5

1.1

0.2

0.4

0.0

3.4

3.8

3.4

1.6

3.4

0.5

58.4

58.3

62.3

67.5

72.6

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

その他

事業所が本社

５ その他

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

18.1

11.5

18.8

17.8

19.9

18.7

17.2

26.2

13.6

17.1

17.3

20.3

19.4

17.2

19.3

15.4

0.6

0.0

0.2

0.8

0.3

0.7

0.6

0.0

0.9

0.6

0.9

0.4

0.6

0.6

0.7

0.4

3.1

4.2

3.1

2.9

2.8

2.3

3.4

7.7

3.5

3.1

2.7

3.1

3.6

2.9

3.4

2.8

63.8

70.9

62.7

64.1

62.1

64.4

65.6

52.3

66.8

64.0

66.7

61.8

62.5

64.7

63.3

65.0

12.9

13.3

14.1

12.6

13.3

12.3

11.6

13.9

14.4

14.4

10.6

12.0

13.4

12.7

11.8

15.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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13 　地域ぐるみでの防災対応力の向上について

○

○

〈参考〉経年比較

　地域の安全を地域で守ることができるよう、火災や災害に備えてどのような取組
を行っていますか。

　防災対応力の向上に取り組んでいる企業・事業所は５割台前半

　令和６年度の防災対応力の向上に関する行動率（以下「行動率」という。）は、各
調査項目の平均で53.2％となっており、前回調査時に比べ3.5ポイント増加している。

○

　経年比較をみると、調査開始時の平成14年度と比べた令和６年度の行動率は、3.8ポ
イント減少している一方、「実施予定なし」との回答は、6.3ポイント増加している。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、20.1％となっており、前回調査時に比べ
1.2ポイント減少している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
53.2 3.8 11.6 20.1 10.0 1.4

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

57.0 57.5 58.6

42.9 45.4 44.7 45.2 46.2 46.2
50.1 49.7

53.2

13.8
17.4 16.8 19.0 20.3 20.1 21.4 20.9 18.9 19.8 21.3 20.1

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

＊平成20、22、24年度に設問項目を増やしているため

単純比較はできません。

79



４

５

※ 本設
問でいう

12


13 その他

１

６ 従業者の協力が得られない

○ 個々の項目をみると、「緊急連絡系統図などの整備」が最も高く84.6％、次いで「火
災・災害対応マニュアルの整備」が77.5％、「社内独自での定期的な防災訓練の実施」
が75.3％などとなっている。

○ 取組を進めるうえでの課題は、「特に課題はない」が最も多く44.3％、次いで「防災
訓練や従業者への教育を行う時間的余裕がない」が30.5％、「マニュアルの整備や訓練
の実施などに費用がかかる」が23.4％などとなっている。

緊急連絡系統図などの整備

２

　
社内独自での定期的な防
災訓練の実施

防災マップによる被害想
定の確認

９
従業者を対象とした食料
等の備蓄

８

所有する建物の地震時に
おける安全対策の実施

１

３

燃料の備蓄や非常用電源の整備

６

- 不明

２ 防災訓練や従業者への教育を行う時間
的余裕がない

３

４
どのように取り組めばよいのかわからな
い

５

マニュアルの整備や訓練の実施などに
費用がかかる

特に課題はない

その他

地元消防団や自主防災組
織との連携・協力

防災に関する従業者研修
の実施

事業継続計画（ＢＣＰ）
の策定

７

10

地域で行われる防災訓練
などへの参加

災害時の帰宅困難従業者
を想定した対策の実施11

44.3

30.5

23.4

10.7

4.4

2.9

5.4

0% 20% 40% 60%

取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

84.6

77.5

75.3

64.6

54.6

53.4

51.7

45.9

41.0

35.8

33.6

20.0

1.1

2.0

3.6

3.1

2.9

5.6

4.0

3.4

8.2

3.1

2.2

4.7

2.7

0.0

4.4

5.6

6.4

11.4

12.3

11.6

12.7

13.6

17.2

10.9

17.4

15.1
0.4

4.7

7.1

9.8

10.3

16.2

15.2

21.6

16.5

27.9

33.6

30.5

48.1

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６

84.6

76.1

71.3

59.2

53.9

52.0

42.2

36.4

40.1

32.1

28.7

20.0

0.7

1.8

2.3

3.2

5.5

4.3

2.8

6.0

7.8

3.2

2.8

5.1

3.2

0.0

5.1

9.2

6.9

10.8

12.2

14.7

12.9

16.7

11.9

11.7

16.0

11.5
0.4

4.6

5.9

12.8

13.7

16.0

20.2

23.2

19.9

31.4

33.0

31.2

43.6

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ４（参考）

火災・災害対応マニュアルの
整備
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第２次産業

第３次産業

輸送センター等

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

その他

事業所が本社

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

店舗・飲食店

本社は別途県内

会社全体・100人以上

53.2

49.5

52.9

55.2

52.5

53.6

59.5

60.2

52.4

53.0

50.3

59.3

55.6

53.3

69.6

50.0

3.8

3.8

4.0

3.7

4.0

4.6

2.5

1.9

2.8

4.6

2.7

2.8

3.4

4.0

3.5

4.6

11.6

12.9

13.7

10.7

13.7

10.2

10.7

14.1

12.0

12.8

9.8

10.7

12.1

11.3

13.8

11.0

20.1

20.2

17.2

20.2

16.7

21.0

18.9

16.0

21.6

19.4

24.6

15.6

18.2

20.3

21.8

23.7

10.0

13.7

10.7

8.8

11.0

9.2

8.4

10.1

9.2

10.8

9.9

10.0

9.4

11.4

9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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14 　犯罪被害防止や犯罪防止に関する取組について

　犯罪被害防止や地域の犯罪防止のために、どのような取組を行っていますか。

　犯罪被害防止や犯罪防止に取り組んでいる企業・事業所は４割台後半

○

○

○

〈参考〉経年比較

　令和６年度の犯罪被害防止や犯罪防止への取組に関する行動率（以下「行動率」と
いう。）は、各調査項目の平均で47.3％となっており、前回調査時に比べ0.5ポイン
ト減と、ほとんど変化していない。
　令和６年度「実施予定なし」との回答は、31.2％となっており、前回調査時に比べ
0.6ポイント増と、ほとんど変化していない。

　経年比較をみると、調査開始時の平成16年度と比べた令和６年度の行動率は、7.1ポ
イント増加している一方、「実施予定なし」との回答は、0.4ポイント減と、ほとんど
変化していない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
47.3

1.8

8.1 31.2 10.3 1.5

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

40.2 41.2
37.5

40.9 41.5
46.7 46.4 47.3 45.9 47.8 47.3

31.6 34.7 32.6
36.1 34.3 32.1 30.9 28.8 30.7 30.6 31.2

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

＊平成28年度、令和６年度に設問項目の一部を

変更しているため単純比較はできません。
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５

６

８ その他

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

１

３ どのように取り組めばよいのかわからない

従業員に対する犯罪被害に遭わないための
研修などを実施

地域が行っている防犯活動などへの参加

「子供１１０番の家（車）」の設置

○ 個々の項目をみると、「警備会社・事業者や個人が設置する防犯カメラなどの防犯シス
テムを活用」が最も高く81.9％、次いで「従業員に対し車両や更衣ロッカーなどの鍵かけ
を徹底」が 75.0％、「防犯管理者などの緊急時における連絡体制を整備」が74.4％など
となっている。

○ 取組を進めるうえでの課題は、「特に課題はない」が最も多く52.8％、次いで「時間的
余裕がない」が26.1％、「どのように取り組めばよいのかわからない」が16.5％などと
なっている。

７

１

３

警備会社・事業者や個人が設置する防犯カメラなどの
防犯システムを活用

２ 従業員に対し車両や更衣ロッカーなどの鍵かけを
徹底

防犯管理者などの緊急時における連絡体制を整備

夜間や休業時間帯は、現金・貴重品を銀行や夜間
金庫などに預ける、又は自宅に持ち帰ることを徹
底

４

特に課題はない

時間的余裕がない

その他

- 不明

２

４ 経済的余裕がない

６

従業者の協力が得られない５

52.8

26.1

16.5

14.2

3.4

0.7

3.4

0% 20% 40% 60%

取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

81.9

75.0

74.4

57.9

16.7

14.0

11.1

0.0

2.0

1.8

1.6

1.3

3.1

1.6

1.1

0.0

4.4

4.9

6.7

4.0

16.9

11.1

8.5

0.5

8.7

12.7

9.3

28.3

47.2

54.3

57.7

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６

(40.9)
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

その他

事業所が本社

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

第１次産業

47.3

44.1

46.6

48.0

47.9

47.2

47.3

48.3

45.6

46.7

44.5

50.5

48.7

46.3

48.4

44.9

1.8

1.3

2.8

1.4

2.4

1.7

0.7

1.1

2.0

1.9

1.5

1.8

2.0

1.7

1.9

1.5

8.1

6.9

8.2

8.2

8.5

7.4

10.5

7.1

8.5

6.6

8.3

8.7

7.7

8.3

7.7

31.2

38.5

30.0

30.6

28.8

32.5

27.9

29.7

33.5

30.9

33.8

29.0

31.0

31.1

31.4

30.7

10.3

9.1

10.9

10.0

10.4

9.3

13.4

12.1

10.5

10.8

11.7

8.6

9.0

11.3

8.5

13.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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15 　交通安全対策の推進に関する取組について

　交通安全対策の推進のために、どのような取組を行っていますか。

　交通安全対策の推進に取り組んでいる企業・事業所は４割台後半

○

○

〈参考〉経年比較

　令和６年度の交通安全対策の推進への取組に関する行動率（以下「行動率」とい
う。）は、各調査項目の平均で47.0％となっており、前回調査時に比べ1.0ポイント減
少している。

○

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、33.0％となっており、前回調査時に比べ
0.3ポイント増と、ほとんど変化していない。

　経年比較をみると、調査開始時の平成18年度と比べた令和６年度の行動率は、0.6ポ
イント増加している一方、「実施予定なし」との回答も、2.0ポイント増加している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
47.0

2.4

8.4 33.0 7.8 1.5

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

46.4
43.6 45.6 45.4 48.0 47.9 48.0

44.9
48.0 47.0

31.0
29.5

33.3

33.7

31.4

32.9
30.0 32.2 32.7 33.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし
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３ ライトの早め点灯運動

※ 本設
問でいう

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

３

４

時間的余裕がない

○ 取組を進めるうえでの課題は、「特に課題はない」が最も多く55.5％、次いで「時間
的余裕がない」が27.4％、「どのように取り組めばよいのかわからない」が11.4％など
となっている。

無事故運転者表彰制度６

- 不明

交通安全対策に関する情報が少ない

７

１

２

５

６ 従業者の理解・協力が得られない

その他

どのように取り組めばよいのかわからない

経済的余裕がない

特に課題はない

○ 個々の項目をみると、「従業者に対する日常的な交通安全指導の実施」が最も高く
60.6％、次いで「安全運動期間中の事故防止運動」が59.3％、「ライトの早め点灯運
動」が55.0％などとなっている。

安全運動期間中の事故防止運動２

７ その他

安全運転講習会の実施５

無事故無違反運動４

従業者に対する日常的な交通安全
指導の実施

１

55.5

27.4

11.4

6.5

5.6

2.7

2.7

2.9

0% 20% 40% 60%

取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

60.6

59.3

55.0

53.0

36.5

17.6

2.5

2.4

2.0

2.7

2.7

2.9

1.8

0.0

8.7

6.7

6.5

7.1

11.1

10.0

0.7

18.9

24.3

27.4

28.9

39.9

58.4

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６
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第２次産業

第３次産業

輸送センター等

本社は別途県内

本社は県外

会社全体・100人以上

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

事業所が本社

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

店舗・飲食店

47.0

45.9

51.9

45.7

53.6

47.7

39.1

44.9

43.1

48.6

44.6

46.8

50.9

44.4

48.1

45.2

2.4

1.5

3.1

2.1

2.2

2.7

1.6

0.0

2.6

2.5

1.7

2.6

2.6

2.3

2.3

2.7

8.4

9.6

8.2

8.4

9.1

8.2

11.2

2.6

6.7

8.1

9.0

8.5

8.8

8.2

9.1

7.1

33.0

33.3

28.7

34.0

25.9

33.0

39.3

38.5

36.4

32.7

34.5

30.7

29.7

34.9

31.9

34.5

7.8

9.6

6.5

8.1

7.5

6.8

7.8

12.8

10.2

6.9

9.3

8.9

7.1

8.4

7.3

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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16 　正社員の雇用について

　正社員の雇用割合を増やしている企業・事業所は５割台前半

○

○

○

〈参考〉経年比較

　令和６年度「減らしている」との回答は、6.7％となっており、前回調査時に比べ0.6
ポイント減と、ほとんど変化していない。

　経年比較をみると、調査開始時の平成20年度と比べた令和６年度の行動率は、17.7ポ
イント増加している一方、「減らしている」との回答は、5.8ポイント減少している。

　令和６年度の正社員の雇用割合の増加に関する行動率（以下「行動率」という。）
は、各調査項目の平均で53.4％となっており、前回調査時に比べ2.9ポイント増加してい
る。

　正社員の採用を増やしたり、非正社員から正社員への転換を行うなどして、正社員
の雇用割合を増やしていますか。

(

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
53.4 6.7 34.7 4.21.1

行動率 増やしている 減らしている 増減なし わからない 不明

35.7

28.9 39.2

52.1 54.0

59.7

48.5
50.5

53.4

12.5
17.1

13.1

7.4
5.0 4.9 5.2

7.3 6.7

0%

20%

40%

60%

80%

Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

増やしている 減らしている 増減なし
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（１）

（２）

- 不明

会社の業績が上がらないため

５

６ 雇用調整をしやすくするため

７

４

団塊世代が大量に退職し、非正社員として継続雇
用したため、又は、補充していないため

業務の内容が特別なスキルを必要としないため

３ 正社員を募集しても応募が少なく、採用できないため

７ パートタイム労働法への対応

８ 社員・労働組合の要望

　正社員の雇用を減らしている理由（「減らしている」と回答した企業・事業所
のみ）

- 不明

１ その他

人件費を圧縮するため

○ 正社員の雇用を減らしている理由は、「その他」が最も多く48.6％、次いで「人件費
を圧縮するため」が29.7％、「正社員を募集しても応募が少なく、採用できないため」
が21.6％などとなっている。

２

　正社員の雇用割合を増やしている理由（「増やしている」と回答した企業・事
業所のみ）

１ 人材の育成を長期的に行うため

２ 社員の労働条件を改善するため

○ 正社員の雇用割合を増やしている理由は、「人材の育成を長期的に行うため」が最も
多く79.3％、次いで「社員の労働条件を改善するため」が41.8％、「正社員の募集でな
ければ応募が少なく、採用できないため」が16.3％などとなっている。

６ その他

３
正社員の募集でなければ応募が少なく、採
用できないため

４ 団塊世代の大量退職への対応

５ 会社の業績が好調なため

79.3

41.8

16.3

10.9

4.8

4.1

2.7

2.7

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増やしている理由（回答は２つ以内）

％

48.6

29.7

21.6

10.8

5.4

2.7

0.0

0.0

0% 20% 40% 60%

減らしている理由（回答は２つ以内）

％
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第２次産業

７ その他

本社は別途県内

会社全体・100人以上

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

事業所が本社

本社は県外

第３次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

店舗・飲食店

輸送センター等

53.4

48.5

56.5

52.7

57.4

52.6

53.1

46.2

50.4

50.3

54.1

58.9

55.8

51.8

53.5

52.9

6.7

3.0

6.5

7.4

5.0

5.7

4.7

23.1

10.4

8.6

5.4

4.3

7.8

6.1

7.0

6.3

34.7

36.4

35.1

34.0

35.5

34.0

39.1

30.8

33.0

34.2

36.9

33.3

33.2

35.8

35.4

33.3

4.2

12.1

1.9

4.2

1.4

6.2

1.6

0.0

5.2

5.8

2.7

2.1

2.8

4.8

3.3

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増やしている 減らしている 増減なし わからない 不明
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17 　障がい者の雇用促進への取組について

　障がい者を雇用していますか。また、今後、雇用する予定はありますか。

　障がい者の雇用促進に取り組んでいる企業・事業所は約６割

○

○

○

〈参考〉経年比較

　経年比較をみると、調査開始時の平成14年度と比べた令和６年度の行動率は、10.4ポイ
ント増加している一方、「雇用する予定なし」との回答は、6.5ポイント減少している。

　令和６年度「雇用する予定なし」との回答は、17.8％となっており、前回調査時に比べ
4.0ポイント減少している。

　令和６年度の障がい者の雇用促進への取組に関する行動率（以下「行動率」という。）
は、59.5％となっており、前回調査時に比べ2.2ポイント増加している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
59.5

2.4

8.7 17.8 10.5 1.1

行動率 現在雇用している 今後雇用を予定 現在検討中 雇用する予定なし わからない 不明

49.1 49.4
44.6

51.1 50.4 51.2

57.3 55.9
59.1

55.8 57.3 59.5

24.3 24.0
26.6

24.1 25.0 26.0
21.1 22.7 17.6

23.6 21.8 17.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

現在雇用している 今後、雇用を予定 現在、検討中 雇用する予定なし

(5
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２

４ 本人の勤労意欲・態度

５

７ その他

- 不明

１

３

５

（１）障がい者を雇用するうえでの課題（「現在雇用している」と回答した企業・
事業所のみ）

４

不明-

２

（２）障がい者の雇用を予定しない理由（「雇用する予定なし」と回答した企業・
事業所のみ）

６
障がい者雇用やそれに伴う設備改善などへの
助成制度の充実

人事管理上の問題

○ 障がい者を雇用するうえでの課題は、「障がい者に適した職域・仕事の開発」が最も
多く68.6％、次いで「作業の安全確保」が30.8％となっている。

○ 障がい者の雇用を予定しない理由は、「障がい者に向いている仕事がない」が最も多
く64.3％、次いで「作業の安全確保上問題がある」が52.0％、「設備改善など、雇用に
伴う費用負担」が16.3％などとなっている。

障がい者に向いている仕事がない

作業の安全確保上問題がある

設備改善など、雇用に伴う費用負担

その他

１ 障がい者に適した職域・仕事の開発

作業の安全確保

３ 事業主や従業者の理解

健康管理

68.6

30.8

26.5

26.5

11.9

9.5

2.4

0.3

0% 20% 40% 60% 80%

雇用するうえでの課題（回答は２つ以内）

％

64.3

52.0

16.3

9.2

6.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80%
雇用を予定しない理由（回答は２つ以内）

％
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第２次産業

第３次産業

本社は別途県内

会社全体・100人以上

事業所が本社

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

５
事務所・営業所

工場・作業所・工業所

店舗・飲食店

輸送センター等

59.5

60.6

60.4

59.2

59.5

59.3

64.1

69.2

55.7

58.9

63.1

58.2

59.9

59.4

59.9

58.7

2.4

0.0

3.2

2.0

2.4

1.4

1.6

7.7

2.6

2.1

0.9

3.5

2.8

2.1

2.2

2.6

8.7

0.0

9.7

9.3

8.7

10.0

9.4

0.0

6.1

7.2

7.2

13.5

10.6

7.6

10.3

5.8

17.8

24.2

17.5

17.3

17.8

15.3

17.2

7.7

23.5

19.2

18.9

13.5

18.0

17.6

17.3

18.5

10.5

15.2

9.1

10.5

10.5

12.9

6.3

7.7

11.3

12.0

9.0

9.2

7.8

12.1

9.2

13.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在、雇用している 今後、雇用を予定 現在検討中

雇用する予定なし わからない 不明
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18

　障がい者就労支援事業所に物品・サービスの発注を行っていますか。

○

○

○

〈参考〉経年比較

　経年比較をみると、調査開始時の平成22年度と比べた令和６年度の行動率は、2.1ポイ
ント増加している一方、「実施予定なし」との回答は、0.9ポイント減と、ほとんど変化
していない。

　障がい者就労支援事業所に対する物品・サービスの発注に
ついて

　障がい者就労支援事業所に物品・サービスの発注を行っている企業・事
業所は約２割

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、41.0％となっており、前回調査時に比べ3.2
ポイント減少している。

　令和６年度の障がい者就労支援事業所に対する物品・サービスの発注に関する行動率
（以下「行動率」という。）は、21.8％となっており、前回調査時に比べ2.3ポイント増
加している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
21.8

0.5

7.4 41.0 27.8 1.5

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

19.7 19.6 20.7 22.5
20.0

23.4
19.5 21.8

41.9 42.9 41.2 40.3
34.5

40.5
44.2

41.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし
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（１）発注した理由（「既に実施中」と回答した企業・事業所のみ）

１ 社会的責任(CSR)を果たすため

２ 価格が安い

４ その他

- 不明

（２）発注しない理由（「実施予定なし」と回答した企業・事業所のみ）

１

３

４

６

○ 発注した理由は、「社会的責任(CSR)を果たすため」が最も多く59.2％、次いで「価格
が安い」が34.2％、「品質又は作業の質を評価している」が32.5％などとなっている。

○ 発注しない理由は、「必要としている物品・サービスがない」が最も多く70.8％、次い
で「障がい者就労支援事業所がどんなところか知らない」が11.9％、「品質又は作業の質
に不安がある」が8.4％などとなっている。

不明

５

２
障がい者就労支援事業所がどんなところか知
らない

その他

-

必要としている物品・サービスがない

品質又は作業の質に不安がある

身近に障がい者就労支援事業所がない

価格が高い

３ 品質又は作業の質を評価している

行政機関などの優遇措置がある５

59.2

34.2

32.5

12.5

0.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80%
発注した理由（回答は２つ以内）

％

70.8

11.9

8.4

7.5

7.1

1.8

2.7

0% 20% 40% 60% 80%
発注しない理由（回答は２つ以内）

％
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第２次産業

第３次産業

輸送センター等

会社全体・100人以上

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

その他

事業所が本社

事務所・営業所

工場・作業所・工業所

本社は別途県内

店舗・飲食店

21.8

9.1

20.8

23.2

19.1

22.0

14.1

23.1

27.0

20.5

18.0

26.2

25.8

18.8

24.0

16.9

0.5

0.0

0.8

0.0

0.0

3.1

0.9

0.0

2.7

0.9

0.3

0.8

0.0

7.4

0.0

9.7

7.1

7.8

8.6

4.7

7.7

5.2

7.2

6.3

8.5

6.9

7.9

7.8

6.9

41.0

60.6

40.3

39.7

41.8

37.8

46.9

46.2

44.3

41.1

41.4

41.1

43.3

39.7

41.5

40.2

27.8

30.3

27.9

27.5

29.1

30.6

31.3

15.4

20.9

30.1

29.7

22.0

22.1

31.5

24.8

33.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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19

○

○

○

〈参考〉経年比較

※ 当該設問の行動率は、個々の調査項目において、「既に実施中」との回答がなされたものを、
全調査項目の数で除し、平均化したものではなく、１調査項目でも「既に実施中」と回答してい
る場合、これを調査項目全体が実施されているものと見做し、行動率としている。

経営課題への取組について

　取り組まなければならない経営上の課題について、どのような取組を行っています
か。

　取り組まなければならない経営上の課題に取り組んでいる企業・事業所
は８割台後半

　令和６年度「実施予定なし・わからない」との回答は、3.5％となっており、前回調査
時に比べ0.4ポイント増と、ほとんど変化していない。
　経年比較をみると、調査開始時の平成30年度と比べた令和６年度の行動率は、1.3ポイ
ント減少している一方、「実施予定なし・わからない」との回答は、1.6ポイント増加し
ている。

　令和６年度の取り組まなければいけない経営上の課題に関する行動率（以下「行動率」
という。）は、各調査項目の平均で86.9％となっており、前回調査時に比べ0.4ポイント
減と、ほとんど変化していない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
86.9

1.8

5.8

3.5

2.0

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし・わからない 不明

88.2 85.8 87.3
86.9

1.9 4.3 3.1 3.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし・わからない

＊令和６年度に設問項目を増やしているため

単純比較はできません。
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２

３ 既存の営業力・販売力の
維持強化

１４

１５ その他

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

１

３ 取引先や顧客の理解が得られない

５

7

- 不明

経済的・時間的余裕がない２

○ 取組を進めるうえでの課題は、「特に問題はない」が最も多く29.2％、次いで「経済
的・時間的余裕がない」が22.0％などとなっている。

既存の商品・サービスの
高付加価値化（ブランド化）

新商品・新サービスの開発１２

１３

海外の新規顧客・販路の開拓

新規技術開発、他企業・大学・
公設試験研究機関との共同研究

特に問題はない

〇　一方、「現段階で取り組む必要性がない」は、4.2％となっている。

９ 設備・店舗等の増強・更新・廃止

１０ 他社との連携、他業種との
異業種交流

１１

８
商工指導団体や行政等からの支援
内容がわからない

４ どのように取り組めばよいのかわからない

その他

６

現段階で取り組む必要性がない

従業者の理解・協力が得られない

８ 後継者の育成・決定、事業承継

〇　個々の項目をみると、「コストの削減」が最も高く74.8％、次いで「人材の確保・育
　成」が73.3％、「既存の営業力・販売力の維持強化」が62.1％などとなっている。

技術力の維持・強化

国内の新規顧客・販路の開拓

円滑な資金調達

コストの削減

４

仕入価格・賃金・燃料費の上昇に伴う価格
転嫁

６

７

１

人材の確保・育成

５

29.2

22.0

10.3

7.4

6.4

4.9

4.2

3.3

21.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%
取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

74.8

73.3

62.1

57.0

53.9

49.9

49.2

44.8

43.7

41.6

38.8

34.1

16.9

13.2

10.3 

5.1

7.6

5.6

6.5

3.8

6.4

3.8

9.6

7.4

3.3

4.7

4.4

2.2

1.8

1.3 

9.3

11.3

10.7

11.3

10.9

13.6

9.3

16.0

14.9

11.8

12.0

14.7

8.7

5.8

3.6 

3.6

2.4

9.4

8.9

16.2

11.6

17.4

13.8

17.4

23.8

23.4

25.2

46.5

59.2

9.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６
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第２次産業

第３次産業

本社は別途県内

会社全体・100人以上

事業所が本社

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

本社は県外

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

0

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

店舗・飲食店

輸送センター等

86.9

47.4

49.1

45.5

51.4

44.9

45.0

54.9

42.4

46.6

40.3

51.1

49.8

44.6

48.1

43.7

1.8

8.7

5.5

4.8

5.0

5.1

3.9

7.2

6.3

5.3

5.5

4.8

5.3

5.2

4.8

5.9

5.8

12.1

11.0

11.8

10.6

11.8

11.1

5.0

13.6

10.7

12.8

12.2

10.1

12.2

11.1

12.4

2.4

14.3

17.4

21.3

15.5

21.3

23.9

23.1

20.3

20.5

22.6

16.1

17.8

21.2

19.8

19.9

1.1

17.3

12.1

12.8

11.9

13.6

13.9

9.4

13.5

13.6

14.2

11.3

13.7

12.7

12.9

13.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明

99



20 　地域における観光の誘客への取組について

　観光の誘客に取り組んでいる企業・事業所は約３割

○

○

○

〈参考〉経年比較

　地域で実施されている誘客イベントへの協力や観光客の受入、観光人材の育成に取
り組んでいますか。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、48.3％となっており、前回調査時に比べ1.6
ポイント増加している。

　経年比較をみると、調査開始時の平成24年度と比べた令和６年度の行動率は、13.1ポイ
ント減少している一方、「実施予定なし」との回答は、8.4ポイント増加している。

　令和６年度の地域で実施されている誘客イベントへの協力や観光客の受入、観光人材の
育成への取組に関する行動率（以下「行動率」という。）は、各調査項目の平均で29.6％
となっており、前回調査時に比べ2.4ポイント増加している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
29.6

1.2

5.3 48.3 12.9 2.7

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

42.7

41.3 41.1

43.4

28.2 27.2 29.6

39.9

43.0 44.5

41.8

46.7 46.7 48.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

＊令和２年度に設問項目を増やしているため

単純比較はできません。
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６ その他

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

１

２

４

５

- 不明

４

５

その他

従業者の協力が得られない

○ 個々の項目をみると、「地域で行われる誘客のためのイベントやサービスへの経済
的支援」が最も高く42.5％、次いで「地域で行われる誘客のためのイベントやサービ
スへの参加」が33.4％、「産業観光の実施」が31.4％などとなっている。

○ 取組を進めるうえでの課題は、「時間的余裕がない」が最も多く48.8％、次いで
「経済的余裕がない」が23.2％、「どのように取り組めばよいのかわからない」が

　 20.7％などとなっている。

３

地域で行われる誘客のためのイベ
ントやサービスへの参加

産業観光の実施

地域での誘客のためのイベントや
サービスの企画・実施

地元に対する理解を深めるための
取組

時間的余裕がない

経済的余裕がない

地域で行われる誘客のためのイ
ベントやサービスへの経済的支
援

３

１

２

どのように取り組めばよいのかわからない

48.8

23.2

20.7

13.1

4.0

12.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

38.7

29.8

28.7

24.3

14.4

0.4 

0.2

0.9

1.2

0.2

1.6

0.0 

5.9

7.1

4.6

5.9

8.50.4 

40.1

43.8

46.5

51.8

51.1

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ４（参考）

42.5

33.4

31.4

23.4

17.2

0.7

0.5

1.5

0.7

1.1

2.0

0.0

4.2

6.5

4.2

4.0

7.6
0.5

39.7

45.2

46.8

56.6

53.2

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

事業所が本社

本社は県外

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

22.0

22.5

19.0

18.7

18.0

21.2

15.1

21.4

18.0

20.0

23.1

13.8

14.7

21.4

16.6

23.2

4.9

5.0

4.8

4.0

2.9

5.4

4.1

0.0

4.5

4.9

5.4

1.9

4.0

4.4

4.1

4.5

10.3

10.0

13.2

6.7

11.6

6.2

9.6

7.1

9.8

9.9

6.9

8.1

8.4

9.3

7.5

11.6

7.4

7.5

6.3

6.2

6.4

8.7

2.7

7.1

3.8

6.4

6.9

5.6

6.0

6.7

5.8

7.6

3.3

5.0

3.2

2.5

2.3

3.7

5.5

0.0

0.8

3.8

1.5

1.9

2.4

3.1

1.7

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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21 　廃棄物の減量化、適正処理に関する取組について

　廃棄物の減量化、適正処理に取り組んでいる企業・事業所は５割台後半

○

○

○

〈参考〉経年比較

　一般廃棄物（ごみ）・産業廃棄物の減量化や適正処理のため、どのような取組を行っ
ていますか。

　令和６年度の廃棄物の減量化、適正処理への取組に関する行動率（以下「行動率」とい
う。）は、各調査項目の平均で56.7％となっており、前回調査時に比べ4.1ポイント増加
している。

　経年比較をみると、調査開始時の平成14年度と比べた令和６年度の行動率は、5.5ポイ
ント増加している一方、「実施予定なし」との回答も、3.5ポイント増加している。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、15.6％となっており、前回調査時に比べ0.3
ポイント増と、ほとんど変化していない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
56.7

2.1

8.6 15.6 15.2 1.8

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

51.2
56.5 58.8

53.4
56.9 59.0

56.5 56.5 54.0 54.8 52.6
56.7

12.1 10.8 12.6 14.7 13.4 14.9
17.6 18.2 16.3 16.1 15.3 15.6

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし
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５

６

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

１

３

４

６

７

○ 個々の項目をみると、「廃棄物の発生抑制やリサイクルに努め、廃棄物の発生量を
抑制」が最も高く76.8％、次いで「再生品や再生紙を利用（グリーン購入）」が63.5％、
「産業廃棄物処理業者の格付け制度に基づく優良な処理業者を選定」の55.4％などと
なっている。

- 不明

２

５

リサイクル製品の製造やリサイク
ルしやすい材料を使用

従業者の理解・協力が得られない

特に課題はない

費用がかかる

環境問題に関する情報が不足している

どのように取り組めばよいのかわからない

投下資本が回収できない

その他

電子マニフェスト（産業廃棄物管
理票）制度を活用

○ 取組を進めるうえでの課題は、「特に課題はない」が最も多く42.3％、次いで「費用
がかかる」が26.3％、「環境問題に関する情報が不足している」が17.8％などとなって
いる。

再生品や再生紙を利用（グリーン
購入）

１

２

３

その他

４

産業廃棄物処理業者の格付け制度に
基づく優良な処理業者を選定

廃棄物の発生抑制やリサイクルに
努め、廃棄物の発生量を抑制

42.3

26.3

17.8

14.3

7.1

3.4

3.3

4.5

0% 20% 40% 60%

取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

76.8

63.5

55.4

46.6

41.0

0.9

1.8

1.5

1.6

2.5

2.9

0.0

6.0

9.6

5.8

9.3

12.5

0.4

6.5

12.5

14.5

20.5

24.1

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６

73.2

60.8

52.5

40.4

36.2

0.7

2.3

3.9

3.6

4.6

3.6

0.0

7.8

14.2

7.3

14.5

11.4

0.2

7.5

11.0

14.2

21.5

22.5

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ４（参考）
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第２次産業

第３次産業

６

本社は別途県内

事業所が本社

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

会社全体・100人以上

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

自社製品・サービスの環境への影響、環境負荷の少ない製
品使用方法や廃棄方法などの情報提供

輸送センター等

店舗・飲食店

事務所・営業所

工場・作業所・工業所

56.7

56.0

61.7

55.0

61.3

53.9

60.3

52.3

53.4

55.6

54.6

60.3

57.5

56.0

57.1

55.8

2.1

4.6

2.2

1.5

2.4

1.7

1.3

0.0

2.4

2.1

2.3

1.3

2.9

1.5

2.1

1.9

8.6

10.9

8.0

8.9

8.5

9.2

6.0

15.4

9.2

8.5

7.7

10.1

7.8

9.2

8.6

8.9

15.6

11.0

12.7

17.3

11.8

15.7

20.3

16.9

17.2

15.5

18.7

12.9

15.3

15.8

15.5

15.7

15.2

17.3

13.2

15.3

13.5

17.4

11.6

15.4

16.4

16.3

15.5

13.3

15.4

15.2

15.1

15.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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22 　省エネや大気・水質などの汚染防止に関する取組について

○

○

○

〈参考〉経年比較

　省エネや大気・水質などの汚染防止など環境保全のため、どのような取組を行って
いますか。

　省エネや大気・水質などの汚染防止に関して取り組んでいる企業・事業
所は３割台前半

　令和６年度の省エネや大気・水質などの汚染防止など環境保全への取組に関する行動率
（以下「行動率」という。）は、各調査項目の平均で34.1％となっており、前回調査時に
比べ1.3ポイント増加している。

　経年比較をみると、調査開始時の平成14年度と比べた令和６年度の行動率は、0.6ポイ
ント減と、ほとんど変化していない一方、「実施予定なし」との回答は、6.5ポイント増
加している。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、35.9％となっており、前回調査時に比べ0.5
ポイント増と、ほとんど変化していない。

(5

6.

9)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
34.1

1.6

7.9 35.9 18.0 2.5

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

34.7
37.0 36.2

30.2

33.1 35.0 36.2

32.8

36.1

33.0 32.8
34.1

29.4 29.8
33.2

32.0

31.8 32.4 34.0

37.0

33.6

36.2
35.4 35.9

0%

20%

40%

60%

80%

Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

＊平成30年度に設問項目を増やしているため

単純比較はできません。
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１

２

３ 冷媒フロン類の漏洩防止

５

９

11 その他

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

１

２

７

エコドライブの実施

不必要な照明器具の消灯、省エネ型機
器の導入などによる省エネルギー

化学物質などによる環境汚染の防止

未利用エネルギーなど（※１）やコー
ジェネレーション（※２）などの新エ
ネルギーの利用

その他

木質バイオマスなどのバイオマス
エネルギーの利用

自社製品・サービスの環境への影響、環境負
荷の少ない製品使用方法や廃棄方法などの情
報提供

４

６

10

費用がかかる

特に課題はない

従業者の理解・協力が得られない

不明-

○ 個々の項目をみると、「不必要な照明器具の消灯、省エネ型機器の導入などによる省
エネルギー」が最も高く84.9％、次いで「エコドライブの実施」が51.0％、「冷媒フロ
ン類の漏洩防止」が49.2％などとなっている。

○ 取組を進めるうえでの課題は、「費用がかかる」が最も多く52.3％、次いで「特に
課題はない」が28.7％、「環境問題に関する情報が不足している」が13.6％などと
なっている。

３

４

５ どのように取り組めばよいのかわからない

環境問題に関する情報が不足している

投下資本が回収できない

７

８ 次世代自動車（※３）の導入

廃水処理施設、防音・防振設備の
設置などによる公害防止

６

排水の再利用などによる節水

52.3

28.7

13.6

12.5

10.3

2.0

1.8

5.6

0% 20% 40% 60%
取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

84.4

47.0

49.7

40.6

36.0

17.2

19.5

17.7

9.0

7.3

0.9

2.8

2.5

2.3

0.9

0.9

2.8

1.4

3.9

1.4

0.9

0.0

2.8

9.2

5.1

5.7

4.4

15.6

10.8

14.9

7.3

8.9

0.4

4.1

23.1

23.4

31.7

31.2

42.7

40.3

44.7

55.3

57.5

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ４（参考）

84.9

51.0

49.2

39.6

38.1

20.9

20.3

20.0

8.9

8.2

0.5

1.5

3.1
1.3

1.1

0.7

2.4

1.6

2.7

1.5

0.4

0.0

4.4

7.4

6.4

5.4

4.7

14.3

9.1

13.8

6.5

7.1

0.2

4.2

21.6

22.9

31.4

30.3

42.1

39.6

45.6

60.6

60.8

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６

※１ 未利用エネルギーなど：廃熱、地中熱、雪氷冷熱など ※２ コージェネレーション：熱電併給

※３ 次世代自動車：ハイブリット自動車、電気自動車、プラグインハイブリット自動車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル車、CNG（圧縮天然

ガス）自動車等
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第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

事業所が本社

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

５
事務所・営業所

第２次産業

34.1

30.6

35.6

33.6

37.7

32.6

35.2

32.3

30.5

32.5

34.0

36.7

34.9

33.5

35.7

30.8

1.6

1.8

2.3

1.3

1.9

1.8

0.5

0.8

1.7

1.5

1.9

1.5

1.9

1.4

1.8

1.3

7.9

10.9

7.4

8.0

9.0

7.2

10.2

3.9

7.2

7.5

8.4

8.6

7.7

8.0

7.5

8.7

35.9

31.2

34.8

36.7

32.3

34.4

38.6

45.4

40.4

37.5

38.3

30.3

36.8

35.4

36.3

35.0

18.0

24.9

16.4

18.0

15.2

21.2

15.2

16.9

18.6

18.7

16.0

19.0

16.4

19.1

16.0

22.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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23 　企業・事業所内における環境保全への取組について

　内部で環境保全に取り組んでいる企業・事業所は３割台前半

○

○

○

〈参考〉経年比較

　地球環境問題への対応や地域の環境保全に向け、内部でどのような取組を行っていま
すか。

　令和６年度の地球環境問題への対応や地域の環境保全に向けた内部での取組に関する行
動率（以下「行動率」という。）は、各調査項目の平均で32.0％となっており、前回調査
時に比べ1.6ポイント増加している。

　経年比較をみると、調査開始時の平成20年度と比べた令和６年度の行動率は、2.9ポイ
ント増加している一方、「実施予定なし」との回答も、6.8ポイント増加している。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、39.3％となっており、前回調査時に比べ0.8
ポイント減と、ほとんど変化していない。

(

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
32.0

1.1

7.7 39.3 17.4 2.5

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明

29.1
31.6 33.0 33.1 33.1 30.9 31.0 30.4 32.0

32.5
35.8

37.6 40.0 39.0 39.4 39.9 40.1 39.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし
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※　本設
問でいう

10

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

１

３

４

６

７

６

-

環境報告書の策定

２

○ 取組を進めるうえでの課題は、「特に課題はない」が最も多く34.8％、次いで「費用が
かかる」が28.9％、「環境問題に関する情報が不足している」が19.4％などとなっている。

特に課題はない

費用がかかる

環境問題に関する情報が不足している

どのように取り組めばよいのかわからない

投下資本が回収できない

従業者の理解・協力が得られない

その他

不明

その他

環境報告書の公表・地域住民への
説明会の開催など環境への取組に
ついての情報提供

９

○ 個々の項目をみると、「クールビズの実施」が最も高く76.6％、次いで「ウォー
ムビズの実施」が63.3％、「従業者に対する環境教育の実施」が35.0％などとなっ
ている。

クールビズの実施

５

１

４

７

ウォームビズの実施

従業者に対する環境教育の実施

地域の環境保全活動への参加、地
域との連携
環境ガイドライン（独自の社内基
準）の策定、地域との公害防止協
定の締結

ＩＳＯ１４００１など環境マネジ
メントシステムの導入

８
公共交通の利用促進や自動車利用
の抑制

３

２

５

34.8

28.9

19.4

19.1

6.2

4.0

2.7

5.8

0% 20% 40% 60%
取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

75.5

56.4

31.2

24.8

21.6

20.0

17.6

14.7

12.2

0.5

0.7

0.9

2.8

1.8

0.9

0.9

0.7

0.9

0.9

0.0

3.7

6.6

12.2

10.6

8.7

5.7

5.1

7.3

5.3

0.2

12.4

22.2

38.7

33.5

43.6

48.8

48.4

57.8

55.1

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ４（参考）

76.6

63.3

35.0

27.2

24.7

22.7

15.2

12.5

11.1

0.9

0.9

1.3

1.8

1.1

1.5

0.5

0.9

0.9

0.9

0.0

2.2

5.3

12.0

10.2

9.3

7.1

8.3

6.7

7.8

0.2

12.7

18.5

32.8

39.0

39.6

47.4

48.1

62.6

53.0

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ６
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２

３

第２次産業

第３次産業 ５

６

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

会社全体・100人未満

事務所・営業所

事業所が本社

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

店舗・飲食店

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

その他

工場・作業所・工業所

７ その他

１ 従業者に対する環境教育の実施

４ 環境報告書の策定

地域の環境保全活動への参加、地域との連携

全体

第１次産業

32.0

32.3

34.4

31.1

35.2

31.1

31.8

35.1

28.2

29.9

32.8

35.3

33.1

31.3

33.5

29.2

1.1

0.0

1.3

1.1

1.1

1.0

0.9

0.0

1.5

1.4

0.8

0.6

1.5

0.8

1.1

1.1

7.7

7.1

8.3

7.4

7.6

7.0

8.5

6.0

8.0

6.4

7.3

10.4

8.5

7.1

7.8

7.3

39.3

36.4

34.1

41.7

33.5

42.0

41.1

42.7

41.4

41.6

41.4

32.9

37.8

40.4

39.4

39.2

17.4

24.3

17.7

16.5

17.9

16.4

17.4

15.4

19.0

18.4

16.6

16.2

16.6

17.6

15.5

20.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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24 　職場における女性の登用などについて

○

○

○

〈参考〉経年比較

　経年比較をみると、調査開始時の平成14年度と比べた令和６年度の行動率は、17.1ポ
イント増加している一方、「実施予定なし」との回答は、10.4ポイント減少している。

　令和６年度の職場における女性の登用などへの取組に関する行動率（以下「行動率」
という。）は、各調査項目の平均で46.4％となっており、前回調査時に比べ5.7ポイント
増加している。

　男女共同参画の促進に向け、職場における女性の登用などについて、どのような取
組を行っていますか。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、22.7％となっており、前回調査時に比べ1.5
ポイント減少している。

　職場における女性の登用などに取り組んでいる企業・事業所は４割台
後半

(

29.3 30.1
32.8

34.3 35.8
38.2

35.3

41.1
44.4 43.7

40.7

46.4

33.1 34.1 34.0

28.9
31.2 30.2

32.2

26.3
22.8 24.2 24.2 22.7

0%

20%

40%

60%

80%

Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
46.4

3.4

10.8 22.7 14.3 2.4

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明
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７

８

９

10

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

-

〇　個々の項目をみると、「セクシュアル・ハラスメントへの対応」が最も多く80.0％、次
　いで「意欲や能力のある女性の積極的な採用・登用」が66.1％、「管理職への女性の積極
　的な登用」が51.7％などとなっている。

○ 取組を進めるうえでの課題は、「特に課題はない」が最も多く49.4％、次いで「従業
者の理解・協力が得られない」が13.1％などとなっている。

○ 一方、「現段階では取り組む必要性がない」は、11.3％となっている。

その他

女性の登用に関する計画などの作
成

女性の登用に関する担当部署や担
当者の設置

幹部職員に対する女性登用の重要
性の啓発

セクシュアル・ハラスメントへの
対応

意欲や能力のある女性の積極的な
採用・登用

管理職への女性の積極的な登用

１

２

３

-

性別による差別的評価をなくす人
事考課基準の明確化

仕事と家庭の両立のための制度の
整備

女性の結婚、妊娠、出産、育児に
よる退職後の正社員への再雇用制
度の導入

不明

現段階では取り組む必要性がない

５ その他

６ 費用がかかる

４

５

人事管理上問題がある４

３ どのように取り組めばよいのかわからない

２ 従業者の理解・協力が得られない

特に課題はない１

６

49.4

13.1

10.3

10.0

7.6

5.1

11.3

5.3

0% 20% 40% 60%
取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

73.1

58.5

42.7

43.4

37.1

34.8

26.8

24.7

25.2

3.2

2.8

3.4

5.9

3.0

3.6

4.3

5.3

1.4

0.9

0.0

8.0

12.6

16.1

14.0

20.4

10.6

18.1

12.9

10.8

0.2

6.9

12.6

16.7

22.2

19.3

28.6

25.9

41.0

44.3

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ４（参考）

80.0

66.1

51.7

47.5

45.9

38.7

34.1

27.9

25.8

0.9

1.5

3.8

6.4

4.0

3.6

3.3

5.3

1.6

1.1

0.0

4.4

8.3

12.3

10.9

14.3

13.6

14.9

10.5

7.6

0.2

6.2

10.5

13.2

18.3

20.0

22.3

24.1

41.2

48.6

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

事業所が本社

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

46.4

42.8

41.1

44.4

42.2

42.1

44.8

60.7

43.3

43.6

39.6

45.2

45.6

42.6

44.2

42.5

3.4

3.0

5.0

3.5

3.8

3.4

1.9

6.0

5.9

4.5

3.3

3.1

3.7

4.0

3.4

4.6

10.8

13.1

12.7

11.2

13.1

12.5

9.4

7.7

10.4

10.4

12.8

13.6

13.2

10.9

13.3

8.4

22.7

26.2

21.5

24.0

20.4

24.9

25.0

18.0

23.9

24.8

24.1

19.8

20.9

24.4

22.1

24.4

14.3

14.8

16.5

14.5

16.9

15.1

17.2

7.7

14.2

14.9

17.2

15.0

14.9

15.2

14.6

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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25 　企業・事業所が自ら行う社会貢献活動について

　どのような社会貢献活動を行っていますか。

　社会貢献活動を行っている企業・事業所は４割台前半

○

○

○

〈参考〉経年比較

　経年比較をみると、調査開始時の平成14年度と比べた令和６年度の行動率は、4.6ポ
イント増加している一方、「実施予定なし」との回答も、2.8ポイント増加している。

　令和６年度の社会貢献活動に関する行動率（以下「行動率」という。）は、各調査
項目の平均で43.6％となっており、前回調査時に比べ0.2ポイント増と、ほとんど変化
していない。
　令和６年度「実施予定なし」との回答は、28.9％となっており、前回調査時に比べ
2.6ポイント増加している。

39.0 39.4 38.3

49.6

43.3

48.7 47.5 48.6
50.8

46.0
43.4 43.6

26.1
28.3 30.5

17.7
21.6

24.0 25.8 26.1 24.6 24.9 26.3
28.9

0%

20%

40%

60%

80%

Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

＊平成20、30年度に設問項目を増やしているため

単純比較はできません。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
43.6

1.2

5.1 28.9 10.9 10.4

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明
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５

７ その他

１ スポーツ活動

２ 地域づくり活動

３

４ 災害支援活動

５
６ 環境保全活動
７ 子どもの健全育成活動
８ 社会教育活動（地域住民向けの講座など）

９ 市民が文化・芸術の鑑賞をする場合

10 国際交流・国際協力活動

11 その他

１ 地域づくり活動
２ 災害支援活動
３

５ 福祉・保健・医療活動

６
７ 環境保全活動

９ 国際交流・国際協力活動
10 市民が文化・芸術の鑑賞をする場合
11 その他

福祉・保健・医療活動

学術・文化・芸術活動

８ 子どもの健全育成活動

スポーツ活動

４ 社会教育活動（地域住民向けの講座など）

○ 「人の派遣などの人的支援」の内容をみると、「地域づくり活動」が最も高く41.8％、次い
で「災害支援活動」が35.2％などとなっている。

２

３

学術・文化・芸術活動

○ 個々の項目をみると、「企業・事業所周辺の美化活動」が最も高く61.0％、次いで「助成金
や寄付金の支出などの経済的支援」が54.5％などとなっている。

○ 「助成金や寄付期の支出などの経済的支援」の内容をみると、「スポーツ活動」が最も高
く59.3％、次いで「地域づくり活動」が53.3％などとなっている。

助成金や寄付金の支出などの
経済的支援

企業・事業所施設内外の緑化

企業・事業所周辺の美化活動1

人の派遣などの人的支援

ＮＰＯ・ボランティア団体、
地縁組織への活動場所の提供

地域の祭りやイベントなど地
域行事への参加

４

６

59.3

53.3

49.7

34.7

31.3

25.7

25.7

21.0

13.0

9.7

1.3

40.7

46.7

50.3

65.3

68.7

74.3

74.3

79.0

87.0

90.3

98.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
経済的支援の内容

あり なし 不明

41.8

35.2

31.9

29.6

27.2

25.4

24.4

21.1

8.5

7.0

1.4

58.2

64.8

68.1

70.4

72.8

74.6

75.6

78.9

91.5

93.0

98.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
人的支援の内容

あり なし 不明

61.5

54.1

50.4

44.2

35.8

14.4

0.5

1.6

0.5

2.5

2.3

0.5

1.1

0

7.1

3.7

7.6

9.6

4.6

7.6

0.2

14.9

20.9

20.0

25.7

30.0

46.3

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ４（参考）

61.0

54.5

45.4

45.2

38.7

16.5

0.2

1.6

1.1

1.5

1.3

0.9

0.5

0.0

7.3

2.2

5.4

6.7

2.9

6.0

0.2

15.4

23.6

28.7

27.2

31.0

47.7

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６

(4(4
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　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

２

７

８

労務管理上問題がある

４

○ 取組を進めるうえでの課題は、「特に課題はない」が最も多く33.8％、次いで「費用
がかかる」が31.4％などとなっている。

○ 一方、「現段階では取り組む必要性がない」は、6.9％となっている。

不明-

現段階では取り組む必要性がない

0

特に課題はない１

費用がかかる

企業の社会貢献や地域で実施される様々な活
動に関する情報が不足

従業者の協力が得られない５

どのように取り組めばよいのかわからない６

その他

３

33.8

31.4

16.0

13.2

8.9

8.7

3.4

6.9

5.8

0% 10% 20% 30% 40%

取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

事業所が本社

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

43.6

37.4

42.3

44.3

47.1

41.5

42.2

53.8

41.8

43.2

39.6

46.6

47.2

41.7

45.4

39.8

1.2

1.2

1.2

0.9

1.8

0.0

0.0

1.0

1.7

0.3

0.7

0.7

1.3

1.2

1.1

5.1

12.1

5.8

4.1

5.3

4.0

5.5

2.6

6.5

5.2

5.0

5.1

5.1

5.2

4.4

6.5

28.9

28.3

26.4

30.3

23.0

33.4

31.8

23.1

27.1

27.8

31.7

29.2

28.7

29.2

29.7

27.4

10.9

12.7

11.9

10.1

10.9

11.7

10.4

11.6

10.3

11.0

12.2

9.8

9.0

11.7

9.8

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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26 　従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動への支援について

○

○

○

〈参考〉経年比較

　従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動などへの支援について、どのような取組
を行っていますか。

　ＮＰＯ・ボランティア活動への支援に取り組んでいる企業・事業所
は約１割

　令和６年度の従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動などへの支援に関する行動率
（以下「行動率」という。）は、各調査項目の平均で10.6％となっており、前回調査
時に比べ1.0ポイント増加している。

　経年比較をみると、調査開始時の平成14年度と比べた令和６年度の行動率は、0.9
ポイント減とほとんど変化していない一方、「実施予定なし」との回答は、8.5ポイ
ント増加している。

　令和６年度「実施予定なし」との回答は、59.8％となっており、前回調査時に比べ
1.1ポイント増加している。

11.5 11.5 10.8 10.5 10.7
13.1

10.3 11.9 13.1 11.5 9.6 10.6

51.3

58.0 59.3
57.3

59.3 57.6
60.3

63.1

56.0
59.7 58.7 59.8

0%

20%

40%

60%

80%

Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ26 Ｈ28 Ｈ30 Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度
10.6

0.9

5.9 59.8 19.5 3.4

行動率 既に実施中 今後実施予定 現在検討中 実施予定なし わからない 不明
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２

５ その他

　取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題

６

７

- 現段階では取り組む必要性がない

- 不明

ボランティア休暇・休業
制度の整備

２

３

４

従業者の協力が得られない

従業者が行うNPO・ボランティア活動などの
実態を把握できない

社内表彰

その他

ＮＰＯ・ボランティアに
関する情報などの提供

ＮＰＯ・ボランティア体
験機会や場所の提供

１

５

特に課題はない

人事管理上問題がある

費用がかかる

○ 個々の項目をみると、「ボランティア休暇・休業制度の整備」が最も高く16.0％、次
いで「社内表彰」が11.4％などとなっている。

○ 取組を進めるうえでの課題は、「従業者が行うNPO・ボランティア活動などの実態を
把握できない」が最も多く34.8％、次いで「特に課題はない」が24.7％などとなってい
る。

○ 一方、「現段階では取り組む必要性がない」は14.3％となっている。

どのように取り組めばよいのかわからない

１

３

４

34.8

24.7

14.3

11.8

10.3

7.6

2.7

14.3

5.8

0% 20% 40%
取組を進めるうえでの課題（回答は２つ以内）

％

16.0

11.4

8.2

6.7

0.2

0.4

0.7

1.5

1.1

0.0

6.2

5.8

5.3

6.2

0.2

58.6

58.3

60.6

61.5

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ６

15.4

11.2

6.2

5.5

0.2

0.7

0.5

0.4

0.4

0.0

5.0

6.6

6.7

6.9

0.2

57.5

55.1

60.6

61.4

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
Ｒ４（参考）
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第２次産業

第３次産業

店舗・飲食店

輸送センター等

本社は別途県内

会社全体・100人以上

その他

〈参考〉産業別、事業形態別、本社所在地別、従業者規模別

全体

第１次産業

工場・作業所・工業所

事務所・営業所

事業所が本社

本社は県外

事業所・100人以上

事業所・100人未満

会社全体・100人未満

10.6

7.6

9.1

11.3

10.6

9.8

9.8

23.1

9.6

8.9

12.2

12.1

12.0

9.5

12.3

7.0

0.9

0.0

0.6

1.1

1.1

1.0

0.0

1.9

0.9

1.4

0.0

0.5

1.1

0.8

1.1

0.5

5.9

7.6

4.5

6.4

5.2

5.4

4.7

3.9

7.8

6.7

3.6

6.1

8.1

4.5

6.7

4.4

59.8

57.6

60.4

59.6

56.4

60.8

66.8

48.1

60.0

60.4

60.6

57.4

56.7

61.9

60.2

58.9

19.5

27.3

21.3

18.4

21.6

20.3

17.2

23.1

17.6

19.7

20.0

19.7

18.9

19.8

16.9

24.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に実施中 今後実施予定 現在検討中

実施予定なし わからない 不明
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統計表
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単純集計
属性別単純集計（上段は実数、下段は割合（小数点第１位までを％表示））

属性（業種）
全体 農業、林

業
漁業 鉱業、採

石業、砂
利採取業

建設業 製造業 電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情報通信
業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

551 21 12 8 36 110 13 11 35 62 19
100.0 3.8 2.2 1.5 6.5 20.0 2.4 2.0 6.4 11.3 3.4

不動産
業、物品
賃貸業

学術研
究、専
門・技術
サービス
業

宿泊業、
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス
業、娯楽
業

教育、学
習支援業

医療、福
祉

複合サー
ビス業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の）

不明

3 9 17 5 24 81 18 56 11
0.5 1.6 3.1 0.9 4.4 14.7 3.3 10.2 2.0

属性（産業別）
全体 第１次産

業
第２次産
業

第３次産
業

不明

551 33 154 353 11
100.0 6.0 27.9 64.1 2.0

属性（事業形態）
全体 工場・作

業所・工
業所

事務所・
営業所

店舗・飲
食店

輸送セン
ター・配
送セン
ター・こ
れらの車
庫

その他 不明

551 141 209 64 13 115 9
100.0 25.6 37.9 11.6 2.4 20.9 1.6

属性（本社所在地）
全体 貴事業所

が本社で
ある

本社は、
別途、岩
手県内に
ある

本社は、
岩手県外
にある

不明

551 292 111 141 7
100.0 53.0 20.1 25.6 1.3

属性（事業所の従業者数）
全体 １～９人 10～49人 50～99人 100～299

人
300～999
人

1,000～
2,999人

3,000人
以上

不明 100人未
満

100人以
上

不明

551 37 159 134 180 31 6 0 4 330 217 4
100.0 6.7 28.9 24.3 32.7 5.6 1.1 0.0 0.7 59.9 39.4 0.7

属性（会社全体の従業者数）
全体 １～９人 10～49人 50～99人 100～299

人
300～999
人

1,000～
2,999人

3,000人
以上

不明 100人未
満

100人以
上

不明

551 20 83 86 124 101 42 92 3 189 359 3
100.0 3.6 15.1 15.6 22.5 18.3 7.6 16.7 0.5 34.3 65.2 0.5

（再掲）事業所の従業者数

（再掲）会社全体の従業者数
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統計表
上段は実数、下段は割合（小数点第１位までを％表示）

企業・事業所内における喫煙対策について
１　受動喫煙防止対策を実施していますか。
１‐１　受動喫煙防止対策について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 516 3 10 15 5 2
100.0 93.6 0.5 1.8 2.7 0.9 0.4

既に実施中＝１を選択した場合のみ
１‐２　現在の状況について、当てはまる番号を１つ選んで○印を付けてください。
全体 １　屋内、

屋外ともに
禁煙してい
る

2　屋内は全面喫
煙とし、屋外は喫
煙可としている

３　屋内の一部
に喫煙室を設置
し、それ以外の
屋内の場所は禁
煙としている

４　特に制
限は設けて
いない

５　その他 不明 非該当

516 138 207 109 1 61 0 0
100.0 26.7 40.1 21.1 0.2 11.8 0.0

１‐３　現在の状況について、当てはまる番号を１つ選んで○印を付けてください。
全体 １　費用が

かる

２　従業者の理
解・協力が得られ
ない

３　どのように
取り組めばよい
のかわからない

４　現段階では
取り組む必要性
がない

５　その他 不明

551 158 78 38 62 35 180
100.0 28.7 14.2 6.9 11.3 6.4 32.7

企業・事業所におけるメンタルヘルス対策について
２　貴事業所では、メンタルヘルスケアについて、どのような取組を行っていますか。

２‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 346 13 66 91 31 4
100.0 62.8 2.4 12.0 16.5 5.6 0.7

551 326 33 78 79 31 4
100.0 59.2 6.0 14.2 14.3 5.6 0.7

551 375 22 50 78 23 3
100.0 68.1 4.0 9.1 14.2 4.2 0.5

551 315 34 91 76 29 6
100.0 57.2 6.2 16.5 13.8 5.3 1.1

551 12 0 5 27 46 461
100.0 2.2 0.0 0.9 4.9 8.3 83.7

２‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　費用

がかかる

２　従業者の
理解・協力が
得られない

３　どのように
取り組めばよい
のかわからない

４　特に問
題はない

５　現段階では
取り組む必要性
がない

６　その
他

不明 累計

551 107 63 122 242 34 63 28 659
100.0 19.4 11.4 22.1 43.9 6.2 11.4 5.1 119.6

ひとにやさしいまちづくりへの取組について
３　貴事業所では「ひとにやさしいまちづくり」を推進するため、どのような取組を行っていますか。

３‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 195 15 50 218 64 9
100.0 35.4 2.7 9.1 39.6 11.6 1.6

551 85 18 41 247 144 16
100.0 15.4 3.3 7.4 44.8 26.1 2.9

551 231 26 59 112 113 10
100.0 41.9 4.7 10.7 20.3 20.5 1.8

551 203 30 64 112 131 11
100.0 36.8 5.4 11.6 20.3 23.8 2.0

551 6 0 4 39 54 448
100.0 1.1 0.0 0.7 7.1 9.8 81.3

⑤その他

③メンタルヘルスケアに関する
窓口の設置
④職場環境の把握と改善

⑤その他

区分

受動喫煙防止対策

区分

①メンタルヘルスケアの実務を
行う担当者の選任
②メンタルヘルスケアに関する
教育研修、情報提供

区分

①施設などのバリアフリー化・
ユニバサールデザイン化
②全ての人が利用しやすい製品
の開発・研究
③全ての人への適切な対応

④合理的配慮の実施に向けた取
組
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３‐２　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明 非該当

260 162 11 16 51 11 9 291
100.0 62.3 4.2 6.2 19.6 4.2 3.5
260 63 11 20 120 33 13 291

100.0 24.2 4.2 7.7 46.2 12.7 5.0
260 187 4 21 34 6 8 291

100.0 71.9 1.5 8.1 13.1 2.3 3.1
260 192 4 15 33 10 6 291

100.0 73.8 1.5 5.8 12.7 3.8 2.3
260 166 11 16 45 13 9 291

100.0 63.8 4.2 6.2 17.3 5.0 3.5
260 132 13 30 54 21 10 291

100.0 50.8 5.0 11.5 20.8 8.1 3.8
260 18 10 21 120 79 12 291

100.0 6.9 3.8 8.1 46.2 30.4 4.6
260 4 0 2 13 16 225 291

100.0 1.5 0.0 0.8 5.0 6.2 86.5

３‐３　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 1　取組を進め

るための情報が
不足している

２　取組を進め
るための人材が
いない

３　費用
がかかる

４　投下資本が
回収できない

５　どのように
取り組めばよい
のかわからない

６　特に課
題はない

７　その
他

不明 累計

551 86 112 294 32 64 118 32 43 781
100.0 15.6 20.3 53.4 5.8 11.6 21.4 5.8 7.8 141.7

従業者の子育て支援に関する取組について
４　貴事業所では、従業者の子育て支援のため、どのような取組を行っていますか。

４　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

３歳に達
するまで

小学校入
学前の一
定年齢ま
で

小学校就
学の始期
に達する
（又は６
歳）まで

小学３年
生（又は
９歳）ま
で

小学校卒
業（又は
12歳）ま
で

小学校卒
業以降も
利用可能

551 212 31 66 61 26 38 434 104 13
100.0 38.5 5.6 12.0 11.1 4.7 6.9 78.8 18.9 2.4
551 199 42 83 24 20 35 403 131 17

100.0 36.1 7.6 15.1 4.4 3.6 6.4 73.1 23.7 3.1
551 34 12 12 6 14 35 113 423 15

100.0 6.2 2.2 2.2 1.1 2.5 6.4 20.5 76.8 2.7
551 87 22 39 21 18 92 279 255 17

100.0 15.8 4.0 7.1 3.8 3.3 16.7 50.6 46.3 3.1
551 11 7 8 0 1 5 32 508 11

100.0 2.0 1.3 1.5 0.0 0.2 0.9 5.8 92.2 2.0
551 5 10 3 4 10 42 74 466 11

100.0 0.9 1.8 0.5 0.7 1.8 7.6 13.4 84.6 2.0
551 3 2 3 0 3 4 15 91 445

100.0 0.5 0.4 0.5 0.0 0.5 0.7 2.7 16.5 80.8

地域で行う子育て支援サービスに関する取組について
５　貴事業所では、子育て支援サービスへの協力や協賛などを行っていますか。

５　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 22 0 14 429 75 11
100.0 4.0 0.0 2.5 77.9 13.6 2.0
551 40 0 31 392 77 11

100.0 7.3 0.0 5.6 71.1 14.0 2.0
551 30 0 18 420 73 10

100.0 5.4 0.0 3.3 76.2 13.2 1.8
551 40 3 17 385 96 10

100.0 7.3 0.5 3.1 69.9 17.4 1.8
551 10 0 3 53 39 446

100.0 1.8 0.0 0.5 9.6 7.1 80.9

育児・介護休業等に関する取組について

６‐１　育児休業制度について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けたうえで、枝問にお答えください。
区分 全体 規定あり 規定なし 不明

551 506 35 10
100.0 91.8 6.4 1.8

⑤その他

育児休業
制度

区分

①子育て支援サービス活動への従業者
の派遣
②子育て支援サービスへの活動資金や
自社商品の寄付
③子育て支援団体への事業所施設（会
議室、体育館など）の開放
④子育て支援団体からの事業所見学の
受入

６　貴事業所では、育児休業制度や子の看護休暇制度、介護休業・休暇制度、短時間勤務制度、育児休暇制度、不妊治療に係る
休暇制度の規定がありますか。

③育児に利用できるフレック
スタイム制度
④始業・終業時間の繰り上
げ・繰り下げ（時差出勤）
⑤事業所内保育施設

⑥育児に関する経費の援助措
置
⑦その他

制度あり 制度な
し

不明

①短時間勤務制度

②所定外労働の免除

制度あ
り
合計

④自動ドアなどの
設置
⑤車いす利用者駐
車場の設置
⑥わかりやすい施
設案内表示の整備

区分 全体

⑦いわてユニバーサルデザイン
電子マップによる情報発信

⑧その他

区分

①多機能トイレの
設置
②オストメイトに対
応した設備の設置

③スロープの設置

３‐１の「①施設などの整備」で「既に実施中＝１」、「今後実施予定＝２」及び「現在検討中＝３」を選択した場合のみ
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規定あり＝１を選択した場合のみ
６‐１‐１　既定の内容

全体 規定し
ている

規定し
ていな
い

不明 非該当

506 506 0 0 45
100.0 100.0 0.0 0.0

506 503 3 0 45
100.0 99.4 0.6 0.0

506 502 4 0 45
100.0 99.2 0.8 0.0

506 502 4 0 45
100.0 99.2 0.8 0.0

６‐１‐１　具体的内容
①取得可能対象年齢
全体 １．１歳

未満

２．原則１歳
未満である
が、一定の場
合は１歳６か
月未満又は２
歳未満

３．無条
件に１歳
６か月未
満

４．１歳
６か月以
上３歳未
満

５．３歳
以上も対
象

６．その
他

不明 非該当

506 75 296 28 68 12 26 1 45
100.0 14.8 58.5 5.5 13.4 2.4 5.1 0.2

②取得可能回数（※同じ子について）
全体 １．１

回まで
２．２
回以上

３．制
限なし

４．そ
の他

不明 非該当

506 212 144 78 69 3 45
100.0 41.9 28.5 15.4 13.6 0.6

③休業中の賃金の取扱い
全体 １．給

与のみ
支給

２．賞
与のみ
支給

３．給与・賞
与とも支給す
る

４．給与・賞
与とも支給し
ない

５．そ
の他

不明 非該当

506 27 55 21 359 34 10 45
100.0 5.3 10.9 4.2 70.9 6.7 2.0

④復職後の職場・職種の取扱い
全体 １．原則と

して原職復
帰

２．本人の希
望を考慮し会
社が決定

３．会社の人
事管理上の都
合により決定

４．そ
の他

不明 非該当

506 407 80 7 2 10 45
100.0 80.4 15.8 1.4 0.4 2.0

区分
男性 女性

男女合
計

532 631 1,163
100.0 100.0 100.0

229 622 851
43.0 98.6 73.1

区分 全体 ５日未満 ５日～２
週間未満

２週間～
１か月未
満

１か月～
３か月未
満

３か月～
６か月未
満

６か月～
８か月未
満

８か月～
10か月未
満

１０か月
～12か月
未満

１2か月
～18か月
未満

18か月～
24か月未
満

24か月
以上 不明

229 14 29 76 60 21 3 2 2 12 0 0 10
100.0 6.1 12.7 33.2 26.2 9.2 1.3 0.9 0.9 5.2 0.0 0.0 4.4

622 0 0 3 14 27 23 59 259 117 11 13 96
100.0 0.0 0.0 0.5 2.3 4.3 3.7 9.5 41.6 18.8 1.8 2.1 15.4

６‐２　子の看護休暇制度について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けたうえで、枝問にお答えください。
区分 全体 規定あ

り
規定な
し

不明

551 455 85 11
100.0 82.6 15.4 2.0

規定あり＝１を選択した場合のみ
６‐２‐１　既定の内容

全体 規定し
ている

規定し
ていな
い

不明 非該当

455 452 3 0 96
100.0 99.3 0.7 0.0

455 451 4 0 96
100.0 99.1 0.9 0.0

455 452 3 0 96
100.0 99.3 0.7 0.0

区分

①取得可能対象年
齢
②取得可能回数
※同じ子について
③休業中の賃金の
取扱い
④復職後の職場・
職種の取扱い

②取得可能回数
※子ども１人につ
き③休業中の賃金の
取扱い

６‐１‐２　貴事業所における令和５年４月１日から令和６年３月31日までの、出産者の人数をお答えください。また、その出
産者のうち、令和６年４月30日までの間に育児休業を取得した人数をお答えください。（休業の申出者を含む。）

男性職員

女性職員

子の看護
休暇制度

区分

①取得可能対象年
齢

出産数

育児休業
取得者数

６‐１‐３　６‐１‐２の育児休業を取得者について、期間別の人数をお答えください。
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６‐２‐１　具体的内容
①取得可能対象年齢
全体 １．小学校

就学の始期
に達するま
で

２．小学校入学
から小学校３年
生（又は９歳）
まで

３．小学校４年
生から小学校卒
業（又は12歳）
まで

４．小学校卒
業以降も対象

５．その
他

不明 非該当

455 350 26 26 28 17 8 96
100.0 76.9 5.7 5.7 6.2 3.7 1.8

②取得可能日数（※子ども１人につき）
全体 １．５日

まで
２．６日
以上

３．制限
なし

４．その
他

不明 非該当

455 379 38 14 19 5 96
100.0 83.3 8.4 3.1 4.2 1.1

③休暇中の賃金の取扱い
全体 １．給与を

支給する
２．給与を
支給しない

３．その
他

不明 非該当

455 165 278 7 5 96
100.0 36.3 61.1 1.5 1.1

区分 全体 利用者が
いる

利用者が
いない

対象者（看護休
暇の対象となる
子どもをもつ
者）がいない

不明

551 101 302 86 62
100.0 18.3 54.8 15.6 11.3

551 140 258 96 57
100.0 25.4 46.8 17.4 10.3
1,102 241 560 182 119
100.0 21.9 50.8 16.5 10.8

区分 人数 不明
554 7

98.8 1.2
973 8

99.2 0.8
1,527 15
99.0 1.0

６‐３　介護休業制度について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けたうえで、枝問にお答えください。
区分 全体 規定あり 規定なし 不明

551 476 52 23
100.0 86.4 9.4 4.2

６‐３‐１　具体的内容
①取得可能期間（※要介護状態の対象家族１人につき）
全体 １．通算し

て93日まで

２．94日以上～
６か月未満

３．６か月以上
～１年未満

４．１年
以上

５．その
他

不明 非該当

476 345 38 34 20 34 5 75
100.0 72.5 8.0 7.1 4.2 7.1 1.1

②取得可能回数（※要介護状態の対象家族１人につき）
全体 １．３回

まで
２．４回
以上

３．制限
なし

４．その
他

不明 非該当

476 338 3 86 39 10 75
100.0 71.0 0.6 18.1 8.2 2.1

③休業中の賃金の取扱い
全体 １．給与

のみ支給
２．賞与
のみ支給

３．給与・賞与
とも支給する

４．給与・賞与
とも支給しない

５．その
他

不明 非該当

476 18 57 23 334 31 13 75
100.0 3.8 12.0 4.8 70.2 6.5 2.7

④復職後の職場・職種の取扱い
全体 １．原則として

原職復帰
２．本人の希望
を考慮し会社が
決定

３．会社の人事
管理上の都合に
より決定

４．その
他

不明 非該当

476 391 52 6 4 23 75
100.0 82.1 10.9 1.3 0.8 4.8

介護休業
制度

男性

女性

男女合計

６‐２‐３　貴事業所において令和５年４月１日から令和６年３月31日までの、子の看護休暇利用者の人数をお答えく
ださい。

利用者がいる＝１を選択した場合のみ

男性

女性

男女合計

６‐２‐２　貴事業所において令和５年４月１日から令和６年３月31日までの間に子の看護休暇の利用はありました
か。右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
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６‐３‐２　介護休業者の人数について、右欄のあてはまる欄の数字に○印を付けたうえで、枝問にお答えください。
介護休業の対象となる従業者
区分 全体 いる いない わからな

い
不明

551 41 330 140 40
100.0 7.4 59.9 25.4 7.3

551 50 327 135 39
100.0 9.1 59.3 24.5 7.1
1,102 91 657 275 79
100.0 8.3 59.6 25.0 7.2

いる＝１を選択した場合のみ

全体 93日まで 94日以上～６か
月未満

６か月～
１年未満

１年以上

13 12 0 0 1
100.0 92.3 0.0 0.0 7.7

33 28 2 2 1
100.0 84.8 6.1 6.1 3.0

46 40 2 2 2
100.0 87.0 4.3 4.3 4.3

６‐４　介護休暇制度について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けたうえで、枝問にお答えください。
区分 全体 規定あり 規定なし 不明

551 445 81 25
100.0 80.8 14.7 4.5

規定あり＝１を選択した場合のみ
６‐４‐１　既定の内容

全体 規定して
いる

規定して
いない

不明 非該当

445 443 2 0 106
100.0 99.6 0.4 0.0

445 428 17 0 106
100.0 96.2 3.8 0.0

規定あり＝１を選択した場合のみ
６‐４‐１　具体的内容
①取得可能日数（※要介護状態の対象家族１人につき）
全体 １．５日

まで
２．６日
以上

３．制限
なし

４．その
他

不明 非該当

445 363 41 16 22 3 106
100.0 81.6 9.2 3.6 4.9 0.7

②休暇中の賃金の取扱い
全体 １．給与

を支給す
る

２．給与
を支給し
ない

３．その
他

不明 非該当

445 137 278 12 18 106
100.0 30.8 62.5 2.7 4.0

区分 全体 利用者が
いる

利用者が
いない

対象者（介護休
暇の対象となる
従業者）がいな
い

不明

551 50 379 64 58
100.0 9.1 68.8 11.6 10.5

551 65 360 70 56
100.0 11.8 65.3 12.7 10.2
1,102 115 739 134 114
100.0 10.4 67.1 12.2 10.3

区分 全体 利用者が
いる

利用者が
いない

対象者（短時間
勤務制度）がい
ない

不明

551 8 408 87 48
100.0 1.5 74.0 15.8 8.7

551 94 223 67 167
100.0 17.1 40.5 12.2 30.3
1,102 102 631 154 215
100.0 9.3 57.3 14.0 19.5

６‐６　不妊治療について、貴事業所で取り組んでいるものがあれば、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 19 2 42 319 144 25
100.0 3.4 0.4 7.6 57.9 26.1 4.5

551 30 3 40 307 146 25
100.0 5.4 0.5 7.3 55.7 26.5 4.5

551 62 0 42 277 145 25
100.0 11.3 0.0 7.6 50.3 26.3 4.5

551 3 0 6 82 72 388
100.0 0.5 0.0 1.1 14.9 13.1 70.4

男性

女性

男女合計

男女合計

男性

６‐４‐２　貴事業所において令和５年４月1日から令和６年３月31日までの間に介護休暇の利用はありましたか。
右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

女性

男女合計

介護休暇
制度

区分

①取得可能日数
※要介護の対象家族１人につき

②休暇中の賃金の取
扱い

６‐５　貴事業所において、令和５年４月１日から令和６年３月31日までの間に短時間勤務制度（育児を目的とした
ものに限る）の利用はありましたか。右欄の当てはまる欄の数字に〇印を付けてください。

区分

①知識の普及啓発

②不妊治療と仕事の両立に係る相談体制
の整備

③不妊治療時の休暇制度

④その他

男女合計

男性

女性

男性

女性

６‐３‐３　貴事業所において令和５年４月１日から令和６年３月31日までの間に、介護休業を取得した従業者の人
数をお答えください。
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６‐６‐１　具体的内容
①取得可能対象年齢　女性について
全体 １．制限

あり
２．制限
なし

不明 非該当

62 1 61 0 489
100.0 1.6 98.4 0.0

②取得可能対象年齢　男性について
全体 １．制限

あり
２．制限
なし

３．男性は取
得できない

不明 非該当

62 1 58 1 2 489
100.0 1.6 93.5 1.6 3.2

③取得可能日数
全体 １．５日

まで
２．６日
以上

３．制限
なし

４．その
他

不明 非該当

62 13 11 2 35 1 489
100.0 21.0 17.7 3.2 56.5 1.6

④休暇中の賃金の取扱い
全体 １．給与を

支給する
２．給与を
支給しない

３．その
他

不明 非該当

62 39 16 5 2 489
100.0 62.9 25.8 8.1 3.2

６‐６‐２　不妊治療に係る休暇制度の利用について、右欄のあてはまる欄の数字に○印を付けたうえで、枝問にお答えください。

区分 全体 対象者が
いる

対象者が
いない

わからな
い

不明 非該当

62 4 33 25 0 489
100.0 6.5 53.2 40.3 0.0

62 4 33 25 0 489
100.0 6.5 53.2 40.3 0.0

124 8 66 50 0 489
100.0 6.5 53.2 40.3 0.0

区分 全体 いる いない 非該当
4 0 4 547

100.0 0.0 100.0
4 1 3 547

100.0 25.0 75.0
8 1 7 543

100.0 12.5 87.5

福利厚生や休暇制度・賃金の取扱いについて
７　貴事業所では、福利厚生や休暇制度について、どのような取組を行っていますか。

７‐１　貴事業所における福利厚生事業の実施状況について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 372 4 8 139 19 9
100.0 67.5 0.7 1.5 25.2 3.4 1.6

551 123 2 6 367 41 12
100.0 22.3 0.4 1.1 66.6 7.4 2.2

551 172 2 30 249 84 14
100.0 31.2 0.4 5.4 45.2 15.2 2.5

551 231 3 34 190 78 15
100.0 41.9 0.5 6.2 34.5 14.2 2.7

551 235 2 16 213 71 14
100.0 42.6 0.4 2.9 38.7 12.9 2.5

551 463 0 7 55 19 7
100.0 84.0 0.0 1.3 10.0 3.4 1.3

551 299 10 34 131 65 12
100.0 54.3 1.8 6.2 23.8 11.8 2.2

551 10 0 1 37 46 457
100.0 1.8 0.0 0.2 6.7 8.3 82.9

⑧その他

②持家援助

③介護支援

④育児関連支援

⑤財産形成

⑥通勤費用補助

女性

男女合計

男性

「③不妊治療時の休暇制度」で「既に実施中＝１」を選択した場合のみ

⑦自己啓発への支援

「③不妊治療時の休暇制度」で「既に実施中＝１」を選択した場合のみ

いる＝１を選択した場合のみ
６‐６‐３　貴事業所において、令和５年４月１日から令和６年３月31日までの間に不妊治療に係る休暇制度の利用は
ありましたか。右欄の当てはまる欄の数字に〇印を付けてください。

区分

①寮・社宅、賃貸物件入居補助

男性

女性

男女合計
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７‐２　貴事業所における休暇制度の実施状況及び賃金の取扱いについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施中

（有給）
既に実施中
（無給）

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 112 7 2 21 349 44 16
100.0 20.3 1.3 0.4 3.8 63.3 8.0 2.9

551 152 7 2 21 293 57 19
100.0 27.6 1.3 0.4 3.8 53.2 10.3 3.4

551 86 12 2 20 352 63 16
100.0 15.6 2.2 0.4 3.6 63.9 11.4 2.9

551 61 8 1 31 352 77 21
100.0 11.1 1.5 0.2 5.6 63.9 14.0 3.8

551 471 28 1 1 29 9 12
100.0 85.5 5.1 0.2 0.2 5.3 1.6 2.2

551 58 4 4 26 364 71 24
100.0 10.5 0.7 0.7 4.7 66.1 12.9 4.4

551 324 24 6 18 120 39 20
100.0 58.8 4.4 1.1 3.3 21.8 7.1 3.6

551 35 2 2 17 367 107 21
100.0 6.4 0.4 0.4 3.1 66.6 19.4 3.8

551 23 2 0 2 40 38 446
100.0 4.2 0.4 0.0 0.4 7.3 6.9 80.9

若年者のキャリア形成の支援について

８‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 388 3 20 108 20 12
100.0 70.4 0.5 3.6 19.6 3.6 2.2

551 369 6 17 123 24 12
100.0 67.0 1.1 3.1 22.3 4.4 2.2

551 239 5 18 226 49 14
100.0 43.4 0.9 3.3 41.0 8.9 2.5

551 279 9 31 185 35 12
100.0 50.6 1.6 5.6 33.6 6.4 2.2

551 2 0 5 43 42 459
100.0 0.4 0.0 0.9 7.8 7.6 83.3

８‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　担当者

の負担が大
きい

２　事故や
ケガの可能
性がある

３　特に課
題はない

４　現段階で
は取り組む必
要性がない

５　その
他

不明 累計

551 297 84 171 45 29 19 645
100.0 53.9 15.2 31.0 8.2 5.3 3.4 117.1

留学生の雇用について
９　貴事業所では、留学生を雇用していますか。また、今後、雇用する計画はありますか。

９‐１　留学生の雇用について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
区分 全体 現在雇用し

ている
今後雇用を
予定

現在検討中 雇用する予
定なし

わからない 不明

551 19 3 49 317 154 9
100.0 3.4 0.5 8.9 57.5 27.9 1.6

雇用する予定なし＝４を選択した場合のみ

全体 １　（就職後
の）事業所内
でのコミュニ
ケーション

２　生活
文化、習
慣の相違

３　（留学
生の）企業
文化、慣習
の理解

４　留学生の雇
用を検討するう
えでの（留学生
に関する）情報
の不足

５　留学生の雇
用を検討するう
えでの（留学生
に関する）社内
理解の不足

６　査証申
請など滞在
手続き

７　（留学生
に限らず）従
業者を雇用す
る予定がない

８　その
他

不明 非該当 累計

317 150 86 27 75 45 62 37 32 9 234 523
100.0 47.3 27.1 8.5 23.7 14.2 19.6 11.7 10.1 2.8 165.0

グローバル人材の確保、育成について

全体 必要 将来的に
必要

必要だと
思わない

わからな
い

不明

c551 77 129 146 192 7
100.0 14.0 23.4 26.5 34.8 1.3

区分

グローバル人材の必
要性

④各種イベントに参加し、若
年者に自社の事業内容を紹介
⑤その他

留学生の
雇用

10　貴事業所では、最近のインバウンドの増加や市場のグローバル化などを踏まえ、グローバル人材の確保、育成についてど
のようにお考えですか。

10‐１　近年、訪日外国人へのサービスや市場のグローバル化などに対応できるグローバル人材の必要性がうたわれています
が、貴事業所にとってこのような人材は必要だと考えますか。

９‐２　貴事業所において、留学生を雇用するうえでの、また、今後、雇用するとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以
内）。

８　貴事業所では、中・高・大学生など若年者のキャリア形成（勤労観、職業観を育んでいくこと）について、どのような支
援をしていますか。

区分

①学生・生徒の職場体験の受
入
②学生・生徒の職場・工場見
学の受入
③従業者などを講師として学
校に派遣

⑨その他

区分

①人間ドック休暇

②リフレッシュ休暇

③ボランティア休暇

④教育訓練（自己啓発）休暇

⑤慶弔（冠婚葬祭）休暇

⑥記念日（アニバーサリー）休暇

⑦妻が出産した場合の夫（男性）の休暇

⑧ドナー休暇
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必要＝１、将来的に必要＝２を選択した場合のみ
10‐２-１　貴事業所ではグローバル人材をどのように確保、育成したいとお考えですか（当てはまるもの全て）。
全体 １　日本人

従業員の育
成

２　外国人
留学生等の
採用

３　海外赴
任経験者等
の中途採用

４　海外展
開先での現
地採用

５　特に考
えていない

６　その
他

不明 累計

206 122 76 38 12 43 6 0 297
100.0 59.2 36.9 18.4 5.8 20.9 2.9 0.0 144.1

必要＝１、将来的に必要＝２を選択した場合のみ

全体 １　従業員の
外国語習得や
海外研修の機
会

２　外国人留学
生等を採用する
ためのマッチン
グ機会

３　外国人留
学生等を採用
するための人
的態勢

４　グローバル
人材の活用事
例・活用情報・
ノウハウ

５　その
他

不明 累計

206 126 60 92 84 8 0 370
100.0 61.2 29.1 44.7 40.8 3.9 0.0 179.6

従業者が行う文化芸術活動への支援について

11‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 120 1 18 324 79 9
100.0 21.8 0.2 3.3 58.8 14.3 1.6

551 60 3 22 363 92 11
100.0 10.9 0.5 4.0 65.9 16.7 2.0

551 63 1 21 369 87 10
100.0 11.4 0.2 3.8 67.0 15.8 1.8

551 36 1 18 394 92 10
100.0 6.5 0.2 3.3 71.5 16.7 1.8

551 68 5 19 346 100 13
100.0 12.3 0.9 3.4 62.8 18.1 2.4

551 2 0 2 56 35 456
100.0 0.4 0.0 0.4 10.2 6.4 82.8

11‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　費用

がかかる
２　人事管
理上問題が
ある

３　従業者が行
う文化芸術活動
の実態を把握で
きない

４　どのよう
に取り組めば
よいのかわか
らない

５　そのよ
うな要望が
ない

６　特に課
題はない

７　その
他

不明 累計

551 105 93 162 55 239 69 18 33 774
100.0 19.1 16.9 29.4 10.0 43.4 12.5 3.3 6.0 140.5

従業者が行うスポーツ活動について

12‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 139 4 19 322 60 7
100.0 25.2 0.7 3.4 58.4 10.9 1.3

551 134 3 21 321 65 7
100.0 24.3 0.5 3.8 58.3 11.8 1.3

551 109 6 19 343 67 7
100.0 19.8 1.1 3.4 62.3 12.2 1.3

551 93 1 9 372 69 7
100.0 16.9 0.2 1.6 67.5 12.5 1.3

551 25 2 19 400 95 10
100.0 4.5 0.4 3.4 72.6 17.2 1.8

551 4 0 3 51 32 461
100.0 0.7 0.0 0.5 9.3 5.8 83.7

12‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　費用

がかかる
２　人事管
理上問題が
ある

３　従業者が行
うスポーツ活動
の実態を把握で
きない

４　どのよう
に取り組めば
よいのかわか
らない

５　そのよ
うな要望が
ない

６　特に課
題はない

７　その
他

不明 累計

551 156 89 123 40 203 95 9 29 744
100.0 28.3 16.2 22.3 7.3 36.8 17.2 1.6 5.3 135.0

⑥その他

②勤務時間の短縮・休暇など
の就業的配慮

④企業内クラブの設置

⑤発表会の開催やイベントの
主催・後援
⑥その他

12　貴事業所では、従業者が行うスポーツ活動（地域のスポーツ活動を含む）への支援について、どのような取組を行っていま
すか。

区分

①大会の開催やイベントの主
催・後援

③活動場所・施設、活動費用
又は物資の提供
④企業内クラブの設置

⑤スポーツ選手の雇用

区分

①勤務時間の短縮・休暇など
の就業的配慮
②活動場所・施設の提供

③活動費用又は物資の提供

10‐２-２　貴事業所において、グローバル人材を確保、育成するうえでの、また、今後、確保、育成するとした場合の課題は何
ですか（当てはまるもの全て）。

11　貴事業所では、従業者が行う文化芸術活動（地域の伝統芸能活動への参加も含む）への支援について、どのような取組を
行っていますか。
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地域ぐるみでの防災対応力の向上について
13　貴事業所では、地域の安全を地域で守ることができるよう、火災や災害に備えてどのような取組を行っていますか。
13‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 427 20 31 39 27 7
100.0 77.5 3.6 5.6 7.1 4.9 1.3

551 466 11 24 26 18 6
100.0 84.6 2.0 4.4 4.7 3.3 1.1

551 415 17 35 54 25 5
100.0 75.3 3.1 6.4 9.8 4.5 0.9

551 110 15 83 265 69 9
100.0 20.0 2.7 15.1 48.1 12.5 1.6

551 197 12 60 185 91 6
100.0 35.8 2.2 10.9 33.6 16.5 1.1

551 285 19 70 119 51 7
100.0 51.7 3.4 12.7 21.6 9.3 1.3

551 356 16 63 57 52 7
100.0 64.6 2.9 11.4 10.3 9.4 1.3

551 294 22 64 84 78 9
100.0 53.4 4.0 11.6 15.2 14.2 1.6

551 226 17 95 154 50 9
100.0 41.0 3.1 17.2 27.9 9.1 1.6

551 185 26 96 168 68 8
100.0 33.6 4.7 17.4 30.5 12.3 1.5

551 253 45 75 91 78 9
100.0 45.9 8.2 13.6 16.5 14.2 1.5

551 301 31 68 89 54 8
100.0 54.6 5.6 12.3 16.2 9.8 1.5

551 6 0 2 32 44 467
100.0 1.1 0.0 0.4 5.8 8.0 84.8

13‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　マニュアル

の整備や訓練の
実施などに費用
がかかる

２　従業者
の協力が得
られない

３　防災訓練や
従業者への教育
を行う時間的余
裕がない

４　どのように
取り組めばよい
のかわからない

５　特に課
題はない

６　その
他

不明 累計

551 129 16 168 59 244 24 30 670
100.0 23.4 2.9 30.5 10.7 44.3 4.4 5.4 121.6

犯罪被害防止や犯罪防止に関する取組について
14　貴事業所では、犯罪被害防止や犯罪防止のために、どのような取組を行っていますか。
14‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 451 11 24 48 11 6
100.0 81.9 2.0 4.4 8.7 2.0 1.1

551 410 9 37 51 34 10
100.0 74.4 1.6 6.7 9.3 6.2 1.8

551 319 7 22 156 38 9
100.0 57.9 1.3 4.0 28.3 6.9 1.6

551 413 10 27 70 25 6
100.0 75.0 1.8 4.9 12.7 4.5 1.1

551 92 17 93 260 81 8
100.0 16.7 3.1 16.9 47.2 14.7 1.5

551 77 9 61 299 97 8
100.0 14.0 1.6 11.1 54.3 17.6 1.5

551 61 6 47 318 110 9
100.0 11.1 1.1 8.5 57.7 20.0 1.6

551 0 0 3 38 37 473
100.0 0.0 0.0 0.5 6.9 6.7 85.8

14‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　経済的

余裕がない
２　時間的
余裕がない

３　従業者の協
力が得られない

４　どのように
取り組めばよい
のかわからない

５　特に課
題はない

６　その
他

不明 累計

551 78 144 19 91 291 4 19 646
100.0 14.2 26.1 3.4 16.5 52.8 0.7 3.4 117.2

⑤従業員に対する犯罪被害に遭わないための研修など
を実施
⑥地域が行っている防犯活動などへの参加

⑦「子供１１０番の家（車）」の設置

⑧その他

区分

①警備会社・事業者や個人が設置する防犯カメラなど
の防犯システムを活用
②防犯管理者などの緊急時における連絡体制を整備

③夜間や休業時間帯は、現金・貴重品を銀行や夜間金
庫などに預ける、又は自宅に持ち帰ることを徹底
④従業員に対し車両や更衣ロッカーなどの鍵かけを徹
底

①火災・災害対応マニュアルの整備

②緊急連絡系統図などの整備

区分

③社内独自での定期的な防災訓練の実施

④地域で行われる防災訓練などへの参加

⑤地元消防団や自主防災組織との連携・協力

⑥防災に関する従業者研修の実施

⑦防災マップ（地震防災マップ、浸水想定ハザード
マップ、津波防災マップなど）による被害想定の確認

⑬その他

⑧所有する建物の地震時における安全対策（耐震診
断・改修）の実施
⑨従業者を対象とした食料等の備蓄

⑩災害時の帰宅困難従業者を想定した対策の実施

⑪事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

⑫燃料の備蓄や非常用電源の整備
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交通安全対策の推進に関する取組について
15　貴事業所では、交通安全対策の推進のために、どのような取組を行っていますか。
15‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 292 15 39 159 39 7
100.0 53.0 2.7 7.1 28.9 7.1 1.3

551 327 11 37 134 33 9
100.0 59.3 2.0 6.7 24.3 6.0 1.6

551 303 15 36 151 40 6
100.0 55.0 2.7 6.5 27.4 7.3 1.1

551 97 10 55 322 58 9
100.0 17.6 1.8 10.0 58.4 10.5 1.6

551 201 16 61 220 46 7
100.0 36.5 2.9 11.1 39.9 8.3 1.3

551 334 13 48 104 42 10
100.0 60.6 2.4 8.7 18.9 7.6 1.8

551 14 0 4 37 32 464
100.0 2.5 0.0 0.7 6.7 5.8 84.2

15‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　経済的

余裕がない
２　時間的
余裕がない

３　従業者の理
解・協力が得ら
れない

４　交通安全対
策に関する情報
が少ない

５　どのように
取り組めばよい
のかわからない

６　特に課
題はない

７　その
他

不明 累計

551 31 151 15 36 63 306 15 16 633
100.0 5.6 27.4 2.7 6.5 11.4 55.5 2.7 2.9 114.9

正社員の雇用について
16　貴事業所では、正社員の採用を増やしたり、非正社員から正社員への転換を行うなどして、正社員の雇用割合を増やしていますか。

16‐１　正社員の採用について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
区分 全体 増やして

いる
減らして
いる

増減なし わからな
い

不明

551 294 37 191 23 6
100.0 53.4 6.7 34.7 4.2 1.1

増やしている＝１を選択した場合のみ
16‐２　正社員の雇用割合を増やしている理由は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　人材の育

成を長期的に
行うため

２　社員の労
働条件を改善
するため

３　正社員の募
集でなければ応
募が少なく、採
用できないため

４　団塊世
代の大量退
職への対応

５　パート
タイム労働
法への対応

６　社員・
労働組合の
要望

７　会社の
業績が好調
なため

８　その
他

不明 非該当 累計

294 233 123 48 32 8 8 14 12 3 257 481
100.0 79.3 41.8 16.3 10.9 2.7 2.7 4.8 4.1 1.0 163.6

減らしている＝２を選択した場合のみ
16‐３　正社員の雇用を減らしている理由は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　業務の

内容が特別
なスキルを
必要としな
いため

２　人件
費を圧縮
するため

３　雇用
調整をし
やすくす
るため

４　正社員を
募集しても応
募が少なく、
採用できない
ため

５　団塊世代が
大量に退職し、
非正社員として
継続雇用したた
め、又は、補充
していないため

６　会社
の業績が
上がらな
いため

７　その
他

不明 非該当 累計

37 0 11 1 8 2 4 18 0 514 44
100.0 0.0 29.7 2.7 21.6 5.4 10.8 48.6 0.0 118.9

障がい者の雇用促進への取組について
17　貴事業所では、障がい者を雇用していますか。また、今後、雇用する予定はありますか。
17‐１　障がい者の雇用について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
区分 全体 現在雇用

している
今後雇用
を予定

現在検討
中

雇用する
予定なし

わからな
い

不明

551 328 13 48 98 58 6
100.0 59.5 2.4 8.7 17.8 10.5 1.1

現在、雇用している＝１を選択した場合のみ
17‐２　障がい者を雇用するうえでの課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　障がい

者に適した
職域、仕事
の開発

２　事業主
や従業者の
理解

３　本人の
勤労意欲・
態度

４　作業
の安全確
保

５　健康
管理

６　障がい者雇
用やそれに伴う
設備改善などへ
の助成制度の充
実

７　その
他

不明 非該当 累計

328 225 87 87 101 39 31 8 1 223 579
100.0 68.6 26.5 26.5 30.8 11.9 9.5 2.4 0.3 176.5

雇用する予定なし＝４を選択した場合のみ
17‐３　障がい者の雇用を予定しない理由は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　障がい者に

向いている仕事
がない

２　作業の安全
確保上問題があ
る

３　設備改善な
ど、雇用に伴う
費用負担

４　人事管
理上の問題

５　その
他

不明 非該当 累計

98 63 51 16 9 6 0 453 145
100.0 64.3 52.0 16.3 9.2 6.1 0.0 148.0

障がい者
の雇用

①無事故無違反運動

②安全運動期間中の事故防止運
動
③ライトの早め点灯運動

正社員の
採用

区分

④無事故運転者表彰制度

⑤安全運転講習会の実施

⑥従業者に対する日常的な交通
安全指導の実施
⑦その他
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障がい者就労支援事業所に対する物品・サービスの発注について
18　貴事業所では、障がい者就労支援事業所に物品・サービスの発注を行っていますか。
18‐１　障がい者就労支援事業所に対する物品・サービスの発注について、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 120 3 41 226 153 8
100.0 21.8 0.5 7.4 41.0 27.8 1.5

既に実施中＝１を選択した場合のみ
18‐２　障がい者就労支援事業所に物品・サービスを発注した理由は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　価格

が安い

２　品質又は作
業の質を評価し
ている

３　社会的責任
（ＣＳＲ）を果た
すため

４　行政機関な
どの優遇措置が
ある

５　その
他

不明 非該当 累計

120 41 39 71 0 15 1 431 167
100.0 34.2 32.5 59.2 0.0 12.5 0.8 139.2

実施予定なし＝４を選択した場合のみ
18‐３　障がい者就労支援事業所に物品・サービスを発注しない理由は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　価格

が高い

２　品質又は
作業の質に不
安がある

３　必要としてい
る物品・サービス
がない

４　身近に障が
い者就労支援事
業所がない

５　障がい者就
労支援事業所が
どんなところか
知らない

６　その
他

不明 非該当 累計

226 4 19 160 17 27 16 6 325 249
100.0 1.8 8.4 70.8 7.5 11.9 7.1 2.7 110.2

経営課題への取組について
19　貴事業所では、取り組まなければならない経営上の課題について、どのような取組を行っていますか。
19‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 342 31 59 52 44 23
100.0 62.1 5.6 10.7 9.4 8.0 4.2

551 297 21 60 89 64 20
100.0 53.9 3.8 10.9 16.2 11.6 3.6

551 73 10 32 326 87 23

100.0 13.2 1.8 5.8 59.2 15.8 4.2

551 214 26 66 129 94 22

100.0 38.8 4.7 12.0 23.4 17.1 4.0

551 188 24 81 139 96 23

100.0 34.1 4.4 14.7 25.2 17.4 4.2

551 314 36 62 49 66 24

100.0 57.0 6.5 11.3 8.9 12.0 4.4

551 93 12 48 256 117 25

100.0 16.9 2.2 8.7 46.5 21.2 4.5
551 241 41 82 96 67 24

100.0 43.7 7.4 14.9 17.4 12.2 4.4
551 404 42 62 13 19 11

100.0 73.3 7.6 11.3 2.4 3.4 2.0
551 247 53 88 76 66 21

100.0 44.8 9.6 16.0 13.8 12.0 3.8
551 229 18 65 131 87 21

100.0 41.6 3.3 11.8 23.8 15.8 3.8
551 412 28 51 20 26 14

100.0 74.8 5.1 9.3 3.6 4.7 2.5
551 271 21 51 96 89 23

100.0 49.2 3.8 9.3 17.4 16.2 4.2
551 275 35 75 64 82 20

100.0 49.9 6.4 13.6 11.6 14.9 3.6
551 57 7 20 51 44 372

100.0 10.3 1.3 3.6 9.3 8.0 67.5

19‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　経済

的・時間的
余裕がない

２　従業者の
理解・協力が
得られない

３　取引先や
顧客の理解が
得られない

4　どのように
取り組めばよ
いのかわから
ない

5　商工指導団体
や行政等からの
支援内容がわか
らない

6　特に問
題はない

7　現段階で取
り組む必要性
がない

8　その他 不明 累計

551 121 27 57 41 18 161 23 35 117 600
100.0 22.0 4.9 10.3 7.4 3.3 29.2 4.2 6.4 21.2 108.9

⑮その他

⑭仕入価格・賃金・燃料
費の上昇に伴う価格転嫁

⑪他社との連携、他
業種との異業種交流

⑩後継者の育成・決
定、事業承継

⑫コストの削減

③海外の新規顧客・
販路の開拓
④既存の商品・サービスの高
付加価値化（ブランド化）

障がい者就労支援事業所に対す
る物品・サービスの発注

区分

⑬円滑な資金調達

区分

①既存の営業力・販
売力の維持強化

②国内の新規顧客・
販路の開拓

⑤新商品・新サービ
スの開発

⑥技術力の維持・強
化
⑦新規技術開発、他企業・大
学・公設試験研究機関との共
同研究

⑧設備・店舗等の増
強・更新・廃止

⑨人材の確保・育成

135



地域における観光の誘客への取組について
20　貴事業所では、地域で実施されている誘客イベントの協力や観光客の受入、観光人材の育成に取り組んでいますか。
20‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 129 6 22 312 69 13
100.0 23.4 1.1 4.0 56.6 12.5 2.4

551 234 3 23 219 59 13
100.0 42.5 0.5 4.2 39.7 10.7 2.4

551 184 8 36 249 60 14
100.0 33.4 1.5 6.5 45.2 10.9 2.5

551 173 4 23 258 76 17
100.0 31.4 0.7 4.2 46.8 13.8 3.1

551 95 11 42 293 92 18
100.0 17.2 2.0 7.6 53.2 16.7 3.3

551 4 0 3 44 39 461
100.0 0.7 0.0 0.5 8.0 7.1 83.7

20‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　経済的

余裕がない
２　時間的
余裕がない

３　従業者の協
力が得られない

４　どのように
取り組めばよい
のかわからない

５　その
他

不明 累計

551 128 269 22 114 72 70 675
100.0 23.2 48.8 4.0 20.7 13.1 12.7 122.5

廃棄物の減量化、適正処理に関する取組について
21　貴事業所では、一般廃棄物（ごみ）・産業廃棄物の減量化や適正処理のため、どのような取組を行っていますか。
21‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 423 10 33 36 43 6
100.0 76.8 1.8 6.0 6.5 7.8 1.1

551 350 8 53 69 62 9
100.0 63.5 1.5 9.6 12.5 11.3 1.6

551 257 14 51 113 103 13
100.0 46.6 2.5 9.3 20.5 18.7 2.4

551 226 16 69 133 97 10
100.0 41.0 2.9 12.5 24.1 17.6 1.8

551 305 9 32 80 113 12
100.0 55.4 1.6 5.8 14.5 20.5 2.2

551 5 0 2 27 41 476
100.0 0.9 0.0 0.4 4.9 7.4 86.4

21‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　費用が

かかる

２　環境問題に
関する情報が不
足している

３　投下資本が
回収できない

４　従業者の理
解・協力が得ら
れない

５　どのように
取り組めばよい
のかわからない

６　特に課
題はない

７　その
他

不明 累計

551 145 98 39 18 79 233 19 25 656
100.0 26.3 17.8 7.1 3.3 14.3 42.3 3.4 4.5 119.1

省エネや大気・水質などの汚染防止に関する取組について
22　貴事業所では、省エネや大気・水質などの汚染防止など環境保全のため、どのような取組を行っていますか。
22‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 468 8 24 23 22 6
100.0 84.9 1.5 4.4 4.2 4.0 1.1

551 218 6 30 173 111 13
100.0 39.6 1.1 5.4 31.4 20.1 2.4

551 210 4 26 167 123 21
100.0 38.1 0.7 4.7 30.3 22.3 3.8

551 115 13 79 232 98 14
100.0 20.9 2.4 14.3 42.1 17.8 2.5

551 45 2 39 335 116 14
100.0 8.2 0.4 7.1 60.8 21.1 2.5

551 110 15 76 251 88 11
100.0 20.0 2.7 13.8 45.6 16.0 2.0

551 281 17 41 119 80 13
100.0 51.0 3.1 7.4 21.6 14.5 2.4

551 49 8 36 334 110 14
100.0 8.9 1.5 6.5 60.6 20.0 2.5

551 112 9 50 218 147 15
100.0 20.3 1.6 9.1 39.6 26.7 2.7

551 271 7 35 126 96 16
100.0 49.2 1.3 6.4 22.9 17.4 2.9

551 3 0 1 34 39 474
100.0 0.5 0.0 0.2 6.2 7.1 86.0

区分

①廃棄物の発生抑制やリサイクルに努め、廃棄物の
発生量を抑制
②再生品や再生紙を利用（グリーン購入）

③リサイクル製品の製造やリサイクルしやすい材料
を使用
④電子マニフェスト（産業廃棄物管理票）制度を活
用

⑧排水の再利用などによる節水

⑨自社製品・サービスの環境への影響、環境負荷の
少ない製品使用方法や廃棄方法などの情報提供
⑩所有する業務用冷凍空調機器の定期点検などによ
る冷媒フロン類の漏洩防止
⑪その他

⑤産業廃棄物処理業者の格付け制度に基づく優良な
処理業者を選定
⑥その他

③化学物質などによる環境汚染の防止

④太陽光、風力、太陽熱、未利用エネルギーなどや
コージェネレーションなどの新エネルギーの利用
⑤木質バイオマスなどのバイオマスエネルギーの利
用
⑥次世代自動車の導入

⑦エコドライブの実施

区分

①不必要な照明器具の消灯、省エネ型機器の導入な
どによる省エネルギー
②廃水処理施設、防音・防振設備の設置などによる
公害防止

⑤地元に対する理解を深めるための取組

⑥その他

区分

①地域での誘客のためのイベントやサービ
スの企画・実施
②地域で行われる誘客のためのイベントや
サービスへの経済的支援
③地域で行われる誘客のためのイベントや
サービスへの参加
④産業観光の実施
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22‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ以内）。
全体 １　費用

がかかる

２　環境問題
に関する情報
が不足してい
る

３　投下資本
が回収できな
い

４　従業者の
理解・協力が
得られない

５　どのよう
に取り組めば
よいのかわか
らない

６　特に
課題はな
い

７　そ
の他

不明 累計

551 288 75 69 10 57 158 11 31 699
100.0 52.3 13.6 12.5 1.8 10.3 28.7 2.0 5.6 126.9

企業・事業所内における環境保全への取組について
23　貴事業所では、地球環境問題への対応や地域の環境保全に向け、内部でどのような取組を行っていますか。
23‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実
施中

今後実
施予定

現在検
討中

実施予
定なし

わから
ない

不明

551 193 10 66 181 89 12
100.0 35.0 1.8 12.0 32.8 16.2 2.2

551 136 8 51 218 122 16
100.0 24.7 1.5 9.3 39.6 22.1 2.9

551 125 3 39 261 109 14
100.0 22.7 0.5 7.1 47.4 19.8 2.5

551 84 5 46 265 136 15
100.0 15.2 0.9 8.3 48.1 24.7 2.7

551 61 5 43 292 135 15
100.0 11.1 0.9 7.8 53.0 24.5 2.7

551 150 6 56 215 108 16
100.0 27.2 1.1 10.2 39.0 19.6 2.9

551 422 5 12 70 32 10
100.0 76.6 0.9 2.2 12.7 5.8 1.8

551 349 7 29 102 49 15
100.0 63.3 1.3 5.3 18.5 8.9 2.7

551 69 5 37 345 81 14
100.0 12.5 0.9 6.7 62.6 14.7 2.5

551 5 0 1 37 38 470
100.0 0.9 0.0 0.2 6.7 6.9 85.3

全体 １　費用
がかかる

２　環境問題
に関する情報
が不足してい
る

３　投下資
本が回収で
きない

４　従業者
の理解・協
力が得られ
ない

５　どのよう
に取り組めば
よいのかわか
らない

６　特に
課題はな
い

７　そ
の他

不明 累計

551 159 107 34 22 105 192 15 32 666
100.0 28.9 19.4 6.2 4.0 19.1 34.8 2.7 5.8 120.9

職場における女性の登用などについて

24‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実

施中
今後実
施予定

現在検
討中

実施予
定なし

わから
ない

不明

551 142 6 42 268 79 14
100.0 25.8 1.1 7.6 48.6 14.3 2.5

551 154 9 58 227 88 15
100.0 27.9 1.6 10.5 41.2 16.0 2.7

551 364 21 46 58 54 8
100.0 66.1 3.8 8.3 10.5 9.8 1.5

551 262 22 60 101 90 16
100.0 47.5 4.0 10.9 18.3 16.3 2.9

551 253 20 79 110 73 16
100.0 45.9 3.6 14.3 20.0 13.2 2.9

551 188 29 82 133 106 13
100.0 34.1 5.3 14.9 24.1 19.2 2.4

551 285 35 68 73 80 10
100.0 51.7 6.4 12.3 13.2 14.5 1.8

551 441 8 24 34 33 11
100.0 80.0 1.5 4.4 6.2 6.0 2.0

551 213 18 75 123 107 15
100.0 38.7 3.3 13.6 22.3 19.4 2.7

551 5 0 1 31 41 473
100.0 0.9 0.0 0.2 5.6 7.4 85.8

全体 １　費
用がか
かる

２　従業者
の理解・協
力が得られ
ない

３　人事管
理上の問題
がある

４　どのよう
に取り組めば
よいのかわか
らない

５　特に
課題はな
い

６　現段階
では取り組
む必要性が
ない

７　そ
の他

不明 累計

551 28 72 55 57 272 62 42 29 617
100.0 5.1 13.1 10.0 10.3 49.4 11.3 7.6 5.3 112.0

24　貴事業所では、男女共同参画の促進に向け、職場における女性の登用などについて、どのような取組
を行っていますか。

③意欲や能力のある女性の積極的な採用・
登用

⑩その他

④性別による差別的評価をなくす人事考課
基準の明確化
⑤仕事と家庭の両立のための制度の整備

⑥幹部職員に対する女性登用の重要性の啓
発
⑦管理職への女性の積極的な登用

⑧セクシュアル・ハラスメントへの対応

⑨女性の結婚、妊娠、出産、育児による退
職後の正社員への再雇用制度の導入

24‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合
の課題は何ですか（○印は２つ以内）。

区分

①従業者に対する環境教育の実施

区分

①女性の登用に関する担当部署や担当者の
設置
②女性の登用に関する計画などの作成

⑦クールビズの実施

⑧ウォームビズの実施

⑨公共交通の利用促進や自動車利用の抑制

⑩その他

②環境ガイドライン（独自の社内基準）の
策定、地域との公害防止協定の締結
③ＩＳＯ１４００１など環境マネジメント
システムの導入
④環境報告書の策定

⑤環境報告書の公表・地域住民への説明会の開催
など環境への取組についての情報提供

⑥地域の環境保全活動への参加、地域との
連携

23‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか
（○印は２つ以内）。
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企業・事業所が自ら行う社会貢献活動について
25　貴事業所では、どのような社会貢献活動を行っていますか。
25‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。

全体 既に実施
中

今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 300 6 12 130 57 46
100.0 54.5 1.1 2.2 23.6 10.3 8.3
551 213 5 16 171 64 82

100.0 38.7 0.9 2.9 31.0 11.6 14.9
551 91 3 33 263 98 63

100.0 16.5 0.5 6.0 47.7 17.8 11.4
551 249 7 37 150 55 53

100.0 45.2 1.3 6.7 27.2 10.0 9.6
551 336 9 40 85 34 47

100.0 61.0 1.6 7.3 15.4 6.2 8.5
551 250 8 30 158 53 52

100.0 45.4 1.5 5.4 28.7 9.6 9.4
551 1 0 1 28 43 478

100.0 0.2 0.0 0.2 5.1 7.8 86.8

全体 あり なし 不明 非該当
300 149 151 0 251

100.0 49.7 50.3 0.0
300 178 122 0 251

100.0 59.3 40.7 0.0
300 94 206 0 251

100.0 31.3 68.7 0.0
300 29 271 0 251

100.0 9.7 90.3 0.0
300 104 196 0 251

100.0 34.7 65.3 0.0
300 77 223 0 251

100.0 25.7 74.3 0.0
300 160 140 0 251

100.0 53.3 46.7 0.0
300 39 261 0 251

100.0 13.0 87.0 0.0
300 63 237 0 251

100.0 21.0 79.0 0.0
300 77 223 0 251

100.0 25.7 74.3 0.0
300 4 296 0 251

100.0 1.3 98.7 0.0

全体 あり なし 不明 非該当
213 54 159 0 338

100.0 25.4 74.6 0.0
213 68 145 0 338

100.0 31.9 68.1 0.0
213 58 155 0 338

100.0 27.2 72.8 0.0
213 18 195 0 338

100.0 8.5 91.5 0.0
213 75 138 0 338

100.0 35.2 64.8 0.0
213 52 161 0 338

100.0 24.4 75.6 0.0
213 89 124 0 338

100.0 41.8 58.2 0.0
213 15 198 0 338

100.0 7.0 93.0 0.0
213 63 150 0 338

100.0 29.6 70.4 0.0
213 45 168 0 338

100.0 21.1 78.9 0.0
213 3 210 0 338

100.0 1.4 98.6 0.0

全体 １　費用
がかかる

３　従業者
の協力が得
られない

３　労務管
理上問題が
ある

４　企業の社会
貢献や地域で実
施される様々な
活動に関する情
報が不足

５　どのよう
に取り組めば
よいのかわか
らない

６　特に
課題はな
い

７　現段階
では取り組
む必要性が
ない

８　その
他

不明 累計

551 173 49 88 73 48 186 38 19 32 706
100.0 31.4 8.9 16.0 13.2 8.7 33.8 6.9 3.4 5.8 128.1

⑤企業・事業所周辺の美化活動

⑥企業・事業所施設内外の緑化

⑦その他

「①助成金や寄付金の支出などの経済的支援」で「既に実施中＝１」を選択した場合、次の１から11で当てはまるもの
すべてに○を付けてください。

区分

①助成金や寄付金の支出などの
経済的支援
②人の派遣などの人的支援

③ＮＰＯ・ボランティア団体、
地縁組織への活動場所の提供
④地域の祭りやイベントなど地
域行事への参加

区分
１．学術・文化・芸
術活動

８．市民が文化・芸
術の鑑賞をする場合
９．社会教育活動（地域
住民向けの講座など）

10．子どもの健全育
成活動
11．その他

２．スポーツ活動

３．福祉・保健・医
療活動
４．国際交流・国際
協力活動
５．災害支援活動

６．環境保全活動

７．地域づくり活動

「②人の派遣などの人的支援」で「既に実施中＝１」を選択した場合、次の１から11で当てはまるものすべてに○を付
けてください。

25‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか（○印は２つ
以内）。

６．環境保全活動

７．地域づくり活動

８．市民が文化・芸
術の鑑賞をする場合
９．社会教育活動（地域
住民向けの講座など）

10．子どもの健全育
成活動
11．その他

５．災害支援活動

区分
１．学術・文化・芸
術活動
２．スポーツ活動

３．福祉・保健・医
療活動
４．国際交流・国際
協力活動
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従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動への支援について

26‐１　次の取組の内容それぞれについて、右欄の当てはまる欄の数字に○印を付けてください。
全体 既に実施

中
今後実施
予定

現在検討
中

実施予定
なし

わからな
い

不明

551 88 2 34 323 87 17
100.0 16.0 0.4 6.2 58.6 15.8 3.1

551 63 4 32 321 111 20
100.0 11.4 0.7 5.8 58.3 20.1 3.6

551 45 8 29 334 116 19
100.0 8.2 1.5 5.3 60.6 21.1 3.4

551 37 6 34 339 116 19
100.0 6.7 1.1 6.2 61.5 21.1 3.4

551 1 0 1 46 47 456
100.0 0.2 0.0 0.2 8.3 8.5 82.8

全体 １　費用
がかかる

３　従業
者の協力
が得られ
ない

３　人事
管理上問
題がある

４　従業者が
行うＮＰＯ・
ボランティア
活動などの実
態を把握でき
ない

５　どのよう
に取り組めば
よいのかわか
らない

６　特に
課題はな
い

７　現段階
では取り組
む必要性が
ない

８　その
他

不明 累計

551 57 42 65 192 79 136 79 15 32 697
100.0 10.3 7.6 11.8 34.8 14.3 24.7 14.3 2.7 5.8 126.5

26　貴事業所では、従業者が行うＮＰＯ・ボランティア活動などへの支援について、どのような取組を
行っていますか。

26‐２　貴事業所において、取組を進めるうえでの、また、今後、取り組むとした場合の課題は何ですか
（○印は２つ以内）。

区分

①ボランティア休暇・休業
制度の整備
②社内表彰

③ＮＰＯ・ボランティアに
関する情報などの提供
④ＮＰＯ・ボランティア体
験機会や場所の提供
⑤その他
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（参考） 

調 査 票 
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